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■地域通訳案内士制度の拡充（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33
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■地域の観光資源を活用したプロモーション事業（国土交通省 観光庁）・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・45
[地方運輸局・沖縄総合事務局が、地方（自治体及び観光関係団体等）と広域に連携し、地域の観光資 源等を海外に発信し、
外国人旅行者の誘客を加速させる。] 

■インフラツーリズム（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・46
[橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフラツーリズムポータルサ
イトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会や民間事業者が催行するツアーなど、幅広く情
報発信することにより地域活動を支援する。また、ツアーの企画・催行について相談を受け付ける。]

■観光産業における人材の確保・育成事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34
［ 「地域の観光産業を担う人材」の確保・育成を図るとともに、観光産業における専門能力の習得を目的としたモデルカリ
キュラム策定等を行い、観光教育の充実についても促進を図る。］

■プロフェッショナル人材事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35
［潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦

略を実現するプロフェッショナル人材の採用を支援する。］

■地方創生カレッジ事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36
［地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを、ｅラーニング形式等で幅広く提供するほか、web上での連携・交流を通

じて、地域における地方創生人材の育成・確保に繋げていく取組。観光・DMOに関連する講座も多数提供している。］

■文化芸術創造拠点形成事業（文部科学省 文化庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37
[地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、多様で特色ある文化芸術の振興を図り、ひ

いては地域の活性化に寄与することを目的とし、2020東京大会とその後を見据え、地方公共団体が主体となって取り組む
文化芸術事業を支援する。]

■博物館を中核とした文化クラスター推進事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・38
［地域の歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等の魅力発信、観光振興、多言語化や開館時間の延長、ユニークベニューの

促進など、博物館を中核とした文化クラスター創出に向けた地域文化資源の面的・一体的整備の支援。］

■国際文化芸術発信拠点形成事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･39
[地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその後を見据えた効果的な対外
発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する取組を支援する。]

■エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業（環境省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・･40
[国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材
育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。]

■生物多様性保全推進支援事業（環境省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・41
［地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土全体の生物
多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。］

■地域IoT実装・共同利用総合支援（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・42
[地域におけるAI・IoT等の革新的技術を活用したサービスの実装を推進するため、 計画策定支援、人的支援、初期投資等

に対する補助等を地方公共団体等に対して総合的に実施。]

■地域オープンデータ推進事業（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･43
［地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、地方公共団体におけるオープ
ンデータの取組を支援する。］

■観光地域づくり法人による宿泊施設等と連携したデータ収集・分析事業（国土交通省 観光庁）・・・･････・･44
［地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを観光地域づくり法人（DMO）に集約するためのプラットフォーム

を構築し、観光地域づくり法人がデータを分析した上で、戦略を策定し、地域の観光関連事業者へ提供する取組を支援。］

Ⅰ－4．特に…エコツーリズムの取組をしたい！（ソフト事業）

Ⅰ－5．特に…ＩＴを活用したい！（ソフト事業）

Ⅱ 地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）
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■訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48   
［訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、観光地及び公共交通機関におけるストレスフリーで快

適に旅行できる環境を整備するため、地方自治体や観光地域づくり法人（DMO）、旅館・ホテル、交通事業者その他の民間
事業者等が行う、多言語での観光情報提供機能の強化、無料Wi-Fiサービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、バリ
アフリー化の推進等に関する個別の取組を支援する。］

■公共交通利用環境の革新等（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49
［旅行者の来訪が特に多い観光地等に至るまでの公共交通機関の利用環境を刷新するため、外国人旅行者のニーズが
特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に進め、
シームレスで一貫した世界水準の交通サービスを実現する。］

■官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50
[地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施することにより、観光振興

等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。]

■国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51
［スキー・スノーボードを楽しむ訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確

に取り込むため、インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形
式のための取組を促進する。］

■離島活性化交付金（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･52
[離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のための仕掛けづく
り及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。] 

■海洋周辺地域における訪日観光の充実・開拓及び魅力向上事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・53
［訪日観光のポテンシャルを有している海洋周辺地域において、海や島々に関する観光コンテンツの磨き上げや受入環境整

備を一体的に行う取り組みを支援する。］

■ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の「まちあるき」の満足度向上（国土交通省）・・・・・・・・54
[公共交通機関の駅等から個々の観光スポットに至るまでの散策エリアについて、ICTも活用して、多言語案内標識や無料
エリアWi-Fiの整備、域内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレス決済対応等のまちなかにおける面的な取組や、これらと一
体的に行う外国人観光案内所や「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源の活用等を集中的に支援し、「まちある
き」の満足度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る。] 

■地域再生制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・55
[地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の

活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域再生計画の認定
等を行う。]

■地方創生推進交付金（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56
[地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先導的な事業のうち、
地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接交付することにより、安定的かつ継続
的に支援する。 ]

■中心市街地活性化制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・57
[中心市街地の活性化に関する基本理念の創設、市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣による認定制度の創設、支

援措置の拡充、中心市街地活性化本部の設置等の所要の措置を講ずることにより、中心市街地における都市機能の増進
及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。]

■地域公共交通確保維持改善事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・58
[地域の特性に応じた生活交通の確保維持、快適で安全な公共交通の構築、地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画

策定等の後押し等、持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた取組を支援する。 ]

■かわまちづくり支援制度（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・59
[地域の景観、歴史、文化及び観光という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や民間事業者、地
元住民との連携の下で立案された実現性の高い河川や水辺の整備・利用計画による、良好なまち空間と水辺空間形成
の円滑な推進を図る。 ]

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

新規
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■街なみ環境整備事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・60
[住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び町づくり協定を結んだ住民が協力して、住宅、地区施

設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成する。 ]

■地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・61
[地域の計画と連携し、自動車運送事業者等による次世代自動車への買い換え促進等を図るため、次世代自動車
の導入を行う者に対し、普及の段階に応じた支援を行う。 ]

■国立公園核心地利用施設上質化事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・62
［国立公園の優れた自然景観を眺望する利用施設の滞在環境の上質化を図るための再整備を支援する。］

■国立公園等多言語解説等整備事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63
［国立公園等の案内板や展示物における多言語解説の媒体整備を支援する。］

■国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・64
［国立公園内の利用拠点における滞在環境の上質化に係る計画策定及び当該計画に基づく利用拠点上質化整備等を行うこ

とにより、外国人訪問者の国立公園での体験滞在の満足度を向上させる事業に対する補助。］

■国立公園利用促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65
［国立公園の利用の促進を図るためのデジタル展示の整備について支援する。］

■自然環境整備交付金事業・環境保全施設整備交付金事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・66
[地方公共団体が行う国立・国定公園の整備、長距離自然歩道の整備、長寿命化対策などを支援し、地域の特性を生かし
た自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を行う。 ]

■歴史的風致維持向上計画の認定制度（文部科学省、農林水産省、国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・67
[地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造物及びその
周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境を「歴史的風致」と定義し、歴史的風致の維持及び向上
に関する施策を総合的かつ計画的に講じるため、市町村が作成した歴史的風致維持向上計画に対し、国が認定を行うこと
により、地域の主体的な取組みを集中的に支援。]

■文化資源を活用したインバウンドのための環境整備（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68
[文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け、より魅力あるものにすべく“磨き上げ”る取組を支援し、
観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進めるとともに、先端技術を駆使した効果的な発信を行い、観光振興・地域経済
の活性化の好循環を創出する。] 

■城泊・寺泊による歴史的資源の活用（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・69
[城や社寺を日本ならではの文化が体験できる宿泊施設として活用し、地方での長期滞在や旅行消費額の増加を目指すべく、
宿泊施設のインバウンド・富裕層向け滞在環境整備、体験コンテンツの造成、多言語化、コンシェルジュ対応の充実を図る。] 

■伝統的建造物群基盤強化（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70
［重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくりを実現
する。］

■国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71
［文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、管理のため
の施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性化を図る。］

■「農泊」の推進（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・72
［「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる地域を創出し、都市と農山漁村との交流や増加するインバウンド需要の呼び込
みを促進することで農山漁村の所得向上と地域の活性化を図るため、地域による実施体制の整備や観光コンテンツの磨き
上げ、滞在施設等の整備等を一体的に支援するとともに、戦略的なプロモーションや地域が抱える課題解決のための専門家
派遣等を支援。]

新規

Ⅲ－１．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－２．特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

新規
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■構造改革特区域制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・74
[構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。]

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！

6



ソフト事業
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Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）

○観光地域づくり相談窓口

近年、各地域において、地方自治体やNPO団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組が積極的に
進められています。こうした活動を支援し、観光による地域の活性化を図るため、観光地域づくりの取組につい
て地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、平成20年4月より、観光庁内及び地方運輸局等に「観光地
域づくり相談窓口」を開設しています。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 〇相談事例
・観光地域づくり事例の紹介
自治体で観光戦略を作成するので、地域のイベントなどで成功例があれば教えてほしい。
→日本各地で熱意と創意工夫による魅力的な観光地づくりが行われており、このような地域の取り組みの一部

を紹介し、観光地づくりに取り組む方々へ広く参考となるよう事例集（観光地域づくり事例集）をまとめました。
・観光庁メールマガジンでの相談事例紹介
実際にご相談いただいた事例の中から参考になるものを観光庁メールマガジンにおいて、順次紹介しております。

相談内容に応じ、事例集などによるアドバイスや、農林水産省農村振興局や中小企業庁経営支援部など、国
土交通省に留まらず他省庁が実施しているものを含めた観光に関する支援メニューの紹介を行い、関係省庁や
部局へ橋渡しをします。その後も、状況に応じて適切なフォローを行います。なお、相談窓口では、全国を10の
エリアに分け、エリアごとの担当が相談をお受けします。

【連絡先】(全国)国土交通省 観光庁 観光地域振興課(観光地域づくり法人支援室)TEL: 03-5253-8328

〇各エリアの相談窓口連絡先

東北運輸局観光部
観光地域振興課

022-380-1001

東北ブロック

関東運輸局観光部
観光地域振興課

045-211-7265

関東ブロック

中部運輸局観光部
観光地域振興課

052-952-8009

中部ブロック

観光庁
観光地域振興課

（観光地域づくり法人支援室）

03-5253-8328

全国

近畿運輸局観光部
観光地域振興課

06-6949-6411

近畿ブロック

四国運輸局観光部
観光企画課

087-835-6735

四国ブロック

九州運輸局観光部
観光地域振興課

092-472-2920

九州ブロック

中国運輸局観光部
観光地域振興課

082-228-8703

中国ブロック

北陸信越運輸局観光部
観光地域振興課

025-285-9181

北陸信越ブロック

北海道運輸局観光部
観光地域振興課

011-290-2722

北海道ブロック

沖縄総合事務局運輸部
企画室

098-866-1812

沖縄ブロック
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○地方創生萬相談窓口

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の

自立的な取組を積極的に支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、

相談体制を構築。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】 国土交通省関連施策について、横断的に対応。他省庁の施策がまたがる取組等に係る相談につ

いても、その相談内容に応じて、関連施策を担当している部局や関係機関への橋渡し、支援メ

ニューを紹介。

包括的な相談体制

市町村の地方創生の取組を行うに当たっての相談に対し、国土交通省の地方部局（地方整備局

及び地方運輸局）において一元的に対応。

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）

よろず

【連絡先】
（地方創生萬相談窓口）
北海道開発局 開発監理部 開発計画課

開発調整課
北海道運輸局 交通政策部 交通企画課
東北地方整備局 企画部 企画課
東北運輸局 交通政策部 交通企画課
関東地方整備局 企画部 企画課
関東運輸局 交通政策部 交通企画課
北陸地方整備局 企画部 広域計画課
北陸信越運輸局 交通政策部 交通企画課
中部地方整備局 企画部 広域計画課
中部運輸局 交通政策部 交通企画課
近畿地方整備局 企画部 企画課
近畿運輸局 交通政策部 交通企画課
中国地方整備局 企画部 企画課
中国運輸局 交通政策部 交通企画課
四国地方整備局 企画部 広域計画課
四国運輸局 交通政策部 交通企画課
九州地方整備局 企画部 企画課
九州運輸局 交通政策部 交通企画課
沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課

運輸部 企画室

TEL :  011-736-8325
TEL :  011-709-9216
TEL :  011-290-2721
TEL :  022-225-2171
TEL :  022-791-7507
TEL :  048-600-1329
TEL :  045-211-7209
TEL :  025-370-6687
TEL :  025-285-9151
TEL :  052-953-8129
TEL :  052-952-8006
TEL :  06-6942-4090
TEL :  06-6949-6409
TEL :  082-221-9231
TEL :  082-228-3495
TEL :  087-811-8309
TEL :  087-802-6725
TEL :  092-476-3542
TEL :  092-472-2315
TEL :  098-866-1908
TEL :  098-866-1812
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○広域周遊観光促進のための観光地域支援事業

【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 広域連携推進室 TEL: 03-5253-8327

【 概 要 】 訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、調査・戦略策定からそれに基づく滞在コンテンツの
充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモーションといった、日本政府観光局と地域の
関係者が広域的に連携して観光客の来訪・滞在促進を図る取組に対して総合的な支援を行う。

【 対 象 事 業 】

【 対 象 者 】

・地域の広域連携ＤＭＯ・地域連携ＤＭＯ・地域ＤＭＯのほか、観光庁、地方運輸局、日本政府観光局、

関係事業者、有識者等をメンバーとする連絡調整会議を地方ブロック単位で開催。
・観光地域づくり法人が自らの事業と地域の地方公共団体の実施する事業をとりまとめの上、
事業計画を策定。

・連絡調整会議において、観光地域づくり法人の事業計画の記載事項について調整を行うことにより、
広域周遊観光促進の観点から地域の連携・調整を図る。

支援内容

地域の連携・調整を図る仕組み

連絡調整会議

事業計画

有識者

広域連携DMO地域連携DMO 地域DMO

地方運輸局

観光庁 日本政府観光局関係事業者

・計画の連携・調整の確保

・国による調査事業の実施・共有

とりまとめ 策定

ＤＭＯ実施事業

地方公共団体
実施事業

とりまとめ 策定 とりまとめ 策定

事業計画

ＤＭＯ実施事業

地方公共団体
実施事業

事業計画

ＤＭＯ実施事業

地方公共団体
実施事業

具体的な 支援イメージ

①調査・戦略策定

データに基づき、
訪日外国人旅行者
に対して訴求力の
ある各種取組を実
施するための調
査・戦略策定に係
る取組に対して支
援。 マーケティング調査

②滞在コンテンツの充実

調査結果や策
定された戦略に
基づき、訪日外
国人旅行者の
滞在の促進に
繋がるコンテン
ツの充実に係る
取組に対して支
援。

クルーズ船を活用した
コンテンツの開発

③広域周遊観光促進のための
環境整備

滞在コンテンツ
の充実とあわせ
て、エリア内で
の周遊を促す
ための環境整
備に係る取組
に対して支援。

二次交通検索サイトの整備

④情報発信・プロモーション

調査結果や策定
された戦略に基
づき、エリア内の
コンテンツの魅
力等に関する情
報の効果的な発
信に係る取組に

対して支援。 SNS等による情報発信

主要ゲートウェイ
（国際空港等）

Ｋ市

地域ＤＭＯ
Ｍ市

地域ＤＭＯ

Ｏ市

地域ＤＭＯ

Ｌ市

地域ＤＭＯ

広域連携ＤＭＯ

滞在

滞在

滞在

滞在

Ｂ市 Ｄ町

Ｃ町 Ｅ村

地域連携ＤＭＯ

Ｇ市 Ｉ町

Ｈ町 Ｊ村

地域連携ＤＭＯ

地方部における来訪・滞在等を促進するイメージ

誘客

転泊

誘客

・・・キラーコンテンツ

・・・周辺の観光コンテンツ

誘客 誘客
宿泊・連泊

誘客

誘客

・ 観光地域づくり法人の役割分担の下で、地域固有の文化、自然等を活用した観光コンテンツの充実及び
交通アクセスの改善をはじめとするストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備を実施。

・ その上で、地域の観光資源・交通・宿泊情報等をターゲット層へ効果的に訴求することにより、地方部への来訪、
宿泊・連泊・転泊による長期滞在を促進。

地域の連携による広域周遊観光の促進（イメージ）

Ａ市

宿泊・連泊

Ｆ市

宿泊・連泊

Ｎ市

地域ＤＭＯ

令和２年度予算案額：

７６１百万円(内数)

訪日外国人旅行者のニーズに応える取組を行う各観光地域づくり法人※、地方公共団体
※DMO（Destination Management/Marketing Organization）の呼称。
※日本版DMO候補法人を除く

①調査・戦略策定 ②滞在コンテンツの充実 ③広域周遊観光促進のための環境整備 ④情報発信・プロモーション
※観光地域づくり法人策定の事業計画に位置づけられた訪日外国人旅行者の誘客を目的とする以下の事業

（ただし、地方ブロック毎に開催される連絡調整会議における調整を行ったものに限る）
※補助対象事業のうち、観光地域づくり法人が地域における役割分担に基づき取り組む、②や③の着地整備に係る取組を優先的に支援
※④については、着地整備を行った上で、日本政府観光局の海外ネットワーク等を最大限活用し、効果的・効率的に実施するものを優先的に支援

補助率・・・定額

補助率・・・定率(事業費の1/2)※

補助率・・・定率(事業費の1/2)※

補助率・・・定率(事業費の1/2)※

※②～④の事業で、継続事業は、

補助率2年目2/5、3年目1/3

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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○広域周遊観光促進のための「ＤＭＯネット」活用推進事業

観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツールで
ある「ＤＭＯネット」を地域に提供する。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 「ＤＭＯネット」の活用を通じた、
➀日本版ＤＭＯの実施するマネジメント・マーケティング業務を効率化するための各種支援ツールの提供
➁日本版ＤＭＯが必要とする専門業者・専門人材を検索・活用するためのマッチング機能の提供
➂日本版ＤＭＯが他地域の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の先進的な取組等の情報を参照できる仕組みの提供

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光地域振興課 観光地域づくり法人支援室 TEL: 03-5253-8328

【 対 象 者 】 登録された日本版ＤＭＯ、日本版DMO候補法人等

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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【連絡先】
経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767

○JAPANブランド育成支援等事業
令和２年度予算案額：

１，００３百万円

【 概 要 】 中小企業者等が行う、市場ニーズに対応した新商品・サービス開発やブランディング等の取組に対して支援する。

【 対 象 事 業 】 （１）海外・全国展開型
海外展開や全国展開、インバウンド需要の獲得のために、中小企業者等が行う新商品・サービス開発やブランディング等の取組

に対して支援を行う。

（２）支援事業型
民間支援事業者や地域の支援機関等による、複数の中小企業者を対象とした海外展開や全国展開、インバウンド対応への支援

に対する支援を行う。

【 支 援 内 容 】（１）海外・全国展開型
補助：上限額：500万円 補助率：2/3 , 1/2

※複数者による共同申請の場合は上限2,000万円

（２）支援事業型
補助：上限額2,000万円 補助率2/3 , 1/2

【 対 象 者 】 中小企業者、民間支援事業者、地域の支援機関 等

新規

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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○不動産特定共同事業に係る人材育成等

地域の不動産業者による空き家・空き店舗等の遊休不動産をクラウドファンディング等小口の投資資金を活用
して再生する取組みを促進するため、平成29年に不動産特定共同事業法を改正し、小規模不動産特定共同
事業に係る特例制度等が創設された。
一方で、特に地方においては、空き家等の再生や公的不動産の利活用に当たり、小規模不動産特定共同事
業等の不動産証券化手法に関するノウハウ不足が課題となっていることから、公的不動産等の証券化に関する
地方公共団体・事業者等のネットワーク構築、空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化の
モデル事業支援等を行う。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 ○公的不動産等の証券化に関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築
○空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモデル事業支援 等

【連絡先】国土交通省 土地・建設産業局 不動産市場整備課 TEL: 03-5253-8289

【 対 象 者 】 小規模不動産特定共同事業等の不動産証券化手法を用いて、地域の遊休不動産の再生や公的不動
産の利活用に取り組む地方公共団体・事業者等

※「不動産特定共同事業」：組合形式で出資を募り、不動産の売買や賃貸による収益を投資家に配当する事業。

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

令和２年度予算案額：

13百万円

受
託
業
者

国
土
交
通
省

委託委託 事
業
者

公募・選定・アドバ
イザリー支援

公募・選定・アドバ
イザリー支援

定期的な報告

事例収集・分析事例収集・分析

○空き家等の再生や公的不動産等の利活用を行う先進事例となりうる地方公共団体・事業者等を募集、選定。
○専門家等によるアドバイザリーを実施し、案件形成を支援するとともに、事例収集・分析等を行う。 等

空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモデル事業支援

（

）

公
募

【不動産特定共同事業の例】

工務店

クラウドファンディング
事業者

地方公共団体
不動産オーナー

地域金融機関

候補テナント
不特事業者

【事業者ネットワークのイメージ】
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光資源課 TEL： 03-5253-8925

【 概 要 】 国内外の旅行者の満足度の向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、郷土食や温泉地、星空鑑賞など、
全国各地に点在する共通のテーマを観光資源として情報発信することが必要であることから、それぞれの
拠点をネットワーク化し、情報発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。

【 対 象 者 】 各地域において、共通の観光資源についての取組を、地方公共団体、観光協会、旅行会社等の観光関係
者等、地域資源を活用しようとする関係者で行っており、それら各地域から組織されるネットワーク。

【 支 援 内 容 】

【 対 象 事 業 】 本事業において実施できる事業例
１．観光客のニーズや満足度を調査するためのアンケートやモニターツアーに係る費用

観光客のニーズやターゲット層の把握等の基礎調査や満足度を検証し、磨き上げるためのアンケートや
モニターツアーにかかる費用

２．１．の調査結果等を踏まえた旅行客の受入体制強化のための費用
１．の調査結果等から得られた知見を構成団体間で共有するマニュアル作成
交通事業者や宿泊事業者との連携を強化するための会議費用
旅行商品の造成

３．１．の調査結果等を踏まえた情報発信のための費用
共同Webページ、共通パンフレット、共同マップの作成、各種ＰＲ(旅行博等)

４．ネットワーク拡大のための費用
同じテーマを観光資源とする団体や地域の実態把握調査、シンポジウムやセミナーの開催のための費用

５．報告書作成のための費用
１．～４．の個別事業に関する報告書作成にかかる費用

ただし、財産が残る可能性がある経費、協議会運営に係る人件費や会議出席等に係る構成員の旅費、
通信料等の経常的な経費は、支援の対象外。

参考資料を参照

○テーマ別観光による地方誘客事業
令和２年度予算案額：

２４百万円

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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○地域観光資源の多言語解説整備支援事業
令和２年度予算案額

：１０５０百万円

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光資源課 TEL：03-5253-8925

訪日外国人旅行者の滞在満足度向上や滞在時間の増加を促すため、訪日外国人が訪れている観光地・
観光資源に対して専門人材を派遣し、分かりやすく魅力的な多言語解説文の作成等を支援する。

【概要】

【対象者】

【対象事業】

【支援内容】

観光資源を所有または管理する個人もしくは団体、多言語解説整備を行う地域の自治体、日本版DMO、
日本版DMO候補法人および観光協会など旅行者の誘致に関して観光戦略の仕組み作り・実行を行うこと
ができる組織等から構成される地域協議会。

解説文作成に要する以下の事業。
○ 解説文作成に関わる専門人材（英語を母国語とするネイティブライター等）による現地取材
○ 現地取材によって得られた知見を踏まえ多言語解説文の執筆・校閲
○ 自然や日本文化・歴史、観光といった分野に精通する専門家による監修
○ 本事業で作成した英語解説文を元にした中国語解説文の作成
ただし看板設置やパンフレット作成など、作成した解説文の媒体化については支援の対象外。

地域協議会が行う解説文作成に必要な経費については、１地域あたり５００万円を目安として、その金額
内において解説文作成を支援する。（ただし、申請書類の内容により、特に必要と判断される地域について
は、目安額の上乗せを行う場合がある。）
※500万円の支援額で作成できる解説文点数の目安は、1点あたり2５0ワードの場合、25点程度。
（令和元年度実績）

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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○ナイトタイム等の活用による新たな時間市場の創出
令和２年度予算案額

：１，０００百万円

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光資源課 TEL：03-5253-8925

一定のエリアで、日中限られた時間しか活用されていない地域の観光資源を夜間・早朝においてフル活用
し、地域で面的にナイトタイム/モーニングタイムの活用に取り組むものを総合的に支援することで、訪日外
国人旅行消費額の増加や滞在期間の延長につなげる。

【概要】

【対象者】

【対象事業】

【支援内容】

地方公共団体及び民間事業者等が連携する組織や団体、協議会等
（観光地域づくり法人（DMO） が含まれることが望ましい。）

◯ 地域におけるナイトタイム/モーニングタイムの活用に向けた取組方策の実施
地域のナイトタイム/モーニングタイムの活用戦略の策定
集客力のある核となるコンテンツの企画立案、実施方策
夜間・早朝コンテンツ、飲食店、交通手段の多言語発信の方策
夜間も安心して楽しめる店舗認証、見廻り方法の企画・導入方法 等

◯ 地域において「面的」にナイトタイム等の魅力向上が図られるよう、博物館・美術館等や、国立公園等と
いった拠点施設等と他の観光資源を回遊させる取組を実現するための方策の実施 等

文化資源（地域の美術館、博物館、文化財等）の開館時間の延長等の活用方策
自然資源（国立公園、国民公園等）のライトアップ等の活用方策
食・体験型観光コンテンツ（カフェ、ガイドツアー等の活用）の新規開拓や宣伝等の活用方策 等

◯ 参考資料を参照。
◯ なお、国費による調査事業（定額）であるため、補助事業・交付金事業ではないことに留意。

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業） 新規
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【連絡先】国土交通省 観光庁 観光人材政策担当参事官室 TEL: 03-5253-8367

○宿泊施設の生産性向上推進事業
令和２年度予算案額：

５８百万円

【概要】

宿泊業においては、他産業と比較して相対的に生産性が低い状況であることに加え、深刻な人手不足が生じている。他
方、訪日外国人旅行者の増大など経営環境が変化しており、宿泊施設は、従来の経営ノウハウから脱却する必要がある。
このため、業務効率化や施設間連携による生産性向上の取組みを支援することにより、宿泊施設の経営力向上や集客

力向上を図る。

【事業内容】

①各宿泊施設の生産性向上
組織内における業務量の平準化や、勤務時間の短縮のために有効なマルチタスク導入に向けたシンポジウムを全国各地

で実施。

②宿泊施設等の連携による生産性向上
時期によって閑散期が異なる地域内外の宿泊施設等で、労働力を融通させる仕組みの創出に向けたモデル事業を行う。

③宿泊施設が行うべき生産性向上の取組・手順に係るガイドラインの作成
業務改善に取り組む宿泊施設を支援するため、生産性向上の取組・手順に係るガイドラインを作成する。

踏み出し、取組みを実践できるよう、業務改善の取組みの基礎的な内容及び手順に係るガイドラインを作成する。

【支援内容】

①～③について、宿泊施設の生産性向上のため、委託事業を実施。

【事業イメージ】

①各宿泊施設の生産性向上

マルチタスク導入に向けたシンポジウムの実施

②宿泊施設等の連携による生産性向上

閑散期が異なる地域内外の宿泊施設等で、労働力を融通
させる仕組みの創出に向けたモデル事業を実施。

③宿泊施設向け業務改善の生産性向上の取組・手順
に係るガイドラインの作成

生産性向上の取組・手順に係るガイドラインを作成
地域

旅
行
消
費
額
等
の
増
加旅館 ホテル

経営力の向上
集客力の向上

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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【連絡先】経済産業省 製造産業局 生活製品課 伝統的工芸品産業室 TEL：03-3501-3544

○伝統的工芸品産業支援補助金 令和２年度予算案額：

３６３百万円

【概要】 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下「伝産法」）」第2条に基づき指定を受け
た伝統的工芸品を対象とし、伝統的工芸品を製造する協同組合等が、同法の規定に
より経済産業大臣の認定を受けた各種事業計画に基づき実施する、後継者育成や需
要開拓・意匠開発等の取組を支援する。

【対象者】 国指定伝統的工芸品の製造協同組合等

【対象事業】 伝産法に基づき大臣認定を受けた3～5年の各種事業計画に沿って実施される事業を
対象とする。

【支援内容】 下記事業について、上限2,000万円を補助。（ ）は補助率。
【振興計画】 後継者育成事業（1/2、2/3以内）、技術・技法の記録収集・保存事業、

原材料確保対策事業、需要開拓事業、意匠開発事業（2/3以内）
【共同振興計画】 需要開拓等共同展開事業、新商品共同開発事業（2/3以内）
【活性化計画・連携活性化計画】 活性化事業、連携活性化事業（2/3以内）
【支援計画】 人材育成・交流支援事業、産地プロデューサー事業（1/2以内）

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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拡大するインバウンド需要を農山漁村に取り込み、その地域での食体験を通
じて、日本の食文化や農山漁村に愛着と親しみを持ってもらうことが農林水産
物・食品の輸出拡大のために重要。

このため、味わいだけでない「食」まわりのストーリーも含めて地域の
「食」の魅力を磨き上げ、農山漁村の食・食文化を一体的なブランドとして海
外へ発信する取組を支援。

農山漁村の食・食文化ブランドの海外発信

食よるインバウンド対応推進事業
（24百万円）

地域特有の食とそれを支える農林水産業や景観等を活用して訪日外国人をもてなす
地域の取組をブランド化し、海外に情報発信する取組を支援。

○食によるインバウンド対応推進事業 令和２年度予算案額：
24百万円

農林水産業によって
生み出される地域の食

地域特有のストーリー

食や農林水産業に
関連のある地域資源

地域資源の発掘・磨き上げ

農山漁村へ訪日旅行客を呼び込み食・食文化を体験

認定地域をSAVOR JAPANブランドで
パッケージにして海外へ発信

SAVOR JAPAN認定地域

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/savorjp/index.html

認定地域の地域資
源のさらなる発掘・
磨き上げの支援

認定を目指す地域
の資源の発掘と磨
き上げの支援

19



【 概 要 】

【対象事業】

インバウンドの地方誘客・消費拡大を更に促進するため、各地域が誇る地域資源とスポーツ
を掛け合わせたコンテンツの造成や磨き上げ、環境整備等を行うとともに、人・物・施設等の
資源情報データベースの構築や新たなプロモーション等を実施する。

（１）訪日外国人のニーズを踏まえた観光コンテンツの造成・磨き上げ、受入環境整備
（２）地域資源のネットワークを形成し、資源価値の最大化を図るための体制の構築
（３）デジタルを活用した効果的なプロモーション、最先端技術を活用した疑似体験コンテンツ

の整備

○「スポーツ資源」を活用したインバウンド拡大の環境整備

【連絡先】 スポーツ庁参事官（地域振興担当） TEL：03-6734-3931（直通）

【 対 象 者 】 （１）地方公共団体、民間団体
（２）（３）民間団体

【事業イメージ】

【対象内容】

令和２年度予算案額：

１６０百万円

対象事業（１）～（３）について委託事業を実施

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業） 新規
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【 概 要 】

【対象事業】

地方公共団体、スポーツ団体、民間企業（観光産業、スポーツ産業）等が一体となり、地域
活性化に取り組む組織である「地域スポーツコミッション」が行うスポーツ合宿・キャンプ誘致
等の取組を支援するとともに、新たに、東京2020オリパラ大会等を契機に各地に設立されて
いる官民連携横断的な組織を地域スポーツコミッションへ発展させるための体制整備を支援
する。

（１）新規地域スポーツコミッションの設立支援
（２）地域スポーツコミッションの活動支援

○スポーツによるまちづくり・地域活性化活動支援事業

【連絡先】 スポーツ庁参事官（地域振興担当） TEL：03-6734-3931（直通）

【 対 象 者 】 地方公共団体

【事業イメージ】

【対象内容】 （１）補助金上限額：２百万円（補助率：定額）
（２）補助金上限額：５百万円（補助率：定額）

令和２年度予算案額：

６５百万円

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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【連絡先】総務省 地域力創造グループ 地域政策課 TEL: 03-5253-5523

○ローカル10,000プロジェクト
（地域経済循環創造事業交付金）

令和２年度予算案額
：９００百万円の内数

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい
地域密着型事業の立ち上げを支援。

○ 「ローカル10,000プロジェクト」の更なる展開を図るため、引き続き、国の重要

施策と連動した事業の重点支援を行う。

事業スキーム

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

・ 地域資源を活かした持続可能な事業

・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業

・ 高い新規性・モデル性がある事業

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村

の事業は 2/3, 3/4
・新規性・モデル性の極めて高い事業

は10/10

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍
未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上 の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資
を受ける事業も試験的に対象

① 国等が開発・支援して実証段階にある新技術の活用

② 再犯防止等の推進

③ 農林水産物・食品の輸出促進

に関連する事業等であって、全くの新規分野における事業の立ち上

げであり、新規性・モデル性の極めて高い事業については、国費

10/10により支援

重点支援

（事業数は交付決定数、金額は事
業実績（見込み含む））

公費交付額 110億円、
融資額 151億円、
自己資金等 46億円

これまでの実績
（3７７事業、308億円）

（H30年度末時点）

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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【連絡先】 国土交通省 港湾局 産業港湾課 クルーズ振興室 TEL:03-5253-8673
海事局 外航課 TEL:03-5253-8619

【 概 要 】

【事業イメージ】

【支援内容】（予定）

【 対 象 者 】 （ 予 定 ）

○クルーズの更なる寄港促進を通じた地域活性化事業 令和２年度予算案額：

1,301百万円の内数

近年のクルーズ旅客は、これまで著名な観光地や免税店等を巡るツアーが多く、旅客の集中による混雑などの課題が生じ
ている。一方、日本文化や生活等に触れる特色ある寄港地観光に対するニーズの高まりも見られ、新たな客層の開拓やリ
ピーターの確保のためにも、地域の実情に応じた効果的な取り組みが重要である。

このため、上質かつ多様な寄港地観光を促進し、クルーズ旅客の満足度向上及びクルーズ船の更なる寄港促進を通じた
地域活性化に寄与する取り組みを支援する。

・上質かつ多様なツアーメニューの造成

・寄港地観光の満足度向上・積極的な消費環境の整備

・船内等で行う寄港地観光の消費喚起の取り組み

（２）クルーズ船の更なる寄港促進

当該港湾において、寄港するクルーズ船の更なる大型化に対応するための船舶航行の安全性の検証を支援。

・クルーズ振興のための地域の協議会等 ※

・地方公共団体（港務局含む）

（１）について

（２）について ・地方公共団体（港務局含む）

※「クルーズ振興のための地域の協議会等」とは、次の各号に掲げる者によって構成される協議会又は港湾管理者が港湾施
設の管理等を適正かつ確実に行うことができると認めた団体をいう。

一 関係する地方公共団体（港務局含む）

二 地方整備局及び/または地方運輸局（北海道開発局、神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局含む）

三 その他クルーズ振興を通じた地域活性化の取り組みに精通する者（観光地域づくり法人（DMO）含む）

船舶航行の
安全検証

② 地方来訪、滞在促進による消費拡大に資する地方発着クルーズの商品造成に向けた企画・開発・宣伝及び実施、
現地調査、アンケート調査、事業実施結果の整理・分析を支援。

・地方発着フライ＆クルーズの商品造成

① クルーズ船の寄港に伴い生じている課題等を解決し、当該港湾や背後の観光地における下記の企画・開発・宣伝及び
実施、現地調査、アンケート調査、事業実施結果の整理・分析を支援。

（１）上質かつ多様な寄港地観光の促進

地方発着
フライ＆クルーズ

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業） 新規
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【連絡先】 環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6693）

○国立公園におけるグランピング等促進事業
令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

国立公園におけるグランピング等の推進のため、事業立ち上げやトライアル実施等に係る経費の補助（交付対
象経費の １／２ を補助）

①インバウンド促進に向けた事業計画策定
②テストマーケティング・ファムトリップの実施
③グランピング等実施に向けた必要資材等のレンタル
④アクティビティや二次交通の構築等の体験環境の整備
⑤インバウンド受け入れ体制の拡充

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】 訪日外国人旅行者の地域での滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能な発展
に寄与することを目的として、国立公園における上質な宿泊体験、アクティビティ、食事等を組み合わせたグラ
ンピング事業を支援するもの。

【 対 象 者 】 民間事業者、地域協議会等

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

新規
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【連絡先】 環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6693）

○国立公園における地場産品等の提供促進事業
令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

34国立公園において、日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等に係る下記事業
を支援（交付対象経費の １／２ を補助）
①地域一体となった観光商品の開発・高付加価値化に係るコンサルティング、計画策定
②観光商品の開発及び公園事業施設（ホテル、売店）等における販売体制構築
③多言語での暮らしや文化、歴史の紹介、キャッシュレス化
④体験プログラムの実施
⑤売り上げ還元の仕組み構築

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】 訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能な
発展に寄与するために、日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等を支援するもの。

【 対 象 者 】 民間事業者による協議会等

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）

新規
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○国立公園等資源整備事業費補助金
（野生動物観光促進事業）

令和２年度予算案額：

6,862百万円の内数

【連絡先】環境省 自然環境局 野生生物課 ０３－５５２１－８２８２

【背 景】
野生動物観光は外国人観光客にとって魅力的なコンテンツであり、国際観光の成長分野の一つである。日本
は魅力的な野生動物観光資源が存在する一方で、インバウンド対応のツアーが不十分であり、世界水準である
持続可能な形となっていない。

【補助対象事業】
訪日外国人を対象とした野生動物観光のツアーコンテンツの開発・改善、プロモーションコンテンツの作成・展開
に関する事業
①プロモーションコンテンツの作成
・ターゲット国に特化したプロモーションコンテンツの作成及び発信
・既存のツアー、または開発を想定するツアーの海外におけるニーズ調査 等

②プロモーションの展開
・海外メディアの招聘。
・ターゲット国における観光の見本市や旅行博等への出展 等

③ツアーコンテンツの開発・改善（※開発・改善したツアーの実施を含めた事業計画の提出が必要）
・保全活動を組み込む等の付加価値の高いツアーコンテンツづくり
・ファムトリップ等による現在のツアーコンテンツの問題点の洗い出しとその改善
・外国語による案内等の受け入れ体制の整備
・野生動物観光を促進するための必要なルールの作成 等

【補助対象】
民間事業、地方公共団体 等

【補助率】
事業費の50％

提供：豊岡市）

Ⅰ-1 特に…地域資源を活用したい！ （ソフト事業）
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○JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 人材力活性化・連携交流室 TEL: 03-5253-5392

○外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業

（様式１）（ソフト事業）特別交付税措置

【 概 要 】

【 対 象 者 】 定住自立圏構想に取り組む市町村又は条件不利地域をその区域の一部に含む市町村

市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、
地域力を高める取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

【 事業イメージ 】

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課 TEL: 03-5253-5392

○地域おこし企業人交流プログラム

（様式１）（ソフト事業）特別交付税措置

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】 市町村が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、
地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事することで、地方自治体と企業が協力して、地
方圏へのひとの流れを創出できるよう取り組む事業

【 支 援 内 容 】 ① 地域おこし企業人の受入れの期間前に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

② 地域おこし企業人の受入れの期間中に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額。
（合計額が５，６００千円※を超えるときは５，６００千円※を上限）

③ 地域おこし企業人の発案・提案した事業に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地域おこし企業人交流プログラムに取り組む地方自治体

市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の
向上等につなげる取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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○地域おこし協力隊

【連絡先】 総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課 TEL: 03-5253-5394

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】 ① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費
隊員１人あたり400万円上限

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費
最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限

③-1 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費
１自治体あたり200万円上限

③-2 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費
１団体あたり100万円上限

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地域おこし協力隊に取り組む地方自治体

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団
体が「地域おこし協力隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産
品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力
活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

特別交付税措置Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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事務局

○広域周遊観光促進のための専門家派遣事業

【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 広域連携推進室 TEL: 03-5253-8327

【 概 要 】 日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体へ、インバウンド観光に関する専門家を派遣し、
訪日外国人旅行者の広域周遊観光促進に向けた地域の取組を支援します。

【 支 援 内 容 】 ○地域等からの推薦により登録した専門家を日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体へ派遣
○専門家が派遣要請を受けた地域を訪問し、外国人等の目線から助言等を実施
○専門家の派遣に関わる旅費・謝金については、観光庁が負担（上限あり）
○専門家の選定については、事務局（委託事業者）に相談可能

【 対 象 者 】 日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）、地方公共団体

Ⅰ－２．外部人材を活用したい！人材育成をしたい！ （ソフト事業）

訪日外国人旅行者の広域周遊観光促進を進める地域に対して専門家を派遣し、これまで地域内部では気づかれてい
なかった魅力・課題の発見、施策展開への助言、地域の関係者のスキル向上への支援等により、訪日外国人旅行者
の誘客に向けた地域の取り組みの促進を図ることを目的としています。

目的

・マーケティング ・プロモーション ・Web・ICT ・金融 ・受入環境整備
・外国人対応 ・宿泊 ・交通 ・観光コンテンツの充実 ・旅行商品造成
・食と農 ・観光施設 ・まちづくり ・景観 ・文化財
・芸術・伝統文化 ・地域の取組・体制評価 ・課題発掘 ・観光地域づくり法人(DMO) ・その他

日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体が事務局（委託事業者）に対し派遣要請を行い、訪日外国人旅行
者の周遊促進に向けた課題解決のためのものであると判断される場合に専門家を派遣します。

また、観光庁が各地域へ専門家を派遣する必要があると判断した場合には、日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地
方公共団体と調整したうえで専門家の派遣を行います。

派遣対象分野

広域連携ＤＭＯ

観光庁、地方運輸局等
専門家

日本版ＤＭＯ

（候補法人を含む）
地方公共団体

③派遣、助言

派遣に関する調整 情報共有

④助言を踏まえた取組計画を提出【派遣後】

②派遣決定の通知
①派遣要請

派遣スキーム

※事務局（委託事業者）の連絡先については、観光庁ウェブサイトや運輸局等からの連絡によりご確認ください。
本事業の詳細や派遣要請のご相談については、事務局（委託事業者）へお問い合わせください。

【 事業イメージ 】

令和２年度予算案額

：７６１百万円（内数）
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○観光地域づくり法人（DMO）の改革

全国各地で世界的な競争力を有する魅力ある観光地域づくりを促進するため、①全国の優良な観光地域づくり法
人の体制を強化し、②国と観光地域づくり法人が連携し、訪日グローバルキャンペーン等に活用できる優良なコンテ
ンツの造成を推進する。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 対 象 者 】 ①補助対象：観光地域づくり法人 ②実施主体：地方運輸局（観光地域づくり法人と連携）

令和２年度予算案額：

７４０百万円

【２】観光地域づくり法人と連携したコンテンツ造成の取組に対する支援

訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業

①事業対象の地域資源に関する調査 ②地域資源を活用したコンテンツの企画・立案 ③モデルツアーの実施
実施主体：地方運輸局（観光地域づくり法人と連携）

【事業内容】

訪日グローバル・キャンペーン等（日本政府観光局）に対応したコンテンツが、特に地方部をはじめとして、全国的に不足し
ている状況を踏まえ、地方運輸局と観光地域づくり法人が連携して、訪日グローバルキャンペーン等に活用できる新たな滞在
型コンテンツを全国各地域に創出することが必要であることから、以下の取組を実施。

フットパスツーリズム

【概要】
・里山、石橋、棚田等、日
本の昔ながらの原風景を
活かし、地域住民と触れ
合いながら歩く旅行商品
の開発

伝統工芸の体験

【概要】
・陶芸などの伝統的な工芸
を体験する、地域資源を
活かした体験型の旅行商
品の開発

【想定されるコンテンツ例】

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

【１】観光地域づくり法人の体制に対する支援

世界水準のＤＭＯ形成促進事業

【事業内容】

インバウンドに対応したマネジメント体制が確立された観光地域づくり法人（※）を対象に、以下の支援を実施。
※観光資源の所有者、宿泊事業者、アクティビティー等の事業者、旅行会社、交通事業者等のディスティネーションの
関係者が体制に含まれていること。

※安定的かつ自立的な経営の確保が行われていること。

外国人旅行者に選好される
魅力的なコンテンツの開発・強化

訪日外国人旅行者が快適かつ安全に
周遊・滞在できる受入環境の整備

※地域の関係者による計画策定や
役割分担が行われていることが要件

観光地域づくり法人が重点的に求められる専門性

・インバウンドに関するデータ分析・誘客戦略の策定
※事業内容について、日本政府観光局の確認を受けるとともに、

同局と連携して実施することが要件

・国外向けの戦略的な情報発信・プロモーション
※プロモーション方針について日本政府観光局の確認を受ける

ことが要件

①インバウンドにより地域全体の経済効果を高めるための投資戦略やビジネスモデルを確立するための外部専門人材
の登用（観光地域づくり法人と専門人材のマッチングを実施）
②OJT派遣や視察、研修・セミナー等の受講による中核人材の育成
補助対象：観光地域づくり法人 補助率：定額（①上限1,500万円、②上限500万円）

日本政府観光局（JNTO）が専門性を発揮した上で、
それを補完する役割を担う観点から求められる場合の
副次的な専門性
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 観光人材政策参事官室 TEL: 03-5253-8367

【 概 要 】 多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた地
域通訳案内士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。

【 事 業 内 容 】 これまで、各特例法に基づいて限定的に認められてきた地域特例通訳案内士制度については、通訳案内士法
の改正により、通訳案内士法に基づく制度となり全国展開が図られたところ。改正通訳案内士法（平成30年1
月4日施行）により、地域固有の観光の魅力についての通訳案内に対する外国人観光旅客の需要に的確に対
応するため、市町村又は都道府県は、単独又は共同して、地域通訳案内士育成等計画を策定し、地域通訳
案内士の育成、確保及び活用を図ることができることとなったことから、今般、当該計画の策定を支援。

※地域通訳案内士とは
地域を訪れる外国人観光旅客に対し、有償で外国語を用いて観光案内を行うことを業とする者。地域通

訳案内士育成等計画に基づき、市町村又は都道府県が実施する地域の特性に応じた研修を受講すること
で資格が付与される。

※地域通訳案内士育成等計画
観光庁長官が定める地域通訳案内士育成等基本指針に基づき、市町村又は都道府県が地域通訳

案内士の育成、確保及び活用を図るために定める計画。
地域通訳案内士制度詳細は右記サイト参照

地域通訳案内士育成等計画の策定を希望する自治体に対し、必要な情報提供、技術的な助言を行うほか、
優良事例の横展開を図るなどの支援を行う。

【 支 援 内 容 】

【 対 象 者 】 地域通訳案内士育成等計画を策定する市町村又は都道府県（複数の自治体が共同する場合を含む）

○地域通訳案内士制度の拡充

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/tsuyaku.html
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【連絡先】国土交通省 観光庁 観光人材政策担当参事官室 TEL: 03-5253-8367

○観光産業における人材の確保・育成事業
令和２年度予算案額：

１４５百万円

【概要】

観光先進国の実現を目指して、観光産業を我が国の成長に資する基幹産業とするためには、観光産業に携わる人材が
質・量両面において不足している。そのため、「地域の観光産業を担う人材」の確保・育成を図るとともに、観光産業におけ
る専門能力の習得を目的としたモデルカリキュラム策定等を行い、観光教育の充実についても促進を図る。

【事業内容】

地域の観光産業を担う人材の確保・育成
①即戦力となる現場の実務人材（国内人材）の確保・育成
②即戦力となる現場の実務人材（外国人材）の確保・育成
③中核人材の確保・育成

【支援内容】

①～➂について、地域の観光産業を担う人材の確保・育成のため、委託事業を実施。

【事業イメージ】

地域の観光産業を担う人材の確保・育成

【即戦力となる現場の実務人材】
（１）国内人材

■女性・シニア等の人材確保・定着を図るためのモデル事業の実施
■モデル事業により得たノウハウを宿泊業界全体に展開

【中核人材】
■宿泊業や旅行業等の観光産業従事者を対象とした、
社会人向け教育プログラムを複数大学で実施

■大学連携による合同研修の実施

（２）外国人材
■宿泊業における外国人材受入れのための有益な情報、優良事例をセミナーやHPで発信
■外国人材の大都市集中を防止するための情報把握等に資するシステムの整備

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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連携

地方の企業
（特に中堅・中小）

経営サポート人材

専門人材

経営人材

販路開拓人材

都市圏などの
多様なプロ人材

地域金融機関 等

連 携

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル
人 材 戦 略 拠 点

プロフェッショナル人材戦略マネージャー

人材還流(転職)

「守りの経営」に埋もれる
潜在力の高い企業の発掘

「攻めの経営」への転換、
事業戦略具体化

プロフェッショナル人材
ニーズの明確化

プロ人材
活躍の場!!

大企業
人事部等

産業雇用安定センター

大企業との連携に基づく人材交流（出向・研修など）

人材ビジネス事業者

日本人材機構

各道府県は、潜在成長力ある地域企業に対し、プロフェッショナル人材の採用支援活動を行う、「プロ
フェッショナル人材戦略拠点」を設置し、平成28年１月頃から、本格的に活動を開始した。

各拠点は、地域企業の経営者を対象に、成長戦略や人材戦略への関心を引きつけるセミナー等の
活動を展開しつつ、成長が期待される企業に個別に接触し、経営者に「攻めの経営」と新たな事業展
開を促すことで、プロ人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、人材市場に発信する。

地域金融機関や各種支援機関等とも、有望企業の発掘やその成長戦略の策定などで積極的に連
携。各地の拠点同士で協力しながら、都市部の大企業との人材交流の拡大や、地方創生インターン
シップ事業との連携、都市部のプロ人材に対する地域経済の潜在力アピールなどの活動を展開。日
本人材機構や、人材ビジネス事業者とも密接に連携しつつ、様々な形で、プロ人材の還流実現に取り
組む。

【連絡先】 内閣府 地方創生推進室 TEL: ０３－６２５７－１４１２
プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト
URL：http://www.pro-jinzai.go.jp/

○プロフェッショナル人材事業

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

令和２年度予算案額
：１１９百万円
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【連絡先】 「地方創生カレッジ」 ＵＲＬ： https://chihousousei-college.jp/
○（公財） 日本生産性本部 地域経営支援センター ＴＥＬ ： ０３-３５１１-４０１３

ＦＡＸ ： ０３-３５１１-４０３９ Ｅ-ｍａｉｌ： college@jpc-net.jp            
○内閣府 地方創生推進室 ＴＥＬ ：０３-６２５７-１４１２

「地方創生カレッジ」は28年12月に開講。地方創生に真に必要かつ実践的なカリ

キュラムを、ｅラーニング形式等で幅広く提供するほか、地域課題に対応した実地
講座を実施。また、web上での連携・交流のほか、地方創生に熱意のある関係者
のネットワーク拡充を図ることで、地方創生人材の育成・確保に繋げていく取組。
特に、DMOを中心とした観光分野の講座を多数提供している。

○地方創生カレッジ事業

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

令和２年度予算案額

：282百万円
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【 概 要 】

【対象事業】

地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、地方公共
団体が主体となって取り組む文化芸術事業を支援する。

地方公共団体が主体となり、地域住民や地域の芸・産学官とともに実施する、地域の文化
芸術資源を活用した取組や、地方公共団体等による文化事業の企画・実施体制を構築・
強化する取組

○文化芸術創造拠点形成事業

【連絡先】
文化庁地域文化創生本部暮らしの文化・アートグループ TEL：075-330-6730（直通）

【 対 象 者 】 地方公共団体

【事業イメージ】

【対象内容】 ○地域の文化芸術の振興に資する取組 補助金上限額： ３千万円（補助率１／２）
○地域の文化施策推進体制を構築する取組 補助金上限額：２千万円（補助率１／２）

令和２年度予算案額：
１，００１百万円

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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地域の歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等の魅力発信、観光振興、多言語化や開館時間の延
長、ユニークベニューの促進など、博物館を中核とした文化クラスター創出に向けた地域文化資
源の面的・一体的整備の支援。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁 企画調整課 TEL: 03-6734-4785

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

博物館を中核とした文化クラスター推進事業

下記事業イメージのとおり

予算の範囲内で補助対象経費の２／３（予定）

【 対 象 者 】 認定博物館等の複数の博物館をクラスターとした首長部局等を中心とした実行委員会等

令和２年度予算案額：
１,４９０百万円

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業） 新規
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地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその
後を見据えた効果的な対外発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな
地域社会の実現に資する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】

○国際文化芸術発信拠点形成事業

日本全国で開催されている芸術祭や地方の行事をコアとした文化芸術事業を充実・発展させ、他分
野との有機的な連携を図ることで継続的に世界にアピールできる我が国を代表する国際文化芸術発
信拠点を形成する取組

○補助金予定額： 総額８．５億円
○支援期間：最大５年間の継続支援

【 対 象 者 】 地方公共団体、民間企業を含む実行委員会等

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【連絡先】文化庁参事官（芸術文化担当）国際発信拠点担当 TEL：03-5253-4111（内線2836）

令和２年度予算案額：
９０５百万円

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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【連絡先】環境省 自然環境局 国立公園課 国立公園利用推進室 TEL:03-5521-8271

○エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業
令和２年度予算案額：

28百万円

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

国立公園や棚田地域等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、エコツーリズム推進
法に基づく全体構想を作成し、原則として3年以内に認定申請を行う方針を有する地域協議会に対して、魅力
あるプログラムの開発、ガイド等の人材育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
エコツーリズムを推進する活動で以下に掲げる事業等を支援。

・エコツーリズム推進全体構想の作成
・エコツーリズムの推進体制の整備、強化
・資源調査
・エコツアーのプログラムづくり
・ガイド等の人材育成 等

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
・交付対象経費の1/2を助成（１地域あたりの交付金額は最大で500万円（令和元年度実績））

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

Ⅰ－４．特に･･･エコツーリズムの取組をしたい！ （ソフト事業）
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【連絡先】環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室 TEL:03-5521-9108 

各地域において実施される、一定の要件を満たす生物多様性の保全・再生
に資する活動等に対し、財政的支援を行うもの。

概
要

◆下記のいずれかに該当するものを支援
①外来生物対策
②重要地域の保全・再生
③広域連携生態系ﾈｯﾄﾜｰｸ構築
④地域・民間の連携促進活動

◆交付率：50％以内
◆対象者：①協議会・地方公共団体

②③協議会
④地域連携保全活動支援センター
地方公共団体

◆期 間：原則2年
◆活用例
・アルゼンチンアリやスパルティナ属等の特定外来
生物の防除、生息状況調査、啓発
・国定公園内のサンゴ調査や食害生物駆除
・地域連携促進法に基づく計画策定等

１．地域における生物多様性の
保全再生に資する活動

◆動物園・植物園・水族館等が主体となって実
施する、種の保存法に基づく国内希少野生動
植物種の飼育・繁殖の取組を支援

◆交付率：定額（上限200万円）
◆対象者：動物園、植物園、水族館等
◆期 間：原則3年
◆活用例
・キリギシソウやオガサワラハンミョウ等の国内希少
野生動植物種の飼養や繁殖手法確立等

２．動植物園等による国内希少
野生動植物種生息域外保全

◆地域・民間等が主体となって実施する、種の
保存法に基づく国内希少野生動植物種の保全
活動を支援

◆交付率：定額（分布状況調査・保全計画検討
：上限250万円、生息環境改
善等：上限150万円）

◆対象者：地方公共団体、民間団体等
◆期 間：原則3年
◆活用例
・フサヒゲルリカミキリやミヤコカナヘビ等の国内希少
野生動植物種の生息・生育状況の調査、生息・
生育環境の維持や改善、普及啓発、保全計画
の立案等

３．国内希少野生動植物種の保
全活動

◆地域に未侵入又は侵入初期の種を対象に、
早期発見・防除の効果向上を図るため地域計
画の策定等を支援

◆交付率：定額（上限250万円）
◆対象者：協議会・地方公共団体
◆期 間：原則１年
◆活用例
・クビアカツヤカミキリ等の侵入初期地における生息
状況調査、防除体制構築、早期防除計画の策
定等

４．地域における特定外来生物
の早期防除計画の策定

○１～２月に公募を開始、省内審査を経て３～４月に採択案件を決定（予定）。
○公募開始の情報は環境省のウェブサイト（報道発表資料）に掲載。また過去の実施状況は、

https://www.biodic.go.jp/biodiversity/activity/local_gov/hozen/index.html にて参照可能。

○生物多様性保全推進支援事業 令和２年度予算案額：

１３６百万円

Ⅰ－４．特に･･･エコツーリズムの取組をしたい！ （ソフト事業）
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【連絡先】 総務省 情報流通行政局 地域通信振興課 ℡：03-5253-5756

○地域IoT実装・共同利用総合支援
令和２年度予算案額：

５５０百万円

「地域IoT実装推進ロードマップ」の実現に向け、ICT/IoTの実装を目指す地域を対象に、地方公共

団体のICT/IoT実装に関する計画策定への支援、実装・共同利用事業への財政支援、地域情報

化アドバイザー派遣による人的支援など地域IoTの実装を総合的に支援。

実装を阻む「壁」を打破し、ICT/IoTの実装を日本全国の各地域の隅々まで拡げ、地域経済の

活性化や地域課題の解決に大きく貢献。

○地方公共団体のICT/IoT実装に関する計画策定支援

・ 現場における推進体制整備、ICT/IoT実装の具体的な

戦略・計画の策定への支援

○地域ＩｏＴの実装・共同利用事業への財政支援※

・ ICT/ＩｏT利活用の成功モデル実装への財政支援

○地域情報化アドバイザー派遣等による人的支援

・ ICT/IoTの知見を有する専門家の派遣等により、

ICT利活用やIoT実装を促進

・ 総務省内にICT地域活性化サポートデスクを開設、

地方公共団体等からの問合せに対応

・ 自治体CIO育成研修の実施

○地域ＩｏＴ実装の全国的な普及促進活動

・ ICT地域活性化大賞、地域ICT/IoT実装セミナーの

開催 等

＜ 概 要 ＞

※財政支援の補助率等
補助対象：都道府県及び指定都市を除く地方公共
団体等
補助率：事業費の１／２補助（補助額上限2,000万円）

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
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○地域オープンデータ推進事業
令和２年度予算案額：

１９９百万円

【 概 要 】 地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、
地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援する。

【支援内容】 地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援するため、データの加工・公開などオー
プンデータ化に必要な知識・技術を体系的に習得できる研修を全国各地で実施し、地域で
オープンデータを推進する地方公共団体職員の育成等を実施する。

【 対 象 者 】 地方公共団体など

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【連絡先】 総務省 情報流通行政局 地域通信振興課 TEL:03-5253-5758

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
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【連絡先】国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

○観光地域づくり法人による宿泊施設等と連携した
データ収集・分析事業

地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを観光地域づくり法人（※）に集約するため
のプラットフォームを構築し、観光地域づくり法人がデータを分析した上で、戦略を策定し、地域の観
光関連事業者へ提供する取組を支援し、観光地域づくり法人が中心となって旅行消費の増大やリ
ピーターの確保に資する効果的な取組を行うための体制を強化する。

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 地域内の宿泊施設、観光施設等から観光客のデータを集約するためのプラットフォームの提供

【 対 象 者 】 日本版ＤＭＯ、日本版DMO候補法人
※DMO（Destination Management/Marketing Organization）の呼称

【②収集した国籍、住所、性別、年齢等のデータを
観光地域づくり法人が分析】

【①各施設が観光客のデータをプラットフォームに共有】

宿
泊
施
設

観
光
施
設

飲
食
施
設

観光地域づくり法人

INPUT OUTPUT
・データ集計
・データ表示

・宿泊客、観光
客情報
・WEBアンケート

一元的なプラットフォーム

データを分析

○ より精緻なデータに基づいた観光地域づくりの戦略の
策定

○ 観光客動向の変化を迅速に把握し、戦略へ反映

○ 利用の多い国籍・年代・性別等を見極めたサービス
の提供・新商品の開発

観光地域づくり法人 宿泊施設、観光施設、飲食施設

【③観光地域づくり法人から各施設に対して、
データ分析結果や観光地域づくりの戦略を提供】

【④各施設は、データ分析結果や観光地域づくりの戦略を踏まえ、
売上げ増やリピーター確保のため、事業の取組改善を実施】

宿
泊
施
設

観
光
施
設

飲
食
施
設

令和２年度予算案額：

１６０百万円

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
新規
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【連絡先】 国土交通省 観光庁 国際観光部国際観光課 TEL: 03-5253-8324

【概要】
地域の観光資源について熟知している地方運輸局が、自治体や地域の交通事業者等の民間等と広域かつ機動的に

連携して行う訪日プロモーション事業。政府として積極的に取り上げていく観光資源等を、ＪＮＴＯのノウハウ等を活用しつ
つ戦略的なプロモーションを行うことで、魅力ある地域の観光資源を効果的に発信し、地方部への訪日外国人旅行者の
誘客を加速させる。

【事業内容の例】
(国内で行う事業)

〇海外旅行会社関係者等の招請
〇海外メディア関係者等の招請
〇海外教育関係者等の招請

(国外で行う事業)
〇海外旅行博への出展
〇海外新聞・雑誌等への広告掲載

(国内外で行う事業)
〇外国人向けパンフレット作成 等

【事業内容のイメージ】

○地域の観光資源を活用したプロモーション事業
令和２年度予算案額：

870百万円

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！ （ソフト事業）
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■概要

橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフ

ラツーリズムポータルサイトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会

や民間事業者が催行するツアーなど、幅広く情報発信することにより地域活動を支援します。

施設見学を取り入れたツアーの企画・催行は各地方整備局等の窓口へご相談下さい。

【連絡先】 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 TEL: 03-5253-8912

インフラツーリズムポータルサイト

北海道開発局 開発監理部開発調整課
東北地方整備局 企画部企画課
関東地方整備局 企画部広域計画課
北陸地方整備局 企画部広域計画課
中部地方整備局 企画部企画課
近畿地方整備局 企画部企画課
中国地方整備局 企画部企画課
四国地方整備局 企画部企画課
九州地方整備局 企画部企画課
沖縄総合事務局 開発建設部建設行政課

インフラツーリズムポータルサイト で

（URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/infratourism/index.html）

○インフラツーリズム

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！ （ソフト事業）

■各地の相談窓口

全国のインフラツアー等を掲載

TEL:011-709-2311
TEL:022-225-2171
TEL:048-600-1330
TEL:025-280-8880
TEL:052-953-8127
TEL:06-6942-1141
TEL:082-221-9231
TEL:087-811-8308
TEL:092-476-3542
TEL:098-866-1908

海上から300m上の主塔に登る人気のツアー
○世界最長の吊橋「明石海峡大橋」〔兵庫県〕
（本州四国連絡高速道路株式会社）

インフラツーリズムの取組概要（パネルも掲載）

まるで『地下神殿』。大雨による水をため込む巨大な調圧水槽を見学
○首都圏外郭放水路 〔埼玉県〕
（国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所）
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ソフト＆ハード事業
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○訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
令和２年度予算案額：
５，４１２百万円の内数

【連絡先】(1) 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL: 03-5253-8972
(2) 国土交通省 観光庁 観光産業課 TEL：03-5253-8330
(3) 国土交通省 総合政策局 地域交通課 TEL：03-5253-8396

【 概 要 】 訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、観光地及び公共交通機関におけるストレスフリーで快適に旅行できる環境を

整備するため、地方自治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、旅館・ホテル、交通事業者その他の民間事業者等が行う、多言語での観光情報提供

機能の強化、無料Ｗｉ－Ｆｉサービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、バリアフリー化の推進等に関する取組を個別に支援する。

【 対 象 事 業 】 (1)地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業
➀外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の非常時対応の強化
・ 訪日外国人旅行者にとって利用しやすい観光案内所の整備を促進するため、観光案内所の開設や機能向上・災害時の対応能力強化等にかか

る経費の一部について支援。
②観光スポットの段差の解消
・ 訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、訪日外国人旅行者の来訪が特に多い、又はその見込みのあるものとして観光

庁が指定する市区町村に係る観光地における代表的な観光スポットにおける段差の解消に要する経費の一部について支援。
(2)宿泊施設インバウンド対応支援事業
・ 旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿泊環境の整備を促進するため、宿泊事業者が実施する無料

Ｗｉ－Ｆｉの整備や決済端末等の整備等の基本的ストレスフリー環境整備、及びトイレのバリアフリー化や出入口の改修等のバリアフリー
環境整備に要する経費の一部について支援。

(3)交通サービスインバウンド対応支援事業

・ ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、多言語表記、多言語案内用タブレット端末の導入、無料Ｗｉ－Ｆｉの整備、

トイレの洋式化及び機能向上、全国共通ＩＣカード・ＱＲコード決済等の導入、旅客施設や車両等の移動円滑化等のインバウンド対応事業
に要する経費の一部について支援。

【 対 象 者 】 地方公共団体、民間事業者、航空旅客ターミナル施設を設置し又は管理する者、協議会等

※ 写真はイメージ例【事業イメージ】

(2)宿泊施設インバウンド対応支援事業

【 支 援 内 容 】 補助率
(1)・・・・・・・・・・・ １／３ （一部１／２）
(2) ・・・・・・・・・・・基本的ストレスフリー環境整備：１／３

（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成員宿泊事業者の数に150万円を乗じた額を上限とする。
また宿泊事業者等団体又は一の構成員宿泊事業者に対する補助金の額は150万円を上限とする。）

バリアフリー環境整備：１／２（上限500万円）

(3) ・・・・・・・・・・・ １／２、２／５、１／３、１／４等（交通サービス調査事業は上限1,000万円）

(3)交通サービスインバウンド対応支援事業

(1)地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業

等

■基本的ストレスフリー環境整備 ■バリアフリー環境整備

無料Wi-Fiの整備 決済端末等の整備 トイレのバリアフリー化

等

案内標識の多言語化 デジタルサイネージの整備

①外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の非常時対応

非常用電源装置等

等

多言語表記等 多言語案内用タブレット
端末等の整備

無料Wi-Fiの整備
全国共通ＩＣカード、
ＱＲコード決済等の導入

トイレの洋式化
及び機能向上 移動円滑化

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

②観光スポットの段差の解消

多言語翻訳システム
機器の整備

無料公衆無線
LAN環境の整備

等

案内表示の多言語化 スロープの設置客室の大規模改修

注：補助対象は、観光地の「まちあるき」の満足度向上支援事業の対象となる地域を除き、着地型整備に積極的に取り組んでいる地域において実施されるものに限る
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○公共交通利用環境の革新等
令和２年度予算案額：
４，４００百万円

【連絡先】国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL: 03-5253-8972
国土交通省 総合政策局 地域交通課 TEL：03-5253-8396

【 概 要 】 地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪日外国人旅行者
の来訪が特に多い観光地等に至るまでの既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言
語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に推進。
あわせて、二次交通について、多様な移動ニーズにきめ細やかに対応する新たな交通サービスの創出等を促進し、訪日
外国人旅行者の移動手段の選択肢を充実させるとともに、「観光地型MaaS」の実装に向けて、 観光地の公共交通機関の
web等での検索を可能とするデータ化の取組等を支援。

【対象事業】①多言語対応
②無料Wi-Fiサービス
③トイレの洋式化
④キャッシュレス決済対応
⑤非常時のスマートフォン等の充電環境の確保
⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上
⑦移動そのものを楽しむ取組や新たな観光ニーズへの対応
⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等
に要する経費の一部について支援（①～④をセットで整備し、あわせて⑤～⑧を支援可能）。
及び観光地の公共交通機関のweb等での検索を可能とするデータ化の取組等を支援。

【 対 象 者 】公共交通事業者、旅客施設の設置管理者等

※ 写真はイメージ例【事業イメージ】

【支援内容】 補助率
１／２（①～④のうちのいずれかを実施済の場合は、１／３）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施するこ
とにより、観光振興等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 民間の事業活動等と一体的に行うことにより、優れた効果の発現や効率性が期待できる国土交通省所
管の基盤整備事業（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、空港等の公共土木施設）の事業化に向けた
必要な検討経費を支援する。
（例）基礎データ収集、需要予測、概略設計、PPP/PFIに係る事業手法検討 等

（令和２年度の予算決定内容）
民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討の機動的な支援について、下記の調

査に重点支援する。
・PPP/PFI の推進に資する調査
・広域的な観光又は交流拠点形成に係る調査

○官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

配分先 ： 地方公共団体（都道府県、特別区、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む））
補助率 ：１／２ ※採択にあたって金額に下限値、上限値はない
対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業の事業化検討調査

（例）道路、海岸、河川、港湾、都市公園、空港等の公共土木施設

令和２年度予算案額
：３３１百万円

【連絡先】国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室 TEL: 03-5253-8111（内線29-924）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

【凡例】 社会基盤整備 民間活動

交通結節機能強化のための駅周辺整備の検討

〈事例①〉 〈事例②〉

○広域的な観光拠点形成の促進に係る基盤整備の調査

広域観光拠点整備の検討
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スノーリゾートは地方での長期滞在や消費拡大に向けての有力なコンテンツ。スキー・スノーボードを楽しむ
訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確に取り込むため、
インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形成のた
めの取組を促進する。

【 概 要 】

【事業内容】

・補助対象事業：
地域の関係者が一体となって策定した「国際競争力の高いスノーリゾート形成
計画」に位置づけられた以下の取組
○アフタースキーのコンテンツ造成
○グリーンシーズンのコンテンツ造成
○受入環境の整備
（多言語対応、Wi-Fi整備、キャッシュレス対応、公衆トイレの洋式化等）

○外国人対応可能なインストラクターの確保
○二次交通の確保（スキー場間の周遊等のためのバス運行の実証実験）
○情報発信（プロモーション資材の作成等）
○スキー場インフラの整備
（索道施設（ゴンドラ・リフト）の撤去、搬器の更新（機能向上分）、高機能な降雪機の導入）
※訪日外国人旅行者の誘客に地域一丸となって取り組む地域に絞って支援

・補助対象者：

観光地域づくり法人（DMO）、民間事業者等

※インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルが高い地域の「国際競争力の高いスノーリ
ゾート形成計画」に位置づけられた事業の実施主体に限る。

形成計画に位置づけ
られた取組を支援

観
光
庁

形成計画の策定・提出

・補助率： 事業費の１/２

宿泊事業者 自治体

交通事業者 スキー場

観光地域
づくり法人

飲食事業者

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

○国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業
令和２年度予算案額：

２,０００百万円

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
新規
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【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

○離島活性化交付金

離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のため
の仕掛けづくり及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。

上記事業に対する取り組みに対し、以下の交付率にて支援を行う。

補助率：都道県、市町村、一部事務組合・・・予算の範囲内で各事業の1/2以内
民間団体・・・予算の範囲内で各事業の1/3以内（ただし、国の負担額は、地方公共団体

の負担額と同額までとし、都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接
補助とする。）
流通効率化関連施設整備等事業については、1/2以内
特定有人国境離島地域における輸送費支援事業については、6/10以内（ただし、
国の負担額は、地方公共団体の負担額の３倍を超えない額までとする。）

○「定住促進」事業・・・雇用機会の創出のための戦略産品開発、戦略産品の移出及び戦略産品の原材料等
の移入に係る海上輸送費支援、Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための情報提供、空家改修等の人材受入のための施
設整備、流通効率化関連施設整備など

○「交流促進」事業・・・離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、当該住民との交流の
実施の推進など

○「安全安心向上」事業・・・防災機能強化事業、防災計画策定等事業など

【連絡先】 国土交通省 国土政策局 離島振興課 TEL: 03-5253-8421

令和２年度予算案額

：１，４００百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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美しい海や島々を有する我が国においては、海洋周辺地域における観光は、地方誘客・消費拡大への貢献
という面で大きなポテンシャルを有している。
一方で、当該地域における訪日外国人向けの観光コンテンツ開発や受入環境整備が十分に進んでいると

はいえない状況。
そのため、訪日観光のポテンシャルを有している海洋周辺地域において、海や島々に関する観光コンテンツ

の磨き上げや受入環境整備を一体的に行う取り組みを支援する。

○海洋周辺地域における訪日観光の充実・開拓及び魅力向上事業
令和２年度予算案額：１，３０１百万円の内数

【連絡先】 国土交通省 海事局 内航課 TEL: 03-5253-8625
港湾局 海洋・環境課 TEL: 03-5253-8684

【 概 要 】

【 対 象 者 】 ・港湾管理者 ・地方公共団体 ・民間事業者（観光地域づくり法人（DMO）を含む）
・上記により構成されるコンソーシアム

【事業イメージ】

【 対 象 事 業 】 海や島々に関係する観光コンテンツの磨き上げ

○ツアー造成・販売に係る試行（事前調査や動向分析システム、二次交通の実証を含む）

○AR等の先進的な体験型観光の導入等の魅力的な観光コンテンツ・情報コンテンツの造成

海や島々に関係する観光コンテンツの磨き上げ

○船・船の発着場所・観光資源におけるICTを活用した多言語情報発信、環境整備

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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○ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の○ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の
「まちあるき」の満足度向上

令和２年度予算案額：
２，５３５百万円の内数

【連絡先】(1)､(2)､(3) 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL：03-5253-8972
(4)電線の地中化等 国土交通省 道路局 環境安全・防災課 TEL：03-5253-849 
(4)シェアサイクル 国土交通省 都市局 街路交通施設課 TEL：03-5253-8416
(4)歴史的観光資源の高質化 国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 景観・歴史文化環境整備室 TEL：03-5253-8954
(4)古民家等の観光資源化 国土交通省 住宅局 市街地建築課 市街地住宅整備室 TEL：03-5253-8517
(5)先進的サイクル環境整備 国土交通省 道路局 参事官 TEL：03-5253-8497

【 概 要 】 訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等において、公共交通機関の駅等から個々の観光スポットに至るま
で、ICTも活用して、多言語案内標識や無料エリアWi-Fiの整備、域内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレス決
済対応等のまちなかにおける面的な「まるごとインバウンド対応」や、これらと一体的に行う外国人観光案内所
や「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源や自転車の活用等を集中的に支援し、「まちあるき」の満足
度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る。

【対象事業】 (1)まちなかの周遊機能の強化（まるごとインバウンド対応）
(2)観光地のゲートウェイとしての外国人観光案内所等の機能の強化
(3)「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業
(4)古民家等の歴史的資源の活用による観光まちづくり
(5)先進的なサイクリング環境整備事業

【 対 象 者 】地方公共団体、民間事業者、航空旅客ターミナル施設を設置し又は管理する者、協議会等

※ 写真はイメージ例【事業イメージ】
【支援内容】 補助率：２分の１、３分の１

まつり
広場

〇〇
寺

旧〇〇邸
（古民家）

〇〇
公園

〇〇
商店街

△△
商店街

サイクル
ポート

旧○○邸
（古民家）

サイクル
ポート

サイクル
ポート

地域の観光スポットに基づいた散策エリアと
一体的整備イメージ

■「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業

■洋式便器の整備及び

清潔等機能向上

等

主動線

副動線

集中的整備区域

観光案内所

観光案内板
キャッシュレス端末、
多言語対応機器の集中
整備

公衆トイレWi-Fi

各種
誘導看板

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

■観光地のゲートウェイとしての外国人観光案内
所等の機能の強化

■非常用電源装置の整備
■情報端末への電源供給機器

等の整備

◯観光案内所等の情報提供基盤の強化

◯非常時の対応能力の強化

■多言語音声
ガイドの整備

■デジタルサイネージ
の整備

■ＶＲ機器の整備

■多言語翻訳システム機器
の整備

■多言語案内用タブレット
端末の整備

■無料公衆無線
LAN環境の整備

◯情報発信機能の強化

◯訪日外国人旅行者への対応力の強化

等

等

■AI・チャット
Botの整備 ■地域におけるコト消費

促進のための環境整備 等

■免税対応端末、
手ぶら観光

■外国人観光案内所
の整備・改良等

■先進的な決済環境
の整備

■免税店電子化対応
環境の整備

■ＨＰ・コンテンツ作成
■案内放送の多言語化
■掲示物等の多言語化

■段差の解消 ■地域におけるコト消費
促進のための環境整備

○エリア無料Wi-Fi
の整備

■無料公衆無線
ＬＡＮ環境の整備

◯公衆トイレの洋式便器の
整備及び清潔等機能向上

■まちなかの周遊機能の強化
（まるごとインバウンド対応）

■先進的な決済環境の整備
■免税店電子化対応環境の
整備

○地域の飲食店、小売店等における多言語対応・
先進的決済環境の整備

■多言語翻訳システム機器の整備
■多言語翻訳用タブレット端末の
整備

○多言語表示の充実・改善

■二次元コードも活用した多言
語観光案内標識の一体的整備

■観光スポットの掲示物・HP等
の多言語化

■洋式便器の整備及び清潔等機能
向上（光触媒タイルの活用等）

■多様な宗教・
生活習慣への
対応力の強化

◯観光スポット
の段差の解消

○非常時情報発信
機能の整備

■デジタルサイネージ
を活用した災害時情
報発信機能の整備

■多言語翻訳システム機器等の整備
■多言語翻訳用タブレット端末の整備

○歴史的観光資源の高質化

○電線の地中化や軒下・
裏配線等の無電柱化

■古民家等の歴史的資源の活用
による観光まちづくり

○古民家等の観光資源化

■先進的なサイクリング環境整備事業

■多言語での情報発信
■多言語ガイドの養成
■外国人向けモニター
ツアーの実施

等

○シェアサイクルの導入
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○地域再生制度

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 地域再生担当TEL: 03-5510-2474

【 概 要 】

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】 地域再生計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の措置及び各所管省
庁が地域再生計画と連動して実施する施策は、地域再生基本方針別表のとおり。

【観光地域づくりに資する施策】
○地方創生推進交付金（内閣府）
○企業版ふるさと納税（内閣府）
○地域再生エリアマネジメント負担金制度（内閣府）
○商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達の特例等（内閣府）
○農山漁村振興交付金（農林水産省） 等
詳しくはこちら（ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html ）

地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その
他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する
地域再生計画の認定等を行う。

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

○地域再生法（平成17年法律第24号）

○地域再生計画の認定プロセス

○地方公共団体が作成する地域再生計画を内
閣総理大臣が認定、認定計画に基づく措置
を通じて、自主的・自立的な地域の活力の
再生に関する取組を支援

○地域再生の施策は、「就業の機会の創
出」「経済基盤の強化」「生活環境の整
備」が３本柱

○地域再生法は、各府省横断的・総合的な
施策を乗せる共通プラットフォームとし
て機能

○計画認定には、地域再生基本方針（閣議
決定）への適合を確認

作成

地域再生計画
（6,952件を認定(～R1.12)）

認定

支援

国

計画申請は年３回
申請から３月
以内に認定

地 域

民間事業者
NPO等

地域住民

地方公共団体

内閣総理大臣認定
関係行政機関の同意

①地方創生推進交付金 （H28創設）

②地方創生整備推進交付金（道・汚水処理施設・港）

（H17創設、H28改正）

③企業版ふるさと納税（まち・ひと・しごと創生寄附活用事業）

（H28創設）

④地域再生支援利子補給金 （H20創設）

⑤企業の地方拠点強化の促進に係る課税の特例等

（地方活力向上地域等特定業務施設整備事業）

（H27創設、H30改正）

⑥地域再生エリアマネジメント負担金

（地域来訪者等利便増進活動計画）（H30創設）

⑦商店街活性化促進事業 （H30創設）

⑧「小さな拠点」の形成（地域再生土地利用計画）

（H27創設、H30改正）

⑨生涯活躍のまち形成事業 （H28創設）

⑩地域住宅団地再生事業 （R1創設）

⑪既存住宅活用農村地域等移住促進事業 （R1創設）

⑫民間資金等活用公共施設等整備事業

（民間資金等活用事業推進機構（PFI推進機構）の業務特例）（R1創設）

等

主な支援措置メニュー主な支援措置メニュー
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○地方創生推進交付金

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 地方創生推進交付金担当 TEL: 03-3581-4213

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】 地方創生の推進を目的として、地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略に位置づけられ
た事業であり、具体的には以下のような分野を想定：

【 支 援 内 容 】 地域再生法第5条4項1号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対して、国から、地方創生推進
交付金（補助率：1/2）を交付。

【 事業イメージ 】

【 対 象 者 】 地方公共団体

令和２年度予算案額

：１，０００億円

地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先
導的な事業のうち、地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接
交付することにより、安定的かつ継続的に支援する。

（１）しごと創生・・・・・・・・・・ ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本版DMO、地域商社）、ロー
カルサービス生産性向上 等

（２）地方への人の流れ・・・ 移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等

（３）働き方改革・・・・・・・・・ 若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等

（４）まちづくり・・・・・・・・・・・ コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市、商店街活
性化 等

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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○中心市街地活性化制度

【連絡先】 内閣府 地方創生推進事務局 中心市街地活性化担当 TEL: 03-5510-2338

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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○地域公共交通確保維持改善事業

◆地域の多様な主体の連携・協働による、地域の暮らしや産業に不可欠な交通サービスの確保・充実に向けた
取組を支援

（上記取組を促進するための計画・支援制度等のあり方について、地域公共交通活性化再生法などの見直しを検討）

【連絡先】 国土交通省 総合政策局 地域交通課 TEL: 03-5253-8396

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

令和２年度予算案額

：２０，３８５百万円

＜支援の内容＞

○ 高齢化が進む過疎地域等の足を確保するための幹線バス交通や地域内交通の運行
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入、

貨客混載の導入を支援

・過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の
地域内交通の運行や車両購入、貨客混載の導入を支援

○ 離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等
を支援。

地域公共交通確保維持事業
（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）

＜支援の内容＞

＜支援の内容＞
○ 高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福祉タクシーの導入、

鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の実現）

地域公共交通調査等事業
（地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定等の後押し）

※国の認定を受けた鉄道事業再構築実施計画、地域公共交通再編実施計画等に基づく事業（地域鉄道の上下分
離、地方路線バスの利便性向上、運行効率化等のためのバス路線の再編、デマンド型等の多様なサービスの導
入等）について、まちづくりとも連携し、特例措置により支援

※交通圏全体を見据えた持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向け、都道府県と複数市町村を含む協
議会が主体となった協働による取組に対し、計画の策定やバス等の運行への支援の特例措置により後押し（地
域公共交通協働トライアル推進事業）

○ 地域における一層の連携・協働とイノベーションに向けた取組の促進を図るための新たな法定計画の策定に
資する調査等

○ 地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針・基本構想の策定に係る調査

線
路
側

ホ
ー
ム
側

線
路
側

ホ
ー
ム
側
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国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課 TEL: 03-5253-8447

○かわまちづくり支援制度
令和２年度予算案額：
都市水環境整備２５，０５０百万円の内数
社会資本整備総合交付金７２７，７４６百万円の内数

○河口から水源地まで様々な姿を見せる河川とそれに繋がるまちを活性化するため、地域の景観、歴史、文化
及び観光基盤などの「資源」や地域の創意に富んだ「知恵」を活かし、市町村、民間事業者及び地元住民と河
川管理者の連携の下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指します。

〇民間事業者の方々も、自ら発意をして「かわまちづくり計画」を策定する主体者となることが可能です。
○民間事業者の方々にも気軽にご相談いただける「かわまちづくりよろず相談窓口」を開設しています。

優良事例等に関する情報提供のほか、河川敷のイベント広場やオープンカフェの設置等、地
域のニーズに対応した河川敷地の多様な利用を可能とする「都市・地域再生等利用区域」の指
定等を支援

【 概 要 】

【ソフト支援】

【ハード支援】 治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備を通じ、まちづくりと一体と
なった水辺整備を支援

（民間事業者と連携した水辺整備の例）
・民間事業者による水辺のオープンカフェ等の営業活動と
河川管理者による護岸整備や管理用道路の整備

・民間事業者による遊覧船等の運行と河川管理者による防
災船着場の開放

【 実 施 事 例 】 【「かわまちづくり」の流れ】

【民間事業者と河川管理者が連携した取組】

【民間事業者が入った協議会が申請する場合の例】

民間事業者住民等 市町村 河川管理者

かわまちづくり計画作成

申請書作成・提出 水管理・
国土保全
局長登録

事業の推進（ソフト・ハード）

水辺と周辺地域の魅力向上

フォローアップ

・水辺整備
・民間事業者の施設

整備と一体となって
行う水辺整備
・占用許可準則の緩和
・積極的プロモート
・河川管理者による

利活用 等

支援・助言

民間活力を活かした「かわまちづくり」により地域が活性化

連携連携

事業計画と地域のまちづくり計画との整合確認

協議

連携

水辺を利活用
する検討 相談※相談

※専用窓口を設置

かわまちづくりよろず相談窓口（略称『かわよろず』） hqt-kawamachi※ml.mlit.go.jp
セキュリティー対策のため、※は@に置き換えた上で送信願います

かわまちづくり支援制度に関するＨＰ http://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/machizukuri/

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

水辺のアウトドアラウンジ（信濃川/新潟市）

リバーポートパーク（木曽川/美濃加茂市）
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○街なみ環境整備事業

-61-

住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づくり協定を結んだ住民が協力
して、住宅、地区施設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成する。

【街なみ環境整備促進区域】
面積１ha以上かつ、①～③のいずれかの要件に該当する区域
①接道不良住宅（※）率70%以上かつ、住宅密度30戸/ha以上
②区域内の幅員6m以上の道路の延長が区域内の道路総延長の1/4未満であり、かつ、公園、広場及び緑地の面積

の合計が区域の面積の3%未満である区域
③景観法による景観計画区域又は景観地区の一部又は全部を含む区域、歴史的風致維持向上計画の重点区域の

一部又は全部を含む区域及び条例等により景観形成を図るべきこととされている区域
（※）接道不良住宅とは、幅員4m以上の道路に接していない住宅をいう。
【街なみ環境整備事業地区】
街なみ環境整備促進区域において、地区面積0.2ha以上かつ、区域内土地所有者等による「街づくり協定」が締結され
ている地区

地区内の公共施設の整備

道路・公園等の整備

生活環境施設の整備

（集会所、地区の景観形成の
ため設置する非営利的施設等）

公共施設の修景
（道路の美装化、街路灯整備等）

電線地中化

（交付率：１/2）

協議会の活動の助成

協議会の活動の助成

勉強会､見学会､資料収集等
（交付率：1/2）

空家住宅等の除却 空家住宅等の除却（交付率：1/2）

街なみ景観整備の助成

住宅等の修景
（外観の修景の整備）

（交付率：1/2、1/3）

景観重要建造物、歴史的風致形成建
造物の活用（修理、移設、買取等）

【連絡先】 国土交通省 住宅局 市街地建築課 市街地住宅整備室 TEL: 03-5253-8517

令和２年度予算案額：１,８０１,４５６百万円の内数

※社会資本整備総合交付金等の基幹事業

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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0

【 第 Ⅰ 段 階 】 【 第 Ⅱ 段 階 】 【 第 Ⅲ 段 階 】概

要

補助
上限

車両・充電設備等価格の
１／３

車両・充電設備等価格の
１／４～１／５

通常車両との差額の
１／３

対

象

車

両

○地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業

【連絡先】国土交通省 自動車局 環境政策課 TEL：03-5253-8604

令和２年度予算案額：
５１２百万円（継続）

成長戦略フォローアップ（令和元年６月21日閣議決定）
運輸部門における省エネの推進 → 2030年に新車販売に占める次世代自動車の割合を５～７割とする。

地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
運輸部門におけるエネルギー起源ＣＯ２削減 → 2030年度に2013年度比約28％減。

交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）
持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり → さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める。

政府は省エネルギー、温室効果ガス（ＣＯ２）排出削減等政府方針実現のため、
次世代自動車の普及を促進

地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業

通常車両との価格差がさらに
低減し、本格的普及の初期
段階に到達

車種ラインナップが充実し競争
が生まれ、通常車両との価格
差が低減

市場に導入された初期段階で、
価格高騰期にあり、積極的な
支援が必要

燃料電池タクシー、電気バス、
プラグインハイブリッドバス、
超小型モビリティ

ハイブリッドバス、天然ガスバス、
ハイブリッドトラック、天然ガストラック

電気タクシー、電気トラック（バン）、
プラグインハイブリッドタクシー

地域の計画と連携した取組みを支援するとともに、段階的に次世代自動車の本格的普及を実現

地域の計画と連携して、環境に優しい自動車の集中的導入や、買い替えの促進を図る事業を
対象として支援を実施。車両価格低減及び普及率向上の実現により、段階的に補助額を低減。

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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【連絡先】 環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6444）

国立公園核心地利用施設上質化事業計画
※

に基づき実施する、国立公園の優れた自然景観の眺望地にお
ける、利用施設に関する外装、内装、設備等の改修。
（交付対象事業の1/2を補助）

※「国立公園核心地利用施設上質化事業計画」は別途様式を策定予定。

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】 国立公園の優れた自然景観を眺望する利用施設の滞在環境の上質化を図るための再整備を支援するもの。

【 対 象 者 】 地方公共団体

○国立公園核心地利用施設上質化事業
令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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【連絡先】 環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6444）

観光庁多言語事業とも連携しつつ、国立公園等の案内板やビジターセンター等の展示物、その他各種国立
公園関係コンテンツ等について、ICTなども活用し、英語・中国語・韓国語等の多言語にて、外国人目線で分か
りやすく魅力的な多様な解説整備をエリア一帯で促進。（交付対象事業費の2/3を補助）

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】 国立公園等の案内板や展示物における多言語解説の媒体整備を支援するもの。

【 対 象 者 】 地方公共団体、観光協会・DMOその他協議会等
※観光庁が実施する「地域観光資源の多言語解説整備支援事業」において作成する英文解説文を活用する必
要があります。

○国立公園等多言語解説等整備事業
令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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○国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業

【連絡先】環境省自然環境局国立公園課 TEL:03-5521-8278

令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】

【 対 象 者 】

国立公園内の利用拠点における滞在環境の上質化に係る計画策定及び当該計画に基づく利
用拠点上質化整備等を行うことにより、外国人訪問者の国立公園での体験滞在の満足度を向
上させる事業に対する補助。

・地方公共団体（都道府県、市町村） （※対象事業のうちの①に限る）
・民間企業
・社団法人、財団法人、特定非営利活動法人
・観光協会・広域観光推進機構、その他協議会 等

①国立公園利用拠点計画策定支援

②国立公園利用拠点上質化整備
１．跡地への民間導入を前提とした廃屋撤去
２．インバウンド対応機能強化（多言語サイン・標識の整備、無線LAN環境整備、トイレ洋式化）
３．文化的まちなみ改善に資する外構・外観修景等
４．観光資源化促進に資する既存施設の機能転換・強化（調整中）

地方公共団体・民間事業者等に対する補助事業（補助率：1/2）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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【連絡先】 環境省自然環境局自然環境整備課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6444）

国立公園の利用促進に関する以下の事業
１） ビジターセンターにおける国立公園に関する自然解説を目的とするデジタル展示
２） 国立公園の魅力を伝え、利用が多い場所から利用の少ない場所への誘導を目的とするデジタル展示
（交付対象事業の１/２を補助）

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】

【 概 要 】 国立公園の利用の促進を図るためのデジタル展示の整備について支援するもの。

【 対 象 者 】 地方公共団体

○国立公園利用促進事業
令和２年度予算案額：
6,862百万円の内数

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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Ⅲ－1．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

○自然環境整備交付金事業
○環境保全施設整備交付金事業

令和元年度当初予算額：３，３１３百万円
令和２年度予算案額 ：２，６５７百万円

【連絡先】 環境省 自然環境局 自然環境整備課 TEL 03-5521-8281

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

国立公園、国定公園等の保護と適正な利用を図るために都道府県が作成する自然環境整備計画、環境保
全施設整備計画に基づく整備事業の実施に対して、必要な経費を国が交付することにより、地域の自然環境
及び生物多様性の保全を推進し、自然共生社会づくりに寄与することを目的としている交付金事業。

（１）国立・国定公園整備
公園事業として実施する道路（車道、自転車道、歩道）、橋、広場、園地、避難小屋、休憩所、野営場、駐

車場、桟橋、給水施設、排水施設、公衆便所、博物展示施設、植生復元施設、動物繁殖施設、砂防施設、
防火施設、自然再生施設 等
※国立公園整備については、植生復元施設、動物繁殖施設、自然再生施設は対象外。

（２）国立公園及び国定公園区域外の整備
長距離自然歩道（歩道、橋、標識類、路傍休憩地 等）
平成１８年度までに着手している国指定鳥獣保護区における自然再生事業

（３）国立公園施設の長寿命化対策整備
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、地方公共団体が予防保全型管理を行う既存の国立公

園施設

（１）自然環境整備計画、環境保全施設整備計画に記載された交付対象事業の総事業費に対し、
国立公園整備事業、長寿命化対策整備事業は事業費の1/2、国定公園等整備事業は45/100を上限

（２）交付金は整備計画に位置づけられた交付対象事業に対し都道府県に交付

○交付対象事業の範囲内で整備する事業を自由に選択することが可能
○都道府県に交付された国費を都道府県の裁量により個々の事業に配分が可能
○年度途中で事業費が変更となった場合、当該年度の国費率を変え、次年度の交付額の算定において調

整することが可能（年度間調整）
これらにより、地方の創意工夫を生かした自由度の高い事業展開と、地域の状況に応じた柔軟な予算配分
が可能

【 対 象 事 業 】

【 事 業 イ メ ー ジ 】
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地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造
物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境を「歴史的風致」と定義し、歴史
的風致の維持及び向上に関する施策を総合的かつ計画的に講じるため、市町村が作成した歴史的風致維持
向上計画に対し、国が認定を行うことにより、地域の主体的な取組みを集中的に支援。

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】

【連絡先】
・文化庁文化資源活用課 TEL: 03-5253-4111
・農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課 TEL: 03-3502-6004
・国土交通省都市局公園緑地・景観課 景観・歴史文化環境整備室 TEL: 03-5253-8954

【 対 象 者 】 地方公共団体（市町村）

【事業イメージ】

○歴史的風致維持向上計画の認定制度

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

歴史的風致維持向上計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。
○社会資本整備総合交付金（都市公園等事業）において、古墳、城跡、旧宅その他の遺跡及びこれらを復
原したもので歴史上又は学術上価値の高いものを補助対象に追加し、支援

○社会資本整備総合交付金（街なみ環境整備事業）等による歴史的風致形成建造物の修理・買取り等の
支援

○社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）の交付率の拡充（40％→45％）
○歴史的観光資源高質化支援事業による歴史的なまちなみを阻害する建築物等の美装化・除却経費の支援
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○文化資源を活用したインバウンドのための環境整備

【連絡先】 文化庁文化資源活用課 TEL: 03-6734-2834

令和２年度予算案額：

9,840百万円

文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け、より魅力あるものに
すべく“磨き上げ”る取組を支援し、観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進めるとと
もに、先端技術を駆使した効果的な発信を行い、観光振興・地域経済の活性化の好
循環を創出する４つの事業を行う。

【 概 要 】

【対象事業】 下記事業イメージのとおり

【 対 象 者 】 地方自治体等

【事業イメージ】

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）
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○城泊・寺泊による歴史的資源の活用

【連絡先】国土交通省 観光庁 観光資源課 TEL：03-5253-8925

令和２年度予算案額：

100百万円

城や社寺を日本ならではの文化が体験できる宿泊施設として活用し、地方での長期滞在や旅行消費額の増
加を目指すべく、宿泊施設のインバウンド・富裕層向け滞在環境整備、体験コンテンツの造成、多言語化、コ
ンシェルジュ対応の充実を図る。

【 概 要 】

【 支 援 内 容 】 （1）城泊・寺泊専門家派遣
城や寺をインバウンド向け宿泊施設として利活用することに意欲がある実施主体に向けて、
自治体・地域住民への理解の促進や宿泊施設化を進めるコンサルティングを目的として専門家を派遣

（2）城泊・寺泊の支援
①城泊
既に城泊の取組を実施中又は具体的に計画をしている城泊の磨き上げとインバウンド対応強化を支援

②寺泊
既に日本人向けに運営がされている宿坊の館内設備等のインバウンド対応整備を支援

（3）海外に向けた魅力発信・認知度向上
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設への実際の集客を図るためのコンテンツ作成
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設の宿泊者増につながる海外向け魅力発信・認知度向上、
広報用素材の作成

【 対 象 者 】 地方公共団体、DMO、地域協議会等

○ 寺泊（宿坊）
既に日本人向けに運営がされている宿坊の館内設備等のインバウンド対応

整備を支援
【宿坊のインバウンド化】 （補助率：１／２）
インバウンド・富裕層向け滞在環境整備

【体験コンテンツのインバウンド化】（補助率： １／２ ）
写経、座禅、茶礼等 体験コンテンツの造成、多言語化、モニターツアー

実施

●事業実施主体：地方公共団体、DMO、地域協議会等

○ 海外に向けた魅力発信・認知度向上
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設への実際の集客を図るための

コンテンツ作成
【海外に向けた魅力発信・認知度向上】
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設の宿泊者増につながる
海外向け魅力発信・認知度向上、広報用素材の作成

事業イメージ

①海外向け魅力発信

コンシェルジュ多言語対応支援

②広報用素材作成

地域資源を活用した、観光
コンテンツの発掘・磨き上
げ・インバウンド化

○ 城泊
既に城泊の取組を実施中又は具体的に計画をしている城泊の磨き上げとイン

バウンド対応強化を支援
【城泊（キャッスル・ステイ）のインバウンド化】（補助率：１／２）
インバウンド・富裕層向け滞在環境整備

【体験コンテンツ造成・インバウンド化】（補助率： １／２ ）
城主体験、侍体験、グランピング等 体験コンテンツの造成、
多言語化、モニターツアー実施

●事業実施主体：地方公共団体、DMO、地域協議会等

○ 城泊・寺泊専門家派遣
城や寺をインバウンド向け宿泊施設として利活用することに意欲がある実施

主体に向けて、自治体・地域住民への理解の促進や宿泊施設化を進めるコンサ
ルティングを目的として専門家を派遣

インバウンド化に伴うリフォーム、滞在環境整備

「城泊・寺泊専門家派遣」の実施

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

新規

69



重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なま
ちづくりを実現する。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁文化資源活用課 TEL: 03-6734-2834

【事業イメージ】

【 支 援 内 容 】

（１）伝統的建造物群の保存・対策、防災対策に係る調査
（２）修理
重要伝統的建造物保存地区内の建造物等について、保存修理、修景、耐震改修、情報発信を実施し、

重要伝統的建造物群保存地区の価値の維持と向上を図るとともに、積極的な利用を推進。
（３）防災施設等
重要伝統的建造物群保存地区の防災施設設置等

（４）買上
重要伝統的建造物群保存地区内の建造物、土地の公有化

（５）公開活用事業
重要伝統的建造物群保存地区内の公開活用に資する設備の整備等。

参考資料を参照

【 対 象 者 】 市町村

○伝統的建造物群基盤強化
令和２年度予算案額：
1,799百万円

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）
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文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、
便益、管理のための施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地
域の活性化を図る。

【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【連絡先】 文化庁文化資源活用課 TEL: 03-6734-2834

【 支 援 内 容 】

（１）根本修理
（２）維持修理
（3）特殊修理
（4）保存修理（近現代建造物）
（5）情報発信

修理時期を捉えた修理現場の公開等
（6）公開活用事業

文化財を分かりやすく解説する説明板や情報機器の設置、展示、便益、管理のための施設・設備の整備等
（７）周辺環境の整備

参考資料を参照

【 対 象 者 】 文化財の所有者、管理団体など（詳細は要項を参照のこと）

○国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業

【事業イメージ】

令和２年度予算案額：
11,563百万円

Ⅲ－2．特に…歴史・文化を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）
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○「農泊」の推進

Ⅲー３．特に・‥農林水産業を活かしたい！ （ソフト＆ハード事業）

令和２年度予算案額：

５，０３８百万円

＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
【１の事業】
○ 事業実施主体
地域協議会、地域協議会の連合体、DMO等

○ 事業期間 ２年間等
○ 交付率 定額（上限500万円/年等）

【２①の事業】
○ 事業実施主体 市町村、地域協議会の中核法人等
○ 事業期間 ２年間 ○交付率 1/2
（上限2,500万円、5,000万円、１億円）
（活性化計画に基づく事業）
○ 事業実施主体 都道府県、市町村、農林漁業者の

組織する団体等
○ 事業期間 原則３年間 ○交付率 1/2等
【２②の事業】
○ 事業実施主体 地域協議会と地域内の農家民泊経営者等との連携体
○ 事業期間 １年間 ○交付率 1/2（上限1,000万円/経営者、5,000万円/地域）

【３の事業】
○ 事業実施主体 民間企業、都道府県等
○ 事業期間 １年間
○ 交付率 定額

地域の食材を
活用したメニュー作り

地域資源を活用した
体験メニューの開発

古民家を活用した滞在施設 廃校を改修した大規模滞在施設

インバウンド受入環境の整備

トイレの洋式化Wi-Fi環境の構築多言語への対応

課題に応じた専門家の派遣・指導

＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．農泊推進事業
○ 国内外の旅行者の農山漁村地域への呼び込みを促進し、地域の活性化を図るため、農泊の推進体制構築や魅力ある
観光コンテンツの磨き上げ、インバウンド受入環境の整備、専門人材の確保、農家民泊の農家民宿への転換等を支援

２．施設整備事業
① 古民家等を活用した滞在施設や体験・交流施設、活性化計画に基づき農泊に取り組む地域への集客力を高めるための
農産物販売施設など、農泊を推進するために必要となる施設の整備を支援（市町村・中核法人実施型）
② 地域内で営まれている宿泊施設の質の向上のため、インバウンドを含む個人旅行者等の多様なニーズに合わせた宿泊施設
の改修を支援（農家民泊経営者等実施型）

３．広域ネットワーク推進事業
○ デジタル情報を活用した戦略的な国内外へのプロモーションや大規模展示会への出展・商談会の開催、農泊を推進する
上での課題を抱える地域に対し、ワンストップで課題に応じた専門家派遣・指導を行う取組等を支援

国

地域協議会等
定額

＜事業の流れ＞

（１の事業）

中核法人等
1/2

民間企業等
定額

（３の事業）

地方公共団体
交付 1/2等 農林漁業者の

組織する団体等
1/2 地域協議会と地域内の

農家民泊経営者等との連携体 （２②の事業）

（２①の事業）

＜対策のポイント＞
「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる地域を創出し、都市と農山漁村との交流や増大するインバウンド需要の呼び込

みを促進することで農山漁村の所得向上と地域の活性化を図るため、地域による実施体制の整備や観光コンテンツの磨き上げ、
滞在施設等の整備等を一体的に支援するとともに、戦略的な国内外へのプロモーションや地域が抱える課題解決のための専門
家派遣等を支援します。
＜政策目標＞
○ 都市と農山漁村の交流人口の増加（1,450万人［令和２年度まで］）
○ 「農泊」をビジネスとして実施できる体制を持った地域の創出（500地域［令和２年まで］）
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○構造改革特区制度

構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。【 概 要 】

【 対 象 事 業 】

【 支 援 内 容 】 構造改革特別区域計画で実施できる特定事業は、構造改革特別区域基本方針の別表１に記載されている
特例措置のとおり。
＜観光地域づくりに関連した特例措置＞※令和元年１２月現在

○特定農業者による特定酒類の製造事業【特定事業番号707(708)】
農家民宿等を営む農業者が、自ら生産した米又は果実を原料とした濁酒（いわゆる「どぶろく」）又は果実酒
を製造するため、濁酒又は果実酒の製造免許を申請した場合には、一定の要件の下、最低製造数量基準
（現行６キロリットル）を適用しない。

○特産酒類の製造事業【特定事業番号709(710､711)】
地域の特産物である農産物等を原料とした単式蒸留焼酎、果実酒、原料用アルコール又はリキュール（以
下「特産酒類」という。）を製造するため、特産酒類の製造免許を申請した場合には、最低製造数量基準を、
単式蒸留焼酎又は原料用アルコールにあっては適用除外、果実酒にあっては２キロリットル、リキュールに
あっては１キロリットルとする。

○地域の特性に応じた道路標識設置事業【特定事業番号1218】
案内標識及び警戒標識の寸法、並びに案内標識に表示する文字の寸法を二分の一まで縮小することを可
能とする。

○地域限定旅行業における旅行業務取扱管理者の要件緩和事業【特定事業番号1226】
地域の旅行業務取扱管理者に他業種との兼任を認める。

構造改革特別区域計画の記載事項は以下のとおり。
○構造改革特別区域計画の作成主体の名称、意義、目標
○構造改革特別区域の名称、範囲、特性
○構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果
○特定事業の名称

【支援イメージ】

【連絡先】内閣府 地方創生推進事務局 構造改革特区担当 TEL: 03-5510-2159、2466

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！

構造改革特区制度の流れ（構造改革特別区域法）

＜企業・地方公共団体・NPO等、誰でも提案可能＞

規制の特例措置について
提案

構造改革特別区域計画
の実施

＜地方公共団体＞

＜国＞

構造改革特別区域計画の認定
１，３３６件の特区を実現（現在４２７）

評価・調査委員会による評価
（地域を限定した規制の特例措置の

全国化の可否を検討）

＜地方公共団体＞

各省庁と調整し、対応方針を特区
本部決定※、基本方針の閣議決定

７５３件の規制改革を実施
・構造特区で対応した数（１９９件）
※拡充分(44件)を含めない数

・全国的な規制改革で対応（５５４件）
（特例措置成立後）

※ 内閣総理大臣を本部長、全閣僚をメンバー
とする構造改革特別区域推進本部にて決定。構造改革特別区域計画

の作成・申請

令和２年度予算案額：

７．９百万円
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～目次～

■観光地域づくり相談窓口（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82
[地方自治体やＮＰＯ団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組を支援し、観光による地域の活性化を図るた
め、観光地域づくりの取組について地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、観光庁内及び地方運輸局等に「観光
地域づくり相談窓口」を開設。] 

■地方創生萬相談窓口（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・83
[まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の自立的な取組を積極的に

支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、相談体制を構築。] 

■広域周遊観光促進のための観光地域支援事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84
[訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、調査・戦略策定からそれに基づく滞在コンテンツの充実、広域周
遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモーションといった、地域の関係者が広域的に連携して観光客の来訪・滞
在促進を図る取組に対して総合的な支援を行う。] 

■広域周遊観光促進のための「ＤＭＯネット」活用推進事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・85
[観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツールである
「DMOネット」を地域に提供する。]

■JAPANブランド育成支援等事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・･・・・86
[中小企業者等が行う、市場ニーズに対応した新商品・サービス開発やブランディング等の取組に対して支援する。]

■不動産特定共同事業に係る人材育成等（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･・・・87
［公的不動産等の証券化に関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築、空き家等の再生や公的不動産の活用に

向けた不動産証券化のモデル事業支援等］

■テーマ別観光による地方誘客事業（国土交通省 観光庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・88
［国内外の旅行者の満足度向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、郷土食や温泉地、星空鑑賞など、全国各地に

点在する共通のテーマを観光資源として情報発信することが必要であることから、それぞれの拠点をネットワーク化し、
情報発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。］

■地域観光資源の多言語解説整備事業（国土交通省 観光庁）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・89
［訪日外国人旅行者の滞在満足度向上や滞在時間の増加を促すため、訪日外国人が訪れている観光地・観光資源に
対して専門人材を派遣し、分かりやすく魅力的な多言語解説文の作成等を支援する。］

■ナイトタイム等の活用による新たな時間市場の創出（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・90
［一定のエリアで、日中限られた時間しか活用されていない地域の観光資源を夜間・早朝においてフル活用し、地域で面的
にナイトタイム/モーニングタイムの活用に取り組むものを総合的に支援することで、訪日外国人旅行消費額の増加や滞在
期間の延長につなげる。］

■宿泊施設の生産性向上推進事業（国土交通省 観光庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91
［業務効率化や施設間連携による生産性向上の取組みを支援し、宿泊施設の経営力向上や集客力向上を図る。］

■伝統的工芸品産業支援補助金（経済産業省）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92
［ 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」第２条に基づき指定を受けた伝統的工芸品を対象とし、伝統的工芸品を製造
する協同組合等が、同法の規定により経済産業臣の認定を受けた各種事業計画に基づき実施する、後継者育成や需要
開拓・意匠開発等の取組を支援する。 ］

■食によるインバウンド対応推進事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・93
［地域特有の食とそれを支える農林水産業や景観等を活用して訪日外国人をもてなす地域の取組をブランド化し、海外に
情報発信する取組を支援。］

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！（ソフト事業）

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）

よろず

新規

新規
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■「スポーツ資源」を活用したインバウンド拡大の環境整備（文部科学省 スポーツ庁）･･・・・･・・・・・・・･94
［地域資源とスポーツを掛け合わせたコンテンツの造成や磨き上げ、環境整備等を行うとともに、先進的に武道ツーリズム

を推進する団体の取組をモデル的に調査・研究・分析し、横展開を図る。人・物・施設等の資源情報データベースの
構築や新たなプロモーション等を実施する。］

■スポーツによるまちづくり・地域活性化活動支援事業（文部科学省 スポーツ庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・95
［地方公共団体、スポーツ団体、民間企業（観光産業、スポーツ産業）等が一体となり、地域活性化に取り組む組織である
「地域スポーツコミッション」等が行うスポーツツーリズム等の活動を支援する。］

■ローカル10,000プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金）（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96
［産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援。ローカル10,000プロジェクト」の更
なる展開を図るため、引き続き、国の重要施策と連動した事業の重点支援を行う。］

■クルーズの更なる寄港促進を通じた地域活性化事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・97
［上質かつ多様な寄港地観光を促進し、クルーズ旅客の満足度向上及びクルーズ船の更なる寄港促進を通じた地域活性化

に寄与よる取り組みを支援する。］

■国立公園におけるグランピング等促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・98
［訪日外国人旅行者の地域での滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能な発展に寄与する
ことを目的とし、国立公園における上質な宿泊体験、アクティビティ、食事等を組み合わせたグランピング事業を支援する。］

■国立公園における地場産品等の提供促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・99
［訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能な発展に寄与
するために、日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等を支援する。］

■国立公園等資源整備事業費補助金（野生動物観光促進事業）（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100
［野生動物への配慮等を満たした世界水準の野生動物観光を促進し、ひいてはインバウンド拡大による地域経済の持続可

能な発展に寄与することを目的とする事業を支援する。］

■JETプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）（総務省 （一財）自治体国際化協会）・・・・・101
[外国青年を日本に招致し、地方公共団体において観光振興・国際交流業務や小中高校での外国語指導等に活用。] 

■外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・102
[市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、地域力を高める取組に
要する経費を特別交付税の対象とする。] 

■地域おこし企業人交流プログラム（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・103
[市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の向上等につなげる

取組に要する経費を特別交付税の対象とする。] 

■地域おこし協力隊（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・104
［都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団体が「地域おこし協力
隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、
農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組に要す
る経費を特別交付税の対象とする。］

■広域周遊観光促進のための専門家派遣事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・105
[日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体へ、インバウンド観光に関する専門家を派遣し、訪日外国人旅行者の
広域周遊観光促進に向けた地域の取組を支援する。] 

■観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の改革（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・106
[全国各地で世界的な競争力を有する魅力ある観光地域づくりを促進するため、全国の優良な観光地域づくり法人の体制を
強化し、国と観光地域づくり法人が連携し、訪日グローバルキャンペーン等に活用できる優良なコンテンツの造成を推進。] 

■地域通訳案内士制度の拡充（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・107
[多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた地域通訳案内

士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。］

Ⅰ－２．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

新規

新規

新規

新規
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新規

■地域の観光資源を活用したプロモーション事業（国土交通省 観光庁）・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・119
[地方運輸局・沖縄総合事務局が、地方（自治体及び観光関係団体等）と広域に連携し、地域の観光資 源等を海外に発信し、
外国人旅行者の誘客を加速させる。] 

■インフラツーリズム（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・120
[橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフラツーリズムポータルサ
イトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会や民間事業者が催行するツアーなど、幅広く情
報発信することにより地域活動を支援する。また、ツアーの企画・催行について相談を受け付ける。]

■観光産業における人材の確保・育成事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・108
［ 「地域の観光産業を担う人材」の確保・育成を図るとともに、観光産業における専門能力の習得を目的としたモデルカリ
キュラム策定等を行い、観光教育の充実についても促進を図る。］

■プロフェッショナル人材事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・109
［潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦

略を実現するプロフェッショナル人材の採用を支援する。］

■地方創生カレッジ事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・110
［地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを、ｅラーニング形式等で幅広く提供するほか、web上での連携・交流を通

じて、地域における地方創生人材の育成・確保に繋げていく取組。観光・DMOに関連する講座も多数提供している。］

■文化芸術創造拠点形成事業（文部科学省 文化庁） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・111
[地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、多様で特色ある文化芸術の振興を図り、ひ

いては地域の活性化に寄与することを目的とし、2020東京大会とその後を見据え、地方公共団体が主体となって取り組む
文化芸術事業を支援する。]

■博物館を中核とした文化クラスター推進事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・112
［地域の歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等の魅力発信、観光振興、多言語化や開館時間の延長、ユニークベニューの

促進など、博物館を中核とした文化クラスター創出に向けた地域文化資源の面的・一体的整備の支援。］

■国際文化芸術発信拠点形成事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・113
[地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその後を見据えた効果的な対外
発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する取組を支援する。]

■エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業（環境省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・114
[国立公園等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材
育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。]

■生物多様性保全推進支援事業（環境省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・115
［地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土全体の生物
多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。］

■地域IoT実装・共同利用総合支援（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・116
[地域におけるAI・IoT等の革新的技術を活用したサービスの実装を推進するため、 計画策定支援、人的支援、初期投資等

に対する補助等を地方公共団体等に対して総合的に実施。]

■地域オープンデータ推進事業（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117
［地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、地方公共団体におけるオープ
ンデータの取組を支援する。］

■観光地域づくり法人による宿泊施設等と連携したデータ収集・分析事業（国土交通省 観光庁）・・・･････・118
［地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを観光地域づくり法人（DMO）に集約するためのプラットフォーム

を構築し、観光地域づくり法人がデータを分析した上で、戦略を策定し、地域の観光関連事業者へ提供する取組を支援。］

Ⅰ－4．特に…エコツーリズムの取組をしたい！（ソフト事業）

Ⅰ－5．特に…ＩＴを活用したい！（ソフト事業）

Ⅱ 地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）

新規

Ⅰ－３．特に…文化・芸術関係の取組をしたい！（ソフト事業）

新規
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■訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・121   
［訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、観光地及び公共交通機関におけるストレスフリーで快

適に旅行できる環境を整備するため、地方自治体や観光地域づくり法人（DMO）、旅館・ホテル、交通事業者その他の民間
事業者等が行う、多言語での観光情報提供機能の強化、無料Wi-Fiサービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、バリ
アフリー化の推進等に関する個別の取組を支援する。］

■公共交通利用環境の革新等（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・122
［旅行者の来訪が特に多い観光地等に至るまでの公共交通機関の利用環境を刷新するため、外国人旅行者のニーズが
特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に進め、
シームレスで一貫した世界水準の交通サービスを実現する。］

■官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123
[地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施することにより、観光振興

等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。]

■国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・124
［スキー・スノーボードを楽しむ訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確

に取り込むため、インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形
式のための取組を促進する。］

■離島活性化交付金（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･125
[離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のための仕掛けづく

り及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。] 

■海洋周辺地域における訪日観光の充実・開拓及び魅力向上事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・126
［訪日観光のポテンシャルを有している海洋周辺地域において、海や島々に関する観光コンテンツの磨き上げや受入環境整

備を一体的に行う取り組みを支援する。］

■ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の「まちあるき」の満足度向上（国土交通省）・・・・・・・127
[公共交通機関の駅等から個々の観光スポットに至るまでの散策エリアについて、ICTも活用して、多言語案内標識や無料
エリアWi-Fiの整備、域内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレス決済対応等のまちなかにおける面的な取組や、これらと一
体的に行う外国人観光案内所や「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源の活用等を集中的に支援し、「まちある
き」の満足度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る。] 

■地域再生制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128
[地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の

活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域再生計画の認定
等を行う。]

■地方創生推進交付金（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・129
[地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先導的な事業のうち、
地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接交付することにより、安定的かつ継続
的に支援する。 ]

■中心市街地活性化制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・130
[中心市街地の活性化に関する基本理念の創設、市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣による認定制度の創設、支

援措置の拡充、中心市街地活性化本部の設置等の所要の措置を講ずることにより、中心市街地における都市機能の増進
及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。]

■地域公共交通確保維持改善事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・131
[地域の特性に応じた生活交通の確保維持、快適で安全な公共交通の構築、地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画

策定等の後押し等、持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向けた取組を支援する。 ]

■かわまちづくり支援制度（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・132
[地域の景観、歴史、文化及び観光という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や民間事業者、地
元住民との連携の下で立案された実現性の高い河川や水辺の整備・利用計画による、良好なまち空間と水辺空間形成
の円滑な推進を図る。 ]

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

新規
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■街なみ環境整備事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・133
[住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び町づくり協定を結んだ住民が協力して、住宅、地区施

設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区を形成する。 ]

■地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進事業（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134
[地域の計画と連携し、自動車運送事業者等による次世代自動車への買い換え促進等を図るため、次世代自動車
の導入を行う者に対し、普及の段階に応じた支援を行う。 ]

■国立公園核心地利用施設上質化事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135
［国立公園の優れた自然景観を眺望する利用施設の滞在環境の上質化を図るための再整備を支援する。］

■国立公園等多言語解説等整備事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・136
［国立公園等の案内板や展示物における多言語解説の媒体整備を支援する。］

■国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・137
［国立公園内の利用拠点における滞在環境の上質化に係る計画策定及び当該計画に基づく利用拠点上質化整備等を行うこ

とにより、外国人訪問者の国立公園での体験滞在の満足度を向上させる事業に対する補助。］

■国立公園利用促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・138
［国立公園の利用の促進を図るためのデジタル展示の整備について支援する。］

■自然環境整備交付金事業・環境保全施設整備交付金事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139
[地方公共団体が行う国立・国定公園の整備、長距離自然歩道の整備、長寿命化対策などを支援し、地域の特性を生かし
た自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を行う。 ]

■歴史的風致維持向上計画の認定制度（文部科学省、農林水産省、国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・140
[地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造物及びその
周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境を「歴史的風致」と定義し、歴史的風致の維持及び向上
に関する施策を総合的かつ計画的に講じるため、市町村が作成した歴史的風致維持向上計画に対し、国が認定を行うこと
により、地域の主体的な取組みを集中的に支援。]

■文化資源を活用したインバウンドのための環境整備（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・141
[文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け、より魅力あるものにすべく“磨き上げ”る取組を支援し、
観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進めるとともに、先端技術を駆使した効果的な発信を行い、観光振興・地域経済
の活性化の好循環を創出する。] 

■城泊・寺泊による歴史的資源の活用（国土交通省 観光庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・142
[城や社寺を日本ならではの文化が体験できる宿泊施設として活用し、地方での長期滞在や旅行消費額の増加を目指すべく、
宿泊施設のインバウンド・富裕層向け滞在環境整備、体験コンテンツの造成、多言語化、コンシェルジュ対応の充実を図る。] 

■伝統的建造物群基盤強化（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143
［重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくりを実現
する。］

■国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業（文部科学省 文化庁）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144
［文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、管理のため
の施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性化を図る。］

■「農泊」の推進（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・145
［「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる地域を創出し、都市と農山漁村との交流や増加するインバウンド需要の呼び込
みを促進することで農山漁村の所得向上と地域の活性化を図るため、地域による実施体制の整備や観光コンテンツの磨き
上げ、滞在施設等の整備等を一体的に支援するとともに、戦略的なプロモーションや地域が抱える課題解決のための専門家
派遣等を支援。]

新規

Ⅲ－１．特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－２．特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

新規
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■構造改革特区域制度（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・146
[構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。]

Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！
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施 策 名 観光地域づくり相談窓口

予算案額(百万円) －

区分
(新規・継続・変更)

継続

根拠法令等 －

概 要

近年、各地域において、地方自治体やNPO団体などのさまざまな主体による観光地域づくりの取組
が積極的に進められている。こうした活動を支援し、観光による地域の活性化を図るため、観光地
域づくりの取組について地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、平成20年4月より、観光
庁内及び地方運輸局等に「観光地域づくり相談窓口」を開設している。

対 象 者 自治体、NPO、民間事業者等

対象事業

相談内容に応じ、事例集などによるアドバイスや、農林水産省農村振興局や中小企業庁経営支
援部など、国土交通省に留まらず他省庁が実施しているものを含めた観光に関する支援メニュー
の紹介を行い、関係省庁や部局へ橋渡しを行う。その後も、状況に応じて適切なフォローを実施。

なお、相談窓口では、全国を10のエリアに分け、エリアごとの担当が相談に対応。

支援内容

【相談事例】

観光地域づくり事例の紹介

自治体で観光戦略を作成するので、地域のイベントなどで成功例があれば教えてほしい。
→日本各地で熱意と創意工夫による魅力的な観光地づくりが行われており、このような地域の

取り組みの一部を紹介し、観光地づくりに取り組む方々へ広く参考となるよう事例集（観光地
域づくり事例集）にとりまとめ。

観光庁メールマガジンでの相談事例紹介

実際にご相談いただいた事例の中から参考になるものを観光庁メールマガジンにおいて、順次紹
介。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール

(予定)
－

備 考 10のエリアごとの連絡先は観光庁ホームページに掲載。

連絡先

国土交通省（観光庁） TEL： ０３－５２５３－８３２８

観光地域振興部 FAX： ０３－５２５３－８９３０

観光地域振興課
（観光地域づくり法人支援室）

URL：
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/
madoguchi.html

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 地方創生萬相談窓口

予算案額(百万円) -

区分(新規・継続・変更)
-

根拠法令等 ―

概 要
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定められた地方創生施策の実施に取り組む地方公共団体の自立的な取

組を積極的に支援するため、各地方において、地方整備局及び地方運輸局が連携し、相談体制を構築。

対 象 者 地方創生に取り組む市町村

対象事業

包括的な相談体制

市町村の地方創生の取組を行うに当たっての相談に対し、国土交通省の地方部局（地方整備局及び地方

運輸局）において一元的に対応。

支援内容
国土交通省関連施策について、横断的に対応。他省庁の施策がまたがる取組等に係る相談についても、そ

の相談内容に応じて、関連施策を担当している部局や関係機関への橋渡し、支援メニューを紹介。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先

（地方創生萬相談窓口）
北海道開発局 開発監理部 開発計画課 TEL: 011-736-8325

開発調整課 TEL: 011-709-9216
北海道運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 011-290-2721
東北地方整備局 企画部 企画課 TEL: 022-225-2171
東北運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 022-791-7507
関東地方整備局 企画部 企画課 TEL: 048-600-1329
関東運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 045-211-7209
北陸地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 025-370-6687
北陸信越運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 025-285-9151
中部地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 052-953-8129
中部運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 052-952-8006
近畿地方整備局 企画部 企画課 TEL: 06-6942-4090
近畿運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 06-6949-6409
中国地方整備局 企画部 企画課 TEL: 082-221-9231
中国運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 082-228-3495
四国地方整備局 企画部 広域計画課 TEL: 087-811-8309
四国運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 087-802-6725
九州地方整備局 企画部 企画課 TEL: 092-476-3542
九州運輸局 交通政策部 交通企画課 TEL: 092-472-2315
沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課 TEL: 098-866-1908

運輸部 企画室 TEL: 098-866-1812

よろず

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 広域周遊観光促進のための観光地域支援事業
予算案額(百万円) 761（内数）

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者等の各地域への周遊を促進するため、調査・戦略策定からそれに基づく滞在コンテンツ
の充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモーションといった、日本政府観光局と地域
の関係者が広域的に連携して観光客の来訪・滞在促進を図る取組に対して総合的な支援を行う。

対 象 者
事業計画に位置づけられた事業の実施主体（訪日外国人旅行者のニーズに応える取組を行う観光地域
づくり法人、地方公共団体）
※日本版DMO候補法人を除く

対象事業

各観光地域づくり法人策定の事業計画に位置づけられた訪日外国人旅行者の誘客を目的とする以下の
事業（ただし、地方ブロック毎に開催される連絡調整会議における調整を行ったものに限る）

①調査・戦略策定 ②滞在コンテンツの充実
③広域周遊観光促進のための環境整備 ④情報発信・プロモーション

支援内容
○調査・戦略策定・・・定額
○滞在コンテンツの充実、広域周遊観光促進のための環境整備、情報発信・プロモーション・・・事業費の
1/2。※継続事業については2年目：2/5、3年目：1/3

変更の
ポイント

補助対象事業のうち、観光地域づくり法人が地域における役割分担に基づき取り組む、②滞在コンテンツの充
実(地域の観光資源の磨き上げ) や③広域周遊観光促進のための環境整備（二次交通を含む交通アクセス
の整備、多言語表記等の受入環境の整備）等の着地整備を優先的に支援する。

観光地域づくり法人による④情報発信・プロモーションについては、着地整備を行った上で、日本政府観光局
の海外ネットワークやデジタルマーケティング等のマーケティングツールを最大限活用し、効果的・効率的に実
施するものを優先的に支援する。

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和元年９月末頃～１２月末頃：令和2年度事業計画募集予定

備 考 －

連絡先

国土交通省（観光庁） ＴＥＬ： ０３－５２５３－８３２７

観光地域振興部 ＦＡＸ： ０３－５２５３－８１２２

観光地域振興課

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 広域周遊観光促進のための「DMOネット」活用推進事業
予算案額(百万円) －

区分(新規・継続・変更) －

根拠法令等 ―

概 要
観光地域のマネジメント・マーケティングを「誰でも、簡単に、効率的に」行うことを可能とするシステム・ツール
である「ＤＭＯネット」を地域に提供する。

対 象 者 登録された日本版ＤＭＯ、日本版ＤＭＯ候補法人等

対象事業 ―

支援内容

「ＤＭＯネット」の開発を通じた、
➀日本版ＤＭＯの実施するマネジメント・マーケティング業務を効率化するための各種支援ツールの提供
➁日本版ＤＭＯが必要とする専門業者・専門人材を検索・活用するためのマッチング機能の提供
➂日本版ＤＭＯが他地域の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の先進的取組等の情報を参照できる仕組みの提供

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 観光地域づくり法人支援室 TEL 03-5253-8328

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 JAPANブランド育成支援等事業
予算案額(百万円) １，００３

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
中小企業者等が行う、市場ニーズに対応した新商品・サービス開発やブランディング等の取組に対して支援
する。

対 象 者 中小企業者、民間支援事業者、地域の支援機関 等

対象事業

（１）海外・全国展開型
海外展開や全国展開、インバウンド需要の獲得のために、中小企業者等が行う新商品・サービス開発やブラ

ンディング等の取組に対して支援を行う。

（２）支援事業型
民間支援事業者や地域の支援機関等による、複数の中小企業者を対象とした海外展開や全国展開、イン

バウンド対応への支援に対する支援を行う。

支援内容

（１）海外・全国展開型
補助： 海外・全国展開型 補助上限額：500万円 補助率：2/3 , 1/2

※複数者による共同申請の場合は上限2,000万円

（２）支援事業型
補助：支援事業型 補助上限額：2,000万円 補助率2/3 , 1/2

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

（1）（２）令和２年２月下旬～３月上旬（公募予定）

備 考 －

連絡先 経済産業省 中小企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767

Ⅰ 地域の魅力を向上したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 不動産特定共同事業に係る人材育成等
予算案額(百万円) 13

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

地域の不動産業者による空き家・空き店舗等の遊休不動産をクラウドファンディング等小口の投資資金を活用し
て再生する取組みを促進するため、平成29年に不動産特定共同事業法を改正し、小規模不動産特定共同事
業に係る特例制度等が創設された。
一方で、特に地方においては、空き家等の再生や公的不動産の利活用に当たり、小規模不動産特定共同事業
等の不動産証券化手法に関するノウハウ不足が課題となっていることから、公的不動産等の証券化に関する地
方公共団体・事業者等のネットワーク構築、空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモ
デル事業支援等を行う。

対 象 者
小規模不動産特定共同事業等の不動産証券化手法を用いて、地域の遊休不動産の再生や公的不動産の利
活用に取り組む地方公共団体・事業者等

対象事業
○不動産特定共同事業等の不動産証券化手法を活用した事業
〇専門家によるアドバイザリーの実施により、案件の進捗等が見込まれる事業

支援内容
○公的不動産等の証券化に関する地方公共団体・事業者等のネットワーク構築
○空き家等の再生や公的不動産の活用に向けた不動産証券化のモデル事業支援 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

夏頃に公募・選定後、各種支援を実施

備 考 －

連絡先
国土交通省土地・建設産業局 不動産市場整備課 不動産投資市場整備室
ＴＥＬ：０３－５２５３－８２８９
ＦＡＸ：０３－５２５３－１５７９

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 テーマ別観光による地方誘客事業
予算案額(百万円) ２４

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
国内外の旅行者の満足度の向上と消費活動の拠点の活性化に向けては、郷土食や温泉地、星空鑑賞な
ど、全国各地に点在する共通のテーマを観光資源として情報発信することが必要であることから、それぞれ
の拠点をネットワーク化し、情報発信力の強化や受入体制の整備を図る取組を支援する。

対 象 者
各地域において、共通の観光資源についての取組を、地方公共団体、観光協会、旅行会社等の観光関係
者等、地域資源を活用しようとする関係者で行っており、それら各地域から組織されるネットワーク。

対象事業

本事業において実施できる事業例
１．観光客のニーズや満足度を調査するためのアンケートやモニターツアーに係る費用

観光客のニーズやターゲット層の把握等の基礎調査や満足度を検証し、磨き上げるためのアンケートや
モニターツアーにかかる費用

２．１．の調査結果等を踏まえた旅行客の受入体制強化のための費用
１．の調査結果等から得られた知見を構成団体間で共有するマニュアル作成
交通事業者や宿泊事業者との連携を強化するための会議費用
旅行商品の造成

３．１．の調査結果等を踏まえた情報発信のための費用
共同Webページ、共通パンフレット、共同マップの作成、各種ＰＲ(旅行博等)

４．ネットワーク拡大のための費用
同じテーマを観光資源とする団体や地域の実態把握調査
シンポジウムやセミナーの開催

５．報告書作成のための費用
１．～４．の個別事業に関する報告書作成にかかる費用

ただし、財産が残る可能性がある経費、協議会運営に係る人件費や会議出席等に係る構成員の旅費、
通信料等の経常的な経費は、支援の対象外。

支援内容
上記の対象事業に必要な経費の総額のうち、支援３年目のテーマは５百万円を上限として１０分の５以内の
金額を予算の範囲内で支援する。
なお、上限金額は、前年度の取り組み状況や有識者委員会での判断により増減することがある。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年２月：「テーマ別観光による地方誘客事業」公募開始（継続テーマのみ）。
令和２年４月：有識者によるテーマ選定委員会において選定し、公表（予定）。

備 考
令和２年度は新規テーマの募集は行わない。ただし、既に選定しているテーマについては、継続審査の上引
き続き支援する予定であることから、同一テーマで観光振興を図りたい地域は、協議会を通じて取り組む場
合は支援可能。

連絡先
国土交通省（観光庁） TEL：０３－５２５３－８９２５
観光地域振興部 FAX：０３－５２５３－８９３０
観光資源課
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施 策 名 地域観光資源の多言語解説整備支援事業
予算案額(百万円) １０５０

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者の滞在満足度向上や滞在時間の増加を促すため、訪日外国人が訪れている観光地・
観光資源に対して専門人材を派遣し、分かりやすく魅力的な多言語解説文の作成等を支援する。

対 象 者
観光資源を所有または管理する個人もしくは団体、多言語解説整備を行う地域の自治体、日本版DMO、
日本版DMO候補法人および観光協会など旅行者の誘致に関して観光戦略の仕組み作り・実行を行うことが
できる組織等から構成される地域協議会

対象事業

解説文作成に要する以下の事業

○ 解説文作成に関わる専門人材（英語を母国語とするネイティブライター等）による現地取材
○ 現地取材によって得られた知見を踏まえ多言語解説文の執筆・校閲
○ 自然や日本文化・歴史、観光といった分野に精通する専門家による監修
○ 本事業で作成した英語解説文を元にした中国語解説文の作成

ただし看板設置やパンフレット作成など、作成した解説文の媒体化については支援の対象外。

支援内容

地域協議会が行う解説文作成に必要な経費については、１地域あたり５００万円を目安として、その金額内
において解説文作成を支援する。（ただし、申請書類の内容により、特に必要と判断される地域については、
目安額の上乗せを行う場合がある。）

※500万円の支援額で作成できる解説文点数の目安は、1点あたり2５0ワードの場合、25点程度。
（令和元年度実績）

変更の
ポイント

①実施地域については全国65地域程度を想定。
② 令和2年度事業においては、平成30年度から作成している英語解説文を元にした中国語解説文作成を
推進する。

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和2年1月：支援地域の公募開始
令和2年3月：「分かりやすい多言語解説整備推進委員会」において支援地域を決定（予定）

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁） 観光地域振興部 観光資源課
TEL:03-5253-8925 FAX:03-5253-8930
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施 策 名 ナイトタイム等の活用による新たな時間市場の創出
予算案額(百万円) １，０００

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
一定のエリアで、日中限られた時間しか活用されていない地域の観光資源を夜間・早朝においてフル活用
し、地域で面的にナイトタイム/モーニングタイムの活用に取り組むものを総合的に支援することで、訪日外
国人旅行消費額の増加や滞在期間の延長につなげる。

対 象 者
地方公共団体及び民間事業者等が連携する組織や団体、協議会等
（観光地域づくり法人（DMO） が含まれることが望ましい。）

対象事業

◯ 地域におけるナイトタイム/モーニングタイムの活用に向けた取組方策の実施
地域のナイトタイム/モーニングタイムの活用戦略の策定
集客力のある核となるコンテンツの企画立案、実施方策
夜間・早朝コンテンツ、飲食店、交通手段の多言語発信の方策
夜間も安心して楽しめる店舗認証、見廻り方法の企画・導入方法 等

◯ 地域において「面的」にナイトタイム等の魅力向上が図られるよう、博物館・美術館等や、国立公園等と
いった拠点施設等と他の観光資源を回遊させる取組を実現するための方策の実施 等

文化資源（地域の美術館、博物館、文化財等）の開館時間の延長等の活用方策
自然資源（国立公園、国民公園等）のライトアップ等の活用方策
食・体験型観光コンテンツ（カフェ、ガイドツアー等の活用）の新規開拓や宣伝等の活用方策 等

支援内容

◯ 上記【対象事業】に掲げる方策の実施について、各地域の【対象者】の検討を支援。
◯ 観光庁における調査事業の一環として行うものであるため、調査（方策の実施及びその検討支援等）に

要する経費を国が国費により負担（上限額あり）。

＜国費による調査事業であるため、補助事業・交付金事業ではないことに留意。＞

変更の
ポイント

―

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和元年度中に、観光庁ホームページ等で公募開始を案内予定。

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁） 観光地域振興部 観光資源課
TEL:03-5253-8925 FAX:03-5253-8930
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施 策 名 宿泊施設の生産性向上推進事業
予算案額(百万円) ５８

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

宿泊業においては、他産業と比較して相対的に生産性が低い状況であることに加え、深刻な人手不足が生じ
ている。他方、訪日外国人旅行者の増大など経営環境が変化しており、宿泊施設は、従来の経営ノウハウか
ら脱却する必要がある。

このため、業務効率化や施設間連携による生産性向上の取組みを支援することにより、宿泊施設の経営力
向上や集客力向上を図る。

対 象 者 宿泊事業者

対象事業

①各宿泊施設の生産性向上
組織内における業務量の平準化や、勤務時間の短縮のために有効なマルチタスク導入に向けたシンポジウ

ムを全国各地で実施。

②宿泊施設等の連携による生産性向上
時期によって閑散期が異なる地域内外の宿泊施設等で、労働力を融通させる仕組みの創出に向けたモデ

ル事業を行う。

③宿泊施設が行うべき生産性向上の取組・手順に係るガイドラインの作成
業務改善に取り組む宿泊施設を支援するため、生産性向上の取組・手順に係るガイドラインを作成する。

支援内容 ①～③について、宿泊施設の生産性向上のため、委託事業を実施。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 観光人材政策担当参事官室 ＴＥＬ：０３－５２５３－８３６７
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※章立ては事務局で取りまとめのうえ、整理いたします。

施 策 名 伝統的工芸品産業支援補助金
予算案額(百万円) 363

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 伝統的工芸品産業の振興に関する法律

概 要
「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下「伝産法」）」第2条に基づき指定を受けた伝統的工芸品を対
象とし、伝統的工芸品を製造する協同組合等が、同法の規定により経済産業大臣の認定を受けた各種事業
計画に基づき実施する、後継者育成や需要開拓・意匠開発等の取組を支援する。

対 象 者
国指定伝統的工芸品の製造協同組合等

対象事業

伝産法に基づき大臣認定を受けた3～5年の各種事業計画に沿って実施される事業を対象とします。

支援内容

下記事業について、上限2,000万円を補助。（ ）は補助率。
【振興計画】 後継者育成事業（1/2、2/3以内）、

技術・技法の記録収集・保存事業（2/3以内）、
原材料確保対策事業（2/3以内）、
需要開拓事業（2/3以内）、
意匠開発事業（2/3以内）

【共同振興計画】 需要開拓等共同展開事業（2/3以内）、
新商品共同開発事業（2/3以内）

【活性化計画】 活性化事業（2/3以内）
【連携活性化計画】 連携活性化事業（2/3以内）
【支援計画】 人材育成・交流支援事業（1/2以内）、

産地プロデューサー事業（1/2以内）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

補助金公募期間：2020年１月9日～2月14日
採択公表：2020年４月中旬（予定）

※ただし、補助金を申請するためには遅くとも1ヶ月前までに各種事業計画を窓口となる自治体に提出してい
る必要があります。

備 考 －

連絡先 経済産業省 製造産業局 生活製品課 伝統的工芸品産業室 TEL:03-3501-3544
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施 策 名 食によるインバウンド対応推進事業
予算案額(百万円) 24

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

拡大するインバウンド需要を農山漁村に取り込み、その地域での食体験を通じて、日本の食文化や農山漁
村に愛着と親しみを持ってもらうことが農林水産物・食品の輸出拡大のために重要。このため、地域の「食」の
魅力を磨き上げ、農山漁村の食・食文化を一体的なブランドとして海外へ発信する取組を支援。

対 象 者 民間団体等

対象事業

地域の食・食文化の海外におけるブランド力を強化するため、その地域における農林水産物・食品や食文
化、景観等の魅力を発掘し、地域特有の食のストーリーとともに海外に発信する取組を支援します。

支援内容

補助率：定額

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

２～３月公募予定

備 考 －

連絡先

農林水産省
食料産業局

食文化・市場開拓課
03－6744－2012

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）

93



施 策 名
「スポーツ資源」を活用したインバウンド拡大の

環境整備

予算案額(百万円) １６０

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
インバウンドの地方誘客・消費拡大を更に促進するため、各地域が誇る地域資源とスポーツを掛け合わせたコン
テンツの造成や磨き上げ、環境整備等を行うとともに、人・物・施設等の資源情報データベースの構築や新たなプ
ロモーション等を実施する。

対 象 者 地方公共団体、民間団体

対象事業

（１）インバウンドニーズを踏まえた観光コンテンツ造成・磨き上げ、受入環境整備
･インバウンドの地方誘客・消費拡大を促進、日本のプレゼンス向上を図るため、アウトドアスポーツや
武道を活用した観光コンテンツの造成や磨き上げ、受入環境の整備等

（２）地域資源のネットワークを形成し、資源価値の最大化を図るための体制の構築
地域にある人・物・施設等の資源情報を収集し、見える化されたデータベースを構築するとともに、
データベースを効率的に活用するための手引書作成

（３）デジタルを活用した効果的なプロモーション、最先端技術を活用した疑似体験コンテンツの整備
インバウンド拡大に向けたブランディングを推進するため、デジタルを活用した効果的なプロモーションや
最先端技術（AR・VR等）を活用した疑似体験コンテンツの整備等を行い、観光コンテンツに紐づいた地
方誘客を促進

支援内容
対象事業（１）～（３）について委託事業を実施

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

（１）～（３４）第三者委員会における応募案件の事業評価を踏まえ、委託契約締結予定（時期は未定）

備 考

連絡先
スポーツ庁参事官（地域振興担当） ＴＥＬ：03-5253-4111（内線3931）

FAX：03-6734-3790
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施 策 名 スポーツによるまちづくり・地域活性化活動支援事業
予算案額(百万円) 65

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

地方公共団体、スポーツ団体、民間企業（観光産業、スポーツ産業）等が一体となり、地域活性化に取り組む組
織である「地域スポーツコミッション」が行うスポーツ合宿・キャンプ誘致等の取組を支援するとともに、新たに、東
京2020オリパラ大会等を契機に各地に設立されている官民連携横断的な組織を地域スポーツコミッションへ発
展させるための体制整備を支援する。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

（１）新規地域スポーツコミッションの設立支援
東京2020オリパラ大会等を契機に各地に設立されている官民連携横断的組織を地域スポーツ
コミッションへ発展させるための取組

（２）地域スポーツコミッションの活動支援
「地域スポーツコミッション」が行う「長期継続的な人的交流を図るスポーツ合宿・キャンプ誘致」や
「通期・通年型のスポーツアクティビティ創出」等の取組

支援内容

（１）新規地域スポーツコミッションの設立支援
補助金上限額：２百万円（補助率：定額）

（２）地域スポーツコミッションの活動支援
補助金上限額；５百万円（補助率：定額）

※ 詳細は各事業の公募情報を確認のこと。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

（１）第三者委員会における応募案件の事業評価を踏まえ、７月頃に補助採択予定
（２）第三者委員会における応募案件の事業評価を踏まえ、５月頃に補助採択予定

備 考

連絡先
スポーツ庁参事官（地域振興担当） ＴＥＬ：03-5253-4111（内線3931）

FAX：03-6734-3790
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施 策 名
ローカル10,000プロジェクト

（地域経済循環創造事業交付金）

予算案額(百万円) ９００

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
産学金官の連携により、地域の資源を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援する
｢ローカル10,000プロジェクト｣の推進により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進

対 象 者 民間事業者等に補助金を助成する地方公共団体

対象事業

○地域資源を活かした先進的で持続可能な事業であって、地域経済の好循環に資する事業であること
に加え、以下の要件を満たすもの
・事業の実施により、地方公共団体の負担により直接解決・支援すべき公共的な地域課題への対応
の代替となる事業であること

・他の同様の公共的な地域課題を抱える地方公共団体に対する高い新規性・モデル性があること

※地域金融機関からの融資額が公費による交付額（国費＋地方費）以上となること
※地域金融機関からの融資は、無担保（交付金事業による取得財産の担保設定は除く）・無保証

○地域金融機関から融資を受けて上記事業の立ち上げに取り組む民間事業者等が、事業化段階で必要
となる初期投資費用について、都道府県又は市町村が助成を行う場合に支援

支援内容

・公費による交付額の上限
▶原則2,500万円（地域金融機関の融資額が公費交付額以上であることが要件）
▶融資額（又は出資額）が公費による交付額の1.5倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円
２倍以上の場合は、上限5,000万円

・補助率
▶原則１／２
▶条件不利地域かつ財政力の弱い市町村の事業は２／３、３／４
▶①国等が開発・支援して実証段階にある新技術を活用した事業
②再販防止等の推進
③農林水産物・食品の輸出促進
に関連する事業であって、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、新規性・モデル
性の極めて高い以下の事業については、国費１０／１０により支援

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

毎月10日申請締め切り、翌月末交付決定

備 考 －

連絡先

総務省地域力創造グループ地域政策課 TEL： ０３－５２５３－５５２３

FAX： ０３－５２５３－５５３０

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 クルーズの更なる寄港促進を通じた地域活性化事業
予算案額(百万円) 1,301百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要

近年のクルーズ旅客は、これまで著名な観光地や免税店等を巡るツアーが多く、旅客の集中による混雑など
の課題が生じている。一方、日本文化や生活等に触れる特色ある寄港地観光に対するニーズの高まりも見ら
れ、新たな客層の開拓やリピーターの確保のためにも、地域の実情に応じた効果的な取り組みが重要である。
このため、上質かつ多様な寄港地観光を促進し、クルーズ旅客の満足度向上及びクルーズ船の更なる寄港
促進を通じた地域活性化に寄与する取り組みを支援する。

対 象 者
（予定）

【対象事業（１）について】
・クルーズ振興のための地域の協議会等 ※
・地方公共団体（港務局含む）

※「クルーズ振興のための地域の協議会等」とは、次の各号に掲げる者によって構成される協議会又は港湾管理者が港
湾施設の管理等を適正かつ確実に行うことができると認めた団体をいう。

一 関係する地方公共団体（港務局含む）
二 地方整備局及び/または地方運輸局（北海道開発局、神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局含む）
三 その他クルーズ振興を通じた地域活性化の取組みに精通する者（観光地域づくり法人（DMO）含む）

【対象事業（２）について】
・地方公共団体（港務局含む）

対象事業
（予定）

（１）上質かつ多様な寄港地観光の促進
① クルーズ船の寄港に伴い生じている課題等を解決するため、当該港湾や背後の観光地における下記の
企画・開発・宣伝及び実施、現地調査、アンケート調査、事業実施結果の整理・分析を支援。

・上質かつ多様なツアーメニューの造成
・寄港地観光の満足度向上・積極的な消費環境の整備
・船内等で行う寄港地観光の消費喚起の取り組み

② 地方来訪、滞在促進による消費拡大に資する地方発着クルーズの商品造成に向けた企画・開発・宣伝
及び実施、現地調査、アンケート調査、事業実施結果の整理・分析を支援。

・地方発着フライ＆クルーズの商品造成
（２）クルーズ船の更なる寄港促進
当該港湾において、寄港するクルーズ船の更なる大型化に対応するための船舶航行の安全性の検証を支援。

支援内容
（予定）

予算の範囲内で各事業の１／２以内

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

未定

備 考 －

連絡先
国土交通省 港湾局 産業港湾課 クルーズ振興室 TEL 03-5253-8673

海事局 外航課 TEL 03-5253-8619

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 国立公園におけるグランピング等促進事業
予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者の地域での滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能な

発展に寄与することを目的として、国立公園における上質な宿泊体験、アクティビティ、食事等を組み合わせ
たグランピング事業を支援するもの。

対 象 者
民間事業者、地域協議会等

※詳細については今後公表予定の公募要領等を参照願います。

対象事業

国立公園におけるグランピング等の推進のため、事業立ち上げやトライアル実施等に係る経費の補助
①インバウンド促進に向けた事業計画策定
②テストマーケティング・ファムトリップの実施
③グランピング等実施に向けた必要資材等のレンタル

（移動式トイレ・発電機等を想定）
④アクティビティや二次交通の構築等の体験環境の整備

(ツアーコンテンツ造成に係る経費、レンタルサイクルシステムの試行的な実施に係る経費など）
⑤インバウンド受け入れ体制の拡充

（パンフレットの多言語化、キャッシュレス化支援など）

支援内容 交付対象経費の1/2を助成（予定）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先

令和２年５月～７月頃に公募開始予定

環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6693）

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名 国立公園における地場産品等の提供促進事業
予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させ、インバウンド拡大による地域経済の持続可能
な発展に寄与するために、日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等を支援するも
の。

対 象 者
民間事業者による協議会等

※詳細については今後公表予定の公募要領等を参照願います。

対象事業

34国立公園において、日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等に係る下記事
業を支援（交付対象経費の １／２ を補助）
①地域一体となった観光商品の開発・高付加価値化に係るコンサルティング、計画策定
②観光商品の開発及び公園事業施設（ホテル、売店）等における販売体制構築
③多言語での暮らしや文化、歴史の紹介、キャッシュレス化
④体験プログラムの実施
⑤売り上げ還元の仕組み構築

支援内容 交付対象経費の1/2を助成（予定）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先

令和２年５月～７月頃に公募開始予定

環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6693）

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名
国立公園等資源整備事業費補助金

（野生動物観光促進事業）

予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
野生動物への配慮等を満たした世界水準の野生動物観光を促進し、ひいてはインバウンド拡大による地域

経済の持続可能な発展に寄与することを目的とする事業を支援

対 象 者 民間事業者、地方公共団体等

対象事業

訪日外国人を対象とした野生動物観光のツアーコンテンツの開発・改善、プロモーションコンテンツの作成・
展開に関する事業

①プロモーションコンテンツの作成
・ターゲット国に特化したプロモーションコンテンツの作成及び発信
・既存のツアー、または開発を想定するツアーの海外におけるニーズ調査 等

②プロモーションの展

・海外メディアの招聘。

・ターゲット国における観光の見本市や旅行博等への出展 等

③ツアーコンテンツの開発・改善（※開発・改善したツアーの実施を含めた事業計画の提出が必要）

・保全活動を組み込む等の付加価値の高いツアーコンテンツづくり

・ファムトリップ等による現在のツアーコンテンツの問題点の洗い出しとその改善

・外国語による案内等の受け入れ体制の整備

・野生動物観光を促進するための必要なルールの作成 等

支援内容 補助額：事業費の50％

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

４月頃に補助事業者の公募開始予定

備 考 －

連絡先

環境省
自然環境局
野生生物課
０３－５５２１－８２８２

Ⅰ－１．特に…地域資源を活用したい！（ソフト事業）
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施 策 名
JETプログラム

（語学指導等を行う外国青年招致事業）

予算案額(百万円) 地方交付税措置

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
外国青年を日本に招致し、地方公共団体において観光振興・国際交流業務や小中高校での外国語指導

等に活用

対 象 者 地方公共団体

対象事業

１ 事業概要
地方公共団体は、JETプログラム参加者である外国青年を職員として任用（１年単位、最長５年）し、外

国人としての経験・視点を活かした各種業務に従事させる（昭和６２年度開始、令和元年度で３３年目）。

２ ＪＥＴプログラム参加者の職種
（１）ＣＩＲ（国際交流員）

地方公共団体の観光振興担当部局、国際交流担当部局等で国際交流活動等に従事
（地方公共団体による活用例には、外国人観光客向けパンフレット・ホームページ作成、観光情報の
外国への発信、観光案内等の実績あり。）

（２）ＡＬＴ（外国語指導助手）
教育委員会や学校で、教員等の助手として外国語教育等の職務に従事

（３）ＳＥＡ（スポーツ国際交流員）
地方公共団体におけるスポーツ指導等に従事

３ ＪＥＴプログラム参加者数（令和元年度）
（１）Ｃ Ｉ Ｒ： 514人
（２）ＡＬＴ： 5,234人
（３）ＳＥＡ： 13人

４ ＪＥＴプログラム任用地方公共団体数（令和元年度）
（１）都道府県： ４５団体
（２）市町村等：８６４団体

支援内容

総務省、外務省、文部科学省及び（一財）自治体国際化協会が協力して地方公共団体を支援

＜主な支援内容＞
○在外公館におけるJET参加者募集・選考
○地方公共団体の要望に基づくJET参加者の配置
○オリエンテーション・研修、サポート等の実施
○地方公共団体におけるJET参加者任用経費等（報酬・旅費等）に対する地方交付税措置

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○英語圏ＣＩＲ・ALT：９月中旬 配置要望照会、１月末 要望〆切、８月 各地方公共団体に配置
○中国、韓国等ＣＩＲ・ALT：８月 配置要望照会、１０月 要望〆切、４月 各地方公共団体に配置
○一部英語圏、フランス、ドイツその他の国のＣＩＲ・ALT、全ての国のSEA：

９月 配置要望照会、１２月 要望〆切、８月 各地方公共団体に配置

備 考 －

連絡先
○総務省自治行政局国際室：TEL 03-5253-5527 FAX 03-5253-5529
○（一財）自治体国際化協会JETプログラム事業部：TEL 03-5213-1733 FAX 03-5213-1743

URL http://jetprogramme.org/ja/

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 外部専門家（地域力創造アドバイザー）招へい事業
予算案額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更) ―

根拠法令等 ―

概 要
市町村が、外部専門家（「地域人材ネット」登録者）を招へいして、地域独自の魅力や価値の向上、地域力

を高める取組に要する経費を特別交付税の対象とする。。

対 象 者 定住自立圏構想に取り組む市町村又は条件不利地域をその区域の一部に含む市町村

対象事業

市町村が外部専門家を年度内に延べ10日以上又は5回以上（※１）招へいして、現地指導などに活用し地
域の活性化、地域の課題解決に取り組む事業。

支援内容

○対象市町村：定住自立圏を実施する市町村、
条件不利地域を有する市町村

○財政措置の内容：
地域力創造アドバイザーを年度内に延べ１０日以上又は５回以上（※1）招へいして、

地域独自の魅力や価値を向上させる取組を実施した場合に、市町村に対して特別交付税措置
※1 日帰りの場合は1回あたり6時間以上を確保すること

■ １市町村当たり、以下に示す額を上限額として、３年間
（１市町村につき１回に限る）
◇ 民間専門家等活用 （5,600千円／年）
◇ 先進自治体職員（組織）活用 （2,400千円／年）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
総務省 地域力創造グループ 人材力活性化・連携交流室
ＴＥＬ 03-5253-5392 ＦＡＸ 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域おこし企業人交流プログラム
予算案額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更) ―

根拠法令等 ―

概 要 市町村が、企業の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域独自の魅力や価値の向
上等につなげる取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

対 象 者 地域おこし企業人交流プログラムに取り組む地方自治体

対象事業

市町村が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地
域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事することで、地方自治体と企業が協力して、地方圏へ
のひとの流れを創出できるよう取り組む事業。

（１）この事業における地域おこし企業人は次に掲げる①及び②に該当する者をいう。
① 三大都市圏（国土利用計画（全国計画）（平成20年７月４日閣議決定）に基づく埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう。以下
同じ。）に所在する企業等に勤務する者（三大都市圏に本社機能を有する企業等にあっては、三大都市圏
外に勤務する者を含む。）であること（ただし、入社後２年未満の者は除くものとし、企業等からの派遣の際現
に受入自治体の区域に勤務する者を除く。）。
② ６月以上３年以内の期間、受入自治体に派遣され、地域活性化や定住促進、さらには地方圏へのひと
の流れを創り出すことを目指し、地域独自の魅力や価値の向上、安心・安全につながる業務に従事する者で
あること。

（２）この事業における「派遣元企業」とは、次に掲げる①及び②に該当する民間企業をいう。
① 三大都市圏に所在する企業等であること。
② 本プログラムの趣旨に賛同し、地域おこし企業人を受入自治体に派遣していること。

（３）この事業における「受入自治体」とは、本プログラムの趣旨に賛同して地域おこし企業人を受け入れる意
向を持ち、次に掲げる①又は②のいずれかに該当する地方自治体をいう。
① 定住自立圏に取り組む市町村
中心市宣言済みの中心市又は当該市と定住自立圏形成協定を締結している近隣市町村
② 条件不利地域を有する市町村

支援内容

① 地域おこし企業人の受入れの期間前に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

② 地域おこし企業人の受入れの期間中に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額。
（合計額が５，６００千円を超えるときは５，６００千円を上限）

③ 地域おこし企業人の発案・提案した事業に要する経費
受入自治体が支出した対象経費のうち一般財源の合計額に０．５を乗じて得た額。
（合計額が１，０００千円を超えるときは１，０００千円に０．５を乗じて得た額を上限）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課
TEL 0３-5253-5392 FAX 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地域おこし協力隊
予算案額(百万円) 特別交付税措置

区分(新規・継続・変更)

根拠法令等 ―

概 要

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を地方公共団体が
「地域おこし協力隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・
販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いなが
ら、その地域への定住・定着を図る取組に要する経費を特別交付税の対象とする。

対 象 者 地域おこし協力隊に取り組む地方自治体

対象事業

（１）この事業における地域おこし協力隊員とは、以下に該当する者をいう。
① 地方自治体から、委嘱状の交付等による委嘱を受け、地域協力活動に従事する者であること。
② ①の委嘱に当たり、地方自治体が、その対象者及び従事する地域協力活動の内容等を広報誌、ホーム

ページ等で公表していること。
③ 地域協力活動を行う期間は、おおむね１年以上３年以下であること。
④ 生活の拠点を３大都市圏をはじめとする都市地域等から過疎、山村、離島、半島等の地域に移し、住民

票を移動させた者であること。したがって、同一市町村内において移動した者及び委嘱を受ける前に既に当
該地域に定住・定着している者（既に住民票の移動が行われている者等）については、原則として含まないも
のであること。ただし、「地域おこし協力隊員」であった者（同一地域における活動２年以上、かつ解嘱１年以
内）又は語学指導等を行う外国青年招致事業（以下「JETプログラム」という。）を終了した者（JETプログラム
参加者としての活動２年以上、かつJETプログラムを終了した日から１年以内）で、３大都市圏外の全ての市
町村及び３大都市圏内の条件不利地域に生活の拠点を移し、住民票を移動させた者は含めることとする。

なお、委嘱の方法、期間、名称等は、地域の実情に応じて弾力的に対応することで差し支えない。

（２）この事業における地域協力活動とは、地域力の維持・強化に資する活動をいい、おおむね次に例示する
ものとするが、その具体的内容は、個々人の能力や適性及び各地域の実情に応じ、地方自治体が自主的な
判断で決定するものである。

支援内容

① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費
隊員１人あたり400万円上限
・ 報償費等200万円〔※〕
・ その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、

定住に向けた研修等の経費など）200万円
※ 地域協力活動に不可欠であり専門性の高いスキルや経験を有する隊員又は辺地等の著しく交通

条件等の悪い不便な地域における地域協力活動に従事する隊員については、報償費等について
250万円を上限とする。この場合においても、地域おこし協力隊員１人あたり400万円を上限とする。

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費
最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限

➂-１ 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費
１自治体あたり200万円上限

③-2 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費
１団体あたり100万円上限

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

12月：基礎数値照会
3月：特別交付税措置

備 考 －

連絡先

総務省
地域力創造グループ
地域自立応援課
TEL 0３-5253-5394
FAX 03-5253-5537

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）

104



施 策 名 広域周遊観光促進のための専門家派遣事業
予算案額(百万円) ７６１（内数）

区分(新規・継続・変更) 継続
根拠法令等 ―

概 要
日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体へ、インバウンド観光に関する専門家を派遣し、訪日外国人
旅行者の広域周遊観光促進に向けた地域の取組を支援します。

対 象 者 日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）、地方公共団体

対象事業

本事業で派遣対象としているものは、訪日外国人旅行者の広域周遊観光促進に関する下記の分野。

・マーケティング ・プロモーション ・Web・ICT ・金融 ・受入環境整備
・外国人対応 ・宿泊 ・交通 ・観光コンテンツの充実 ・旅行商品造成
・食と農 ・観光施設 ・まちづくり ・景観 ・文化財
・芸術・伝統文化 ・地域の取組・体制評価 ・課題発掘 ・観光地域づくり法人(DMO) ・その他

支援内容

○地域等からの推薦により登録した専門家を日本版ＤＭＯ（候補法人を含む）及び地方公共団体へ派遣
○専門家が派遣要請を受けた地域を訪問し、外国人等の目線から助言等を実施
○専門家の派遣に関わる旅費・謝金については、観光庁が負担（上限あり）
○専門家の選定については、事務局（委託事業者）に相談可能

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

派遣実施期間：４月下旬～３月上旬（予定）

備 考 －

連絡先

国土交通省（観光庁）

観光地域振興部 観光地域振興課 広域連携推進室

ＴＥＬ： ０３－５２５３－８３２7 ＦＡＸ： ０３－５２５３－８１２２

Ⅰ－２．外部人材を活用したい！人材育成をしたい！ （ソフト事業）
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※章立ては事務局で取りまとめのうえ、整理いたします。

施 策 名 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の改革
概算要求額(百万円) ７４０

区分(新規・継続・変更) 継続
根拠法令等 ―

概 要
全国各地で世界的な競争力を有する魅力ある観光地域作りを促進するため、（１）全国の優良な観光地域

づくり法人の体制を強化し、（２）国と観光地域づくり法人が連携し、訪日グローバルキャンペーン等に活用でき
る優良なコンテンツの造成を推進する。

対 象 者

（１）世界水準のDMO形成促進事業
補助対象：日本版DMO

（２）訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業
実施主体：地方運輸局（観光地域づくり法人と連携）

対象事業

（１）世界水準のＤＭＯ形成促進事業
➀インバウンドにより地域全体の経済効果を高めるための投資戦略やビジネスモデルを確立するための

外部人材の登用
➁ＯＪＴ派遣や視察、研修・セミナー等の受講による中核人材の育成

（２）訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業
地方運輸局と観光地域づくり法人が連携して、訪日グローバルキャンペーン等に活用できる新たな滞

在型コンテンツを全国各地域に創出することが必要であることから、以下の取組を実施。
○事業対象の地域資源に関する調査
○地域資源を活用したコンテンツの企画・立案
○モデルツアーの実施

支援内容

（１）世界水準のＤＭＯ形成促進事業
補助率：定額（➀上限1,500万円、➁上限５００万円）

（２）訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業
該当事業の実施に必要な経費の総額を予算の範囲内で負担する。

変更の
ポイント

（１）世界水準のＤＭＯ形成促進事業
②観光地域づくり法人の中核人材を対象とした国内で開催される研修・セミナー等の受講要する経費

（受講料、交通費等）を本事業の対象とする。

（２）訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業
日本政府観光局が実施する「Enjoy my Japan グローバルキャンペーン」に加え、JNTOによる新たな訪
日プロモーション事業（アジアにおける大規模キャンペーン展開）に活用することが出来る優良なコンテン
ツ造成も本事業の対象とする。

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

（１）世界水準のＤＭＯ形成促進事業
調査票提出：～令和２年２月１７日（月）まで

（２）訪日グローバルキャンペーン等に対応したコンテンツ造成事業
令和元年９月末頃～１２月末頃：令和2年度事業計画募集予定
令和２年４月下旬に各運輸局等へ示達

備 考 －

連絡先 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 ＴＥＬ：０３-５２５３-８３２８

（様式２）
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施 策 名 地域通訳案内士制度の拡充
予算案額(百万円) ー

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 通訳案内士法

概 要
多様化する外国人観光旅客の需要に的確に対応するため、改正通訳案内士法により全国展開が図られた
地域通訳案内士制度の活用を促し、地域通訳案内士育成等計画の策定を支援する。

対 象 者
地域通訳案内士育成等計画を策定する市町村又は都道府県（複数の自治体が共同する場合を含む）

対象事業

これまで、各特例法に基づいて限定的に認められてきた地域特例通訳案内士制度については、通訳案内
士法の改正により、通訳案内士法に基づく制度として全国展開が図られたところ。改正通訳案内士法（平成
30年1月4日施行）により、地域固有の観光の魅力についての通訳案内に対する外国人観光旅客の需要に
的確に対応するため、市町村又は都道府県は、単独又は共同して、地域通訳案内士育成等計画を策定し、
地域通訳案内士の育成、確保及び活用を図ることができることとなったことから、今般、当該計画の策定を支
援。

※地域通訳案内士とは
地域を訪れる外国人観光旅客に対し、有償で外国語を用いて観光案内を行うことを業とする者。地域通

訳案内士育成等計画に基づき、市町村又は都道府県が実施する地域の特性に応じた研修を受講すること
で資格が付与される。

※地域通訳案内士育成等計画
観光庁長官が定める地域通訳案内士育成等基本指針に基づき、市町村又は都道府県が地域通訳

案内士の育成、確保及び活用を図るために定める計画。
地域通訳案内士制度詳細は下記サイト詳細。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/tsuyaku.html

支援内容
地域通訳案内士育成等計画の策定を希望する自治体に対し、必要な情報提供、技術的な助言を行うほ

か、優良事例の横展開を図るなどの支援を行う。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

希望者の要望により、適宜対応。

備 考 －

連絡先
国土交通省（観光庁）観光人材政策参事官室
TEL:03-5253-8367 FAX:03-5253-1585

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 観光産業における人材の確保・育成事業
予算案額(百万円) １４５

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

観光先進国の実現を目指して、観光産業を我が国の成長に資する基幹産業とするためには、観光産業に携
わる人材が質・量両面において不足している。そのため、「地域の観光産業を担う人材」の確保・育成を図ると
ともに、観光産業における専門能力の習得を目的としたモデルカリキュラム策定等を行い、観光教育の充実に
ついても促進を図る。

対 象 者 宿泊事業者

対象事業

①即戦力となる現場の実務人材（国内人材）の確保・育成
女性・シニア等の人材確保・定着を図るためのモデル事業を、令和元年度は、草津温泉観光協会・
栃木県観光物産協会・乳頭温泉組合の３地域において実施。今後も本取組を継続し、モデル事業に
より得たノウハウを宿泊業界全体に横展開する。

②即戦力となる現場の実務人材（外国人材）の確保・育成

宿泊業における外国人材受入れのための有益な情報、優良事例をセミナーやHPで発信するととも
に、外国人材の大都市集中を防止するための情報把握等に資するシステムの整備を行う。

③中核人材の確保・育成
宿泊業や旅行業等の観光産業従事者を対象とした社会人向け教育プログラムを、令和元年度は、北
陸先端科学技術大学院大学・滋賀大学・愛媛大学・神戸山手大学・信州大学・横浜商科大学の６大
学において実施。今後も当該取組については継続して全国の複数大学において展開する。

支援内容
①～③について、地域の観光産業を担う人材の確保・育成のため、委託事業を実施。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 観光人材政策担当参事官室 ＴＥＬ：０３－５２５３－８３６７

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 プロフェッショナル人材事業
予算案額(百万円) １１９

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
潜在成長力ある地域企業の経営者に対し、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、
その成長戦略を実現するプロフェッショナル人材の採用を支援する。

対 象 者
○地域の中堅・中小企業
○DMO・地域商社などの地方創生を担う推進主体 等

対象事業

○地域企業の成長支援とプロフェッショナル人材の環流実現に取り組むことを目的とし、地域企業が事業の拡
大や革新等のため、プロフェッショナル人材を円滑に採用できるよう支援するもの。

○具体的には、各道府県に整備されている「プロフェッショナル人材戦略拠点」が中心となり、地域企業の経
営者に、新商品開発や新販路開拓などの「攻めの経営」への転身を促し、その成長戦略を実現するためのプ
ロフェッショナル人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、連携する人材ビジネス事業者に人材ニーズを
取り繋ぐことで、プロフェッショナル人材と地域企業とのマッチングを支援する。

支援内容 ○各道府県に整備されたプロフェッショナル人材戦略拠点によるプロフェッショナル人材の採用支援。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

随時

備 考 －

連絡先

○各地域のプロフェッショナル人材戦略拠点
（プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト URL：http://www.pro-jinzai.go.jp/ ）

○内閣府地方創生推進室 TEL：03-6257-1412

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 地方創生カレッジ事業

予算案額(百万円) 282

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを、ｅラーニング形式等で幅広く提供するほか、地域課題
に対応した実地講座を実施。また、web上での連携・交流のほか、地方創生に熱意のある関係者のネット
ワーク拡充を図ることで、地方創生人材の育成・確保に繋げていく取組。観光・DMOに関連する講座も多
数提供している。

対 象 者 観光・DMOに関わる地方公務員や民間事業者等（受講にあたり、特段の制限はありません）

対象事業

─  

支援内容

○「地方創生カレッジ」は、インターネットに接続できる環境であれば、パソコンやタブレット端末、スマートフォン
で、時間や場所の制約なく誰でも受講可能であり、現在、地方創生に関する多様な分野において162講座を
提供している（平成31年３月末時点）。

○地方創生に関係する各分野の第一人者等が講師となり、①地方創生を担う人材が基礎として備えることが
望ましい知識・スキルを学ぶ「基盤編」、②地域のマネジメントや事業創造、観光振興などの地方創生の現場
で求められる専門的知識・スキルを習得する「専門編」から構成。

○観光・DMOに関する講座は20講座。
【観光・DMOに関する提供講座の一例】
・現代経営学研究所（神戸大学）：
「DMO特別講座（フランスなどの海外DMOの事例、DMOの基本的な役割や運営方法等）」
・ビジネス・ブレークスルー大学：
「魅力ある観光地域デザイン（小笠原の事例にみる観光地域デザイン等）」
・日本観光振興協会：
「DMO概論」「国内外のDMOに学ぶ」「DMO特別講座～実践者による最新事例紹介～」
・事業構想大学院大学：
「観光による地域経済循環と観光地域経営 」等
→これらの講座により、地域の観光戦略を策定し、戦略を統合・管理する人材、個別事業の経営に当たる人
材、第一線で中核的に活躍する人材の育成を図る

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 ─

連絡先

「地方創生カレッジ」 ＵＲＬ ： https://chihousousei-college.jp/

（公財） 日本生産性本部 地域経営支援センター

ＴＥＬ ： ０３-３５１１-４０１３
ＦＡＸ ： ０３-３５１１-４０３９
Ｅ-ｍａｉｌ ： college@jpc-net.jp

内閣府 地方創生推進室

ＴＥＬ ： ０３-６２５７-１４１２

Ⅰ－2．特に…外部人材を活用したい！人材育成をしたい！（ソフト事業）
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施 策 名 文化芸術創造拠点形成事業
予算案額(百万円) 1,001

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地方公共団体の文化事業の企画・実施能力を全国規模で向上させるととともに、地方公共団体が主体と

なって取り組む文化芸術事業を支援する。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

地方公共団体が主体となり、地域住民や地域の芸・産学官とともに実施する、地域の文化芸術資源を活用
した取組や、地方公共団体等による文化事業の企画・実施体制を構築・強化する取組

支援内容

○地域の文化芸術の振興に資する取組 補助金上限額：３千万円（補助率１／２）
○地域の文化施策推進体制を構築する取組 補助金上限額：２千万円（補助率１／２）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

今年度中に募集・採択を行う。

備 考 －

連絡先
文化庁地域文化創生本部
暮らしの文化・アートグループ

電話：075-330-6730（直通）
ＦＡＸ：075-561-3511

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名
博物館を中核とした文化クラスター推進事業

予算案額(百万円) １,４９０

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要

地域の歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等の魅力発信、観光振興、多言語化や開館時間の延長、ユニー
クベニューの促進など、博物館を中核とした文化クラスター創出に向けた地域文化資源の面的・一体的整備
の支援。

対 象 者
文化観光拠点となる博物館・美術館等の文化施設
博物館等を中核とした実行委員会等

対象事業

【予定】
①地域の歴史，地域の有形無形文化財や文化・自然資源との連携，地域の人材交流

ア 地域の文化財や文化・自然資源の魅力発信
イ 地域の文化財や文化・自然資源を活用した多様な活動の充実
ウ 博物館の情報発信機能の強化
エ 専門人材の育成・確保

②博物館と地域との連携を推進する外部の専門的人材の活用・確保
ア 地域の文化施設との連携による面的・一体的な企画の実施
イ 博物館クラスター（集積地）としての広報活動

支援内容
予算の範囲内で補助対象経費の２／３（予定）

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

下記連絡先に確認

備 考

連絡先

文化庁 ＴＥＬ： ０３－６７３４－３１４３

企画調整課 FAX： ０３－６７３４－３８２３

メール： kurita@mext.go.jp

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 国際文化芸術発信拠点形成事業
予算案額(百万円) 905

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の文化芸術の力を活用した国際発信力のある拠点の形成により、2020東京大会とその後を見据えた

効果的な対外発信を行い、訪日外国人（インバウンド）の増加、活力ある豊かな地域社会の実現に資する。

対 象 者 地方公共団体、民間企業を含む実行委員会等

対象事業

日本全国で開催されている芸術祭や地方の行事をコアとした文化芸術事業を充実・発展させ、他分野との
有機的な連携を図ることで継続的に世界にアピールできる我が国を代表する国際文化芸術発信拠点を形成
する取組

支援内容

○補助金予定額：総額８．５億円
○支援期間：最大５年間の継続支援

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成30年度から、最大5年間の継続支援を実施（令和２年度の新規募集はなし）

備 考 －

連絡先
文化庁 参事官（芸術文化
担当）付

電話：03-6734-2836
（直通）

ＦＡＸ：03-6734-4857

Ⅰ－３．特に･･･文化・芸術関係の取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業
予算案額(百万円) 28

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 エコツーリズム 推進法第１６ 条

概 要
国立公園や棚田地域等において、自然観光資源を活用した地域活性化を推進するため、エコツーリズム推

進法に基づく全体構想を作成し、原則として3年以内に認定申請を行う方針を有する地域協議会に対して、
魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材育成などの地域のエコツーリズムの活動を支援する。

対 象 者
エコツーリズムに取り組む又は取り組もうとする地域の多様な主体で構成されている地域協議会（市町村の

参加は必須）

対象事業

エコツーリズム地域活性化支援事業（交付金）
エコツーリズムを推進する活動で以下に掲げる事業等を支援。
・エコツーリズム推進全体構想の作成
・エコツーリズムの推進体制の整備、強化
・資源調査
・エコツアーのプログラムづくり
・ガイド等の人材育成 等

支援内容 交付対象経費の1/2を助成（１地域あたりの交付金額は最大で500万円（令和元年度実績））

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

次年度分は1月下旬～2月に募集予定

備 考 －

連絡先

環境省

自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8271

国立公園利用推進室 FAX： 03-3595-1716

Ⅰ－４．特に･･･エコツーリズムの取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 生物多様性保全推進支援事業
予算案額(百万円) 136

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等
■生物多様性基本法第４条、第８条、第１４条、第２１条
■地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律第１４条

概 要
地域における生物多様性の保全・再生に資する活動等に必要な経費の一部を国が交付することにより、国土全体の
生物多様性の保全を図り、自然共生社会づくりを着実に推進する。

対 象 者

１の①～③は地域住民、NPO法人、事業者、地方公共団体、その他の地域における活動団体等により構成される地
域生物多様性協議会等。ただし、①については地方公共団体も対象。
１の⑤は生物多様性地域連携促進法に基づく地域連携保全活動支援センター及び同センターの設置を予定してい
る地方公共団体
２は動物園・植物園・水族館等
３は地方公共団体、NPO法人、企業等。ただし民間組織の場合は、地方公共団体等による事前確認を要する。
４は地方公共団体、地域生物多様性協議会

対象事業

１ 生物多様性保全推進支援事業
下記メニュー①～⑤のいずれか一つ以上に該当する活動
①特定外来生物防除対策

外来生物法に基づく特定外来生物及び指定を検討している種の防除等の対策
②生物多様性保護地域保全再生

自然公園法、自然環境保全法、鳥獣保護管理法など法律等で指定された保護地域における保全再生
③広域連携生態系ネットワーク構築

生物多様性地域連携促進法又は自然再生法に基づく法定計画の作成及び同計画に基づき進められる
広域的な生態系ネットワークの構築、これらの法定計画の策定

④地域民間連携促進事業
生物多様性地域連携促進法に基づく地域連携保全活動支援センターの設置又は運営に係る体制の

構築並びに同センターが実施する、地域・民間に対する連携のあっせん（企業と地域・NPO法人等との
マッチングを含む）、専門家の紹介等の取組

２ 国内希少野生動植物種生息域外保全
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、動植物園等が取り組む種の保存に資する飼

育・繁殖

３ 国内希少野生動植物種保全対策事業
種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、地方公共団体や民間団体が取り組む分布状況

調査・保全計画策定、生息環境改善等の活動

４ 特定外来生物早期防除計画策定支援事業
地域に未侵入や侵入初期の種を対象とした早期発見・早期防除のための地域計画の策定等

支援内容

１ １／２以内
２ 定額補助（１種につき上限2,000千円）
３ 定額補助

分布状況調査及び保全計画検討：上限2,500千円
生息環境改善等：上限1,500千円

４ 定額補助（１件につき上限2,500千円）

変更の
ポイント

・対象事業２及び３については予算的拡充を予定。

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

１～２月に公募を開始、書類選考等による省内審査を踏まえ３～４月に採択内示（予定）。

備 考 ハード事業は対象外

連絡先
環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室
TEL: 03-5521-9108

Ⅰ－４．特に･･･エコツーリズムの取組をしたい！ （ソフト事業）
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施 策 名 地域IoT実装・共同利用総合支援
予算案額(百万円) 550

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域におけるAI・IoT等の革新的技術を活用したサービスの実装を推進するため、 計画策定支援、人的支
援、初期投資等に対する補助等を地方公共団体等に対して総合的に実施。

対 象 者 地方公共団体等

対象事業

(1) 地域IoT実装・共同利用推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
現場における推進体制整備、地域IoT実装の具体的な戦略・計画の策定への支援対象：十分な知見やノウハ
ウ等を有しないために取組が進んでいない地方公共団体

(2) 地域IoT実装・共同利用推進事業
「地域IoT実装推進ロードマップ」（平成28年12月とりまとめ、平成29年５月・平成30年４月改定）における「分
野別モデル」の実装を重点的に推進するとともに、地方公共団体においてＡＩ活用ニーズの高い分野について
は複数の地方公共団体での共同利用での実装を推進するため、IoT等の実装に取り組む地域に対して、初期
投資・連携体制の構築等にかかる経費を補助。（例：観光クラウドシステムの構築等）

⑶ 地域情報化アドバイザー派遣制度
ＩＣＴ/ＩｏＴの知見を有する専門家を派遣し、ＩＣＴ利活用やＩｏＴ実装を促進

支援内容

(1) 地域IoT実装・共同利用推進に向けた調査研究・計画策定支援事業
当省と請負契約した事業者による研修会兼相談会（支援先にて２回、東京にて２回）の開催、テレビ会議や
メール等による随時サポート

(2) 地域IoT実装・共同利用推進事業
事業費の１／２補助（補助額上限2,000万円）

（3） 地域情報化アドバイザー派遣制度
地域が抱える様々な課題を解決するため、ICT/ＩｏＴを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求
めに応じ、ICT/ＩｏＴの専門的な知見やノウハウを有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、ICT/ＩｏＴ利活用
に関する助言等を行う

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

随時、「ICT地域活性化ポータル」にて案内
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/support/index.html

備 考 －

連絡先
総務省

情報流通行政局
地域通信振興課

03ｰ5253ｰ5756

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 地域オープンデータ推進事業
予算案額(百万円) １９９

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の課題解決や経済活性化、行政の高度化等に資するオープンデータを推進するため、地方公共団体に
おけるオープンデータの取組を支援する。

対 象 者 地方公共団体等

対象事業 －

支援内容

地方公共団体におけるオープンデータの取組を支援するため、データの加工・公開などオープンデータ化に
必要な知識・技術を体系的に習得できる研修を全国各地で実施し、地域でオープンデータを推進する地方
公共団体職員の育成等を実施する。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

平成30年度～令和2年度の3カ年事業を予定

備 考 －

連絡先

総務省

情報流通行政局
地域通信振興課

03ｰ5253ｰ5758

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
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施 策 名
観光地域づくり法人による宿泊施設等と連携したデータ
収集・分析事業

予算案額(百万円) 160

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要

地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを観光地域づくり法人に集約するためのプラット
フォームを構築し、観光地域づくり法人がデータを分析した上で、戦略を策定し、地域の観光関連事業者へ
提供する取組を支援し、観光地域づくり法人が中心となって旅行消費の増大やリピーターの確保に資する効
果的な取組を行うための体制を強化する。

対 象 者 日本版ＤＭＯ又は日本版DMO候補法人

対象事業
観光地域づくり法人が、地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを分析した上で、戦略

を策定し、地域の観光関連事業者へ提供する取組の促進を図るためのモデル事業を行う。

支援内容 地域内の宿泊施設、観光施設等における観光客のデータを集約するためのプラットフォームの提供。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

Ⅰ－５．特に･･･ＩＴを活用したい！ （ソフト事業）
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施 策 名 地域の観光資源を活用したプロモーション事業
予算案額(百万円) 870

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

地域の観光資源について熟知している地方運輸局が、自治体や地域の交通事業者等の民間等と広域かつ
機動的に連携して行う訪日プロモーション事業。政府として積極的に取り上げていく観光資源等を、ＪＮＴＯの
ノウハウ等を活用しつつ戦略的なプロモーションを行うことで、魅力ある地域の観光資源を効果的に発信し、
地方部への訪日外国人旅行者の誘客を加速させる。

対 象 者 地方公共団体・観光関係団体、民間企業等

対象事業

【事業内容の例】
(国内で行う事業)

〇海外旅行会社関係者等の招請
〇海外メディア関係者等の招請
〇海外教育関係者等の招請

(国外で行う事業)
〇海外旅行博への出展
〇海外新聞・雑誌等への広告掲載

(国内外で行う事業)
〇外国人向けパンフレット作成 等

支援内容
・旅行博出展、メディア招請、旅行会社招請、共同広告等の事業については、総費用の１/２を上限に負担
・上記事業に付随して行うような印刷物制作等については、総費用の１/３を上限に負担

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

➀ 9月 各運輸局等の連携先に対するブロック説明会、マーケット研究会の開催
次年度計画の募集開始

➁ １１月 次年度事業計画の募集〆切
➂ １２月 各運輸局等は、次年度事業計画を観光庁へ提出
➃ 2月 観光庁・ＪＮＴＯ・各運輸局等による3者合同会議（事業計画の確定）

備 考 －

連絡先

国土交通省
観光庁 国際観光部国際観光課

（TEL）03-5253-8324
（FAX）03-5253-1563

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）
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施 策 名 インフラツーリズム
予算案額(百万円) -

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

橋、ダム、港などのインフラ（社会資本）を観光資源として活用したインフラツアーを紹介するインフラツーリズ

ムポータルサイトを平成28年1月22日に開設し、全国各地で実施されている現場見学会や民間事業者が催

行するツアーなど、幅広く情報発信することにより地域活動を支援する。

また、観光ツアーに土木施設を組み込みたい、地元の資源を活かしたいといったインフラツーリズムに関するご

相談は各地方整備局等で受け付けている。

対 象 者
インフラツアーを開催したい民間事業者等、地域づくりに関心のある方全般

対象事業

インフラツーリズムポータルサイト
（※）

は既存のインフラや工事中のインフラを、観光ツアーに組み込んだ取組

（インフラツーリズム）を推進するために、全国各地の特徴的なインフラツアーの紹介、現在募集中の「各地方

整備局等が催行する現場見学会」、「民間事業者が催行するインフラツアー」（旅行商品への組み込みを含

む）や「旬なインフラツアー」等を掲載し、地域づくりに関心のある方全般に向けて幅広く情報発信をしている。

当ポータルサイトは定期的に情報を更新し、最新情報を集約し、紹介することによりインフラツーリズムの推

進を目指す。

（※）インフラツーリズムポータルサイトＵＲＬ

→http://http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/infratourism/index.html

支援内容

地方創生の推進に取り組む地方公共団体に対して、国内各所に整備されているインフラを活用した観光・
地域づくりの国内事例を、分野横断的に情報整理することで総合的な支援を実施する。
また、施設見学を取り入れた民間事業者等のツアーの企画・催行について相談を受け付ける。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

－

備 考 －

連絡先

国道交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８９１２

Ⅱ．地域の魅力を発信したい！（ソフト事業）
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施 策 名 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
予算案額(百万円) 5,412の内数

区分(新規・継続・変
更)

継続

根拠法令等 ―

概 要

訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、観光地及び公共交通機関におけるストレスフリー

で快適に旅行できる環境を整備するため、地方自治体や観光地域づくり法人（DMO）、旅館・ホテル、交通事業者その他の

民間事業者等が行う、多言語での観光情報提供機能の強化、無料Wi-Fiサービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、

バリアフリー化の推進等に関する個別の取組を支援する。

対 象 者

(1) 地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業
地方公共団体、民間事業者、航空旅客ターミナル施設を設置し又は管理する者、協議会等

(2) 宿泊施設インバウンド対応支援事業

基本的ストレスフリー環境整備：複数の宿泊事業者その他関係する事業者等により構成された団体
及びその構成員である宿泊事業者

バリアフリー環境整備 ：宿泊事業者
(3) 交通サービスインバウンド対応支援事業

公共交通事業者、地域における協議会、地方公共団体等

対象事業

(1) 地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業

➀外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の非常時対応の強化
・訪日外国人旅行者にとって利用しやすい観光案内所の整備を促進するため、観光案内所の開設や機能向

上・災害時の対応能力強化等にかかる経費の一部について支援。
➁観光スポットの段差の解消
・訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、訪日外国人旅行者の来訪が特に多い、又は

その見込みのあるものとして観光庁が指定する市区町村に係る観光地における代表的な観光スポットに
おける段差の解消に要する経費の一部について支援。

注：補助対象は、観光地の「まちあるき」の満足度向上支援事業の対象となる地域を除き、着地型整備に積極的に取り
組んでいる地域において実施されるものに限る

(2) 宿泊施設インバウンド対応支援事業
・旅館・ホテル等の宿泊施設において、訪日外国人旅行者にとって利用しやすい宿泊環境の整備を促進するた

め、宿泊事業者が実施する無料Ｗｉ－Ｆｉの整備や決済端末等の整備等の基本的ストレスフリー環境整備、
及びトイレのバリアフリー化や出入口の改修等のバリアフリー環境整備に要する経費の一部について支援。

(3) 交通サービスインバウンド対応支援事業
・ストレスフリーな交通利用環境の利便性向上等を実現するため、多言語表記、多言語案内用タブレット端末

の導入、無料Ｗｉ－Ｆｉの整備、トイレの洋式化及び機能向上、全国共通ＩＣカード・ＱＲコード決済等の
導入、旅客施設や車両等の移動円滑化等のインバウンド対応事業に要する経費の一部について支援。

支援内容

補助率
(1)…………１／３（一部１／２）

(2)…………基本的ストレスフリー環境整備：１／３
（補助金の合計額は宿泊事業者等団体又は構成員宿泊事業者の数に150万円を乗じた額を上限と
する。また宿泊事業者等団体又は一の構成員宿泊事業者に対する補助金の額は150万円を上限
とする。）

バリアフリー環境整備：１／２（上限500万円）

(3)…………１／２、２／５、１／３、１／４等（交通サービス調査事業は上限1,000万円）

変更の
ポイント

対象事業の見直し 等

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

調整中

備 考 －

連絡先

(1) 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL: 03-5253-8972
(2) 国土交通省 観光庁 観光産業課 TEL：03-5253-8330
(3) 国土交通省 総合政策局 地域交通課 TEL：03-5253-8396

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 公共交通利用環境の革新等
予算案額(百万円) 4,400

区分(新規・継続・変
更)

継続

根拠法令等 ―

概 要

地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪日外国人
旅行者の来訪が特に多い観光地等に至るまでの既存の公共交通機関等について、訪日外国人旅行者のニーズが特
に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に推進。

あわせて、二次交通について、多様な移動ニーズにきめ細やかに対応する新たな交通サービスの創出等を促進し、
訪日外国人旅行者の移動手段の選択肢を充実させるとともに、「観光地型MaaS」の実装に向けて、 観光地の公共交
通機関のweb等での検索を可能とするデータ化の取組等を支援。

対 象 者 公共交通事業者、旅客施設の設置管理者等

対象事業

①多言語対応
②無料Wi-Fiサービス
③トイレの洋式化
④キャッシュレス決済対応
⑤非常時のスマートフォン等の充電環境の確保
⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上
⑦移動そのものを楽しむ取組や新たな観光ニーズへの対応
⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等
に要する経費の一部について支援（①～④をセットで整備し、あわせて⑤～⑧を支援可能）
及び観光地の公共交通機関のweb等での検索を可能とするデータ化の取組等を支援

支援内容
補助率
１／２（①～④のうちのいずれかを実施済の場合は、１／３）

変更の
ポイント

多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等や観光地の公共交通機関のweb等での検索を可能とす
るデータ化の取組等の支援を対象事業に追加

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

調整中

備 考 －

連絡先
国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL: 03-5253-8972
国土交通省 総合政策局 地域交通課 TEL：03-5253-8396

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
官民連携による地域活性化のための基盤整備

推進支援事業

予算案額(百万円) 331

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一体的に実施することに
より、観光振興等地域を活性化させる事業について、事業化検討経費を支援する。

対 象 者 地方公共団体（都道府県、特別区、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む））

対象事業

補助率：１／２ ※採択にあたって金額に下限値及び上限値はない
対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業の事業化検討経費
（例）道路、河川、港湾、都市公園、空港等の公共土木施設

支援内容

民間の設備投資等と一体的に行うことにより、優れた効果の発現や効率性が期待できる国土交通省所管の
基盤整備事業（道路、河川、港湾、都市公園、空港等の公共土木施設）の事業化に向けた必要な検討経費
を支援する。
具体的には、①基盤整備にかかる課題の整理や機能検討、概略設計などの施設整備の内容に関する調査、
②PPP/PFI導入可能性検討や具体的事業手法の選定など施設の整備・運営手法に関する調査が事業内容
である。

① 施設整備の内容に関する調査
（例）基礎データ収集、需要予測、概略検討、整備効果検討 等
② ①で調査した施設の整備・運営手法に関する調査
（例）PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定 等

（令和２年度の予算決定内容）
民間事業活動と一体的に実施する社会基盤整備の事業化検討の機動的な支援について、下記の調査に

重点支援する。
・PPP/PFI の推進に資する調査
・広域的な観光又は交流拠点形成に係る調査

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

本調査費の支援を受けるまでの手順は以下のとおり。（年３回募集予定）
①募集（令和２年度予定：第１回１月２０日～２月１４日、第２回２月中旬～４月上旬、第３回６月中旬～７月
上旬）
②国土交通省へ応募書類（調査計画書、調査概要等）の提出
③審査（国土交通省における審査、財務省との実施計画協議）
④調査費配分の決定（令和２年度予定：第１回４月下旬、第２回６月下旬、第３回８月下旬）
⑤交付申請
⑥交付決定

備 考 http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

連絡先
国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１（内線２９－９２４）
ＦＡＸ：０３－５２５３－１５７２

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業
予算案額(百万円) 2,000

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要

スノーリゾートは地方での長期滞在や消費拡大に向けての有力なコンテンツ。スキー・スノーボードを楽しむ
訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確に取り込むため、
インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形成のた
めの取組を促進する。

対 象 者
観光地域づくり法人（DMO）、民間事業者等
※インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルが高い地域の「国際競争力の高いスノーリゾー
ト形成計画」に位置づけられた事業の実施主体に限る。

対象事業

地域の関係者が一体となって策定した「国際競争力の高いスノーリゾート形成計画」に位置づけ
られた以下の取組について、事業費の１/２を支援。

○アフタースキーのコンテンツ造成
○グリーンシーズンのコンテンツ造成
○受入環境の整備

（多言語対応、Wi-Fi整備、キャッシュレス対応、公衆トイレの洋式化等）
○外国人対応可能なインストラクターの確保
○二次交通の確保（スキー場間の周遊等のためのバス運行の実証実験）
○情報発信（プロモーション資材の作成等）
○スキー場インフラの整備
（索道施設（ゴンドラ・リフト）の撤去、搬器の更新（機能向上分）、高機能な降雪機の導入）

※訪日外国人旅行者の誘客に地域一丸となって取り組む地域に絞って支援

支援内容 上記の補助対象事業に要する経費のうち、１/２を支援

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

未定（今後、観光庁ホームページ等でご案内いたします。）

備 考 －

連絡先 国土交通省 観光庁 観光地域振興課 TEL: 03-5253-8328

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 離島活性化交付金
予算案額(百万円) １，４００の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 離島振興法第7条３の2項

概 要
離島における地域活性化を推進するため、地方自治体等による離島の観光情報の発信、観光の拡大のため
の仕掛けづくり及び島外住民との交流の実施など、観光の推進による交流の拡大を支援する。

対 象 者 都道県、市町村、民間団体

対象事業

○「定住促進」事業・・・雇用機会の創出のための戦略産品開発、戦略産品の移出及び戦略産品の原材料
等の移入に係る海上輸送費支援、Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための情報提供、空家改修等の人材受入のための
施設整備、流通効率化関連施設整備など

○「交流促進」事業・・・離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、当該住民との交流の
実施の推進など

○「安全安心向上」事業・・・防災機能強化事業、防災計画策定等事業など

支援内容

上記事業に対する取り組みに対し、以下の交付率にて支援を行う。

補助率：都道県、市町村、一部事務組合・・・予算の範囲内で各事業の1/2以内
民間団体・・・予算の範囲内で各事業の1/3以内（ただし、国の負担額は、地方公共団体の負担額

と同額までとし、都道県、市町村、一部事務組合を通じた間接補助とする。）
流通効率化関連施設整備等事業については、1/2以内
特定有人国境離島地域における輸送費支援事業については、6/10以内（ただし、国
の負担額は、地方公共団体の負担額の３倍を超えない額までとする。）

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

本交付金の手順は以下のとおり。

令和2年2月～ ：要望聴取
令和2年4月～ ：交付申請
令和2年4月上旬：交付決定（以後随時交付予定）

備 考 －

連絡先

国土交通省 TEL： 03-5253-8421
国土政策局離島振興課 FAX： 03-5253-1594

URL: http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/
chirit/kokudoseisaku_chirit_fr_000007.html
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施 策 名
海洋周辺地域における訪日観光の充実・開拓及び
魅力向上事業

予算案額(百万円) 1,301の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

美しい海や島々を有する我が国においては、海洋周辺地域における観光は、地方誘客・消費拡大への貢献
という面で大きなポテンシャルを有している。

一方で、当該地域における訪日外国人向けの観光コンテンツ開発や受入環境整備が十分に進んでいるとはい
えない状況。

そのため、訪日観光のポテンシャルを有している海洋周辺地域において、海や島々に関する観光コンテンツの
磨き上げや受入環境整備を一体的に行う取り組みを支援する。

対 象 者
（予定）

・港湾管理者
・地方公共団体
・民間事業者（観光地域づくり法人（DMO）を含む）
・上記により構成されるコンソーシアム

対象事業

海や島々に関係する観光コンテンツの磨き上げ

○ツアー造成・販売に係る試行（事前調査や動向分析システム、二次交通の実証を含む）

○AR等の先進的な体験型観光の導入等の魅力的な観光コンテンツ・情報コンテンツの造成

海や島々に関係する観光コンテンツの磨き上げ

○船・船の発着場所・観光資源におけるICTを活用した多言語情報発信、環境整備

支援内容 上記の多少事業に必要な経費の総額のうち、3分の1以内の金額を予算の範囲内で支援する。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

調整中

備 考 －

連絡先

国土交通省 海事局 内航課 TEL: 03-5253-8625
FAX: 03-5253-1643

港湾局 海洋・環境課 TEL: 03-5253-8684
FAX: 03-5253-1653

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の
「まちあるき」の満足度向上

予算案額(百万円) 2,535の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等において、公共交通機関の駅等から個々の観光スポットに至る

まで、ICTも活用して、多言語案内標識や無料エリアWi-Fiの整備、域内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレ

ス決済対応等のまちなかにおける面的な「まるごとインバウンド対応」や、これらと一体的に行う外国人観光

案内所や「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源や自転車の活用等を集中的に支援し、「まちある

き」の満足度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る。

対 象 者 地方公共団体、民間事業者、航空旅客ターミナル施設を設置し又は管理する者、協議会等

対象事業

(1)まちなかの周遊機能の強化（まるごとインバウンド対応）

(2)観光地のゲートウェイとしての外国人観光案内所等の機能の強化

(3)「道の駅」インバウンド対応拠点化整備事業

(4)古民家等の歴史的資源の活用による観光まちづくり

(5)先進的なサイクリング環境整備事業

支援内容 補助率：２分の１、３分の１

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

調整中

備 考

連絡先

(1)､(2)､(3) 国土交通省 観光庁 外客受入担当参事官室 TEL：03-5253-8972
(4)電線の地中化等 国土交通省 道路局 環境安全・防災課 TEL：03-5253-8495
(4)シェアサイクル 国土交通省 都市局 街路交通施設課 TEL：03-5253-8416
(4)歴史的観光資源の高質化 国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 景観・歴史文化環境整備室

TEL：03-5253-8954
(4)古民家等の観光資源化 国土交通省 住宅局 市街地建築課 市街地住宅整備室

TEL：03-5253-8517
(5)先進的なサイクル環境整備 国土交通省 道路局 参事官 TEL：03-5253-8497

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 地域再生制度
予算案額(百万円) －

区分(新規・継続・変更) －

根拠法令等 地域再生法

概 要
地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出

その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法に基づき地方公共団体が作
成する地域再生計画の認定等を行う。

対 象 者 地方公共団体又は地方公共団体の組合

対象事業

地域再生計画の認定基準（地域再生法第5条第15項）
一 地域再生基本方針に適合するものであること。
二 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与するものであること

が認められること。
三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。

支援内容

地域再生計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の措置及び各所
管省庁が地域再生計画と連動して実施する施策は、地域再生基本方針別表のとおり。
（詳細はこちら https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html）

【観光地域づくりに資する施策】
○地方創生推進交付金（内閣府）
○地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）（内閣府）
○地域再生エリアマネジメント負担金制度（内閣府）
○商店街活性化促進事業に係る手続・資金調達の特例等（内閣府）
○農山漁村振興交付金（農林水産省） 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○毎年度5月、9月、1月頃 地方公共団体から地域再生計画の認定申請受付
○毎年度7月、11月、3月頃 内閣総理大臣が地域再生計画を認定

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ：03-5510-2474

地方創生推進事務局 ＦＡＸ：03-3591-1974

地域再生担当 ＵＲＬ：https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/index.html
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施 策 名 地方創生推進交付金
予算案額(百万円) 1０0,000

区分(新規・継続・変更) 継続
根拠法令等 地域再生法（第13条、第5条4項1号）

概 要
地方創生の推進を目的として、地方版総合戦略に基づき、地方公共団体が自主的・主体的に行う先導的な事

業のうち、地域再生計画に記載された、複数年度にわたる事業について、国から交付金を直接交付することにより、
安定的かつ継続的に支援する。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

地方創生の推進を目的として、地方公共団体において、それぞれの地方版総合戦略に位置づけられた事業で
あり、具体的には以下のような分野を想定：

支援内容

○ 地域再生法第5条4項1号に基づく地域再生計画に記載されている事項に対して、国から、地方創生推進交
付金（補助率：1/2）を交付。
※１ 対象事業の中に各府省庁が所管する他の予算制度がある場合には、その制度の活用が優先されるため、
本交付金の支援対象外。
※２ 本交付金の対象事業であっても、事業に係る地方公共団体職員の人件費、特定の個人や個別企業に対す
る給付経費及びそれに類するもの及び施設や設備の整備、備品購入自体を主目的とするもの、貸付金又は保証
金、基金積立金は支援対象外。

○ 地方創生推進交付金の交付対象事業の採択に当たっては、①自立性、②官民協働、③地域間連携、④政
策間連携、⑤事業推進主体の形成、⑥地方創生人材の確保・育成、⑦国の総合戦略における５原則（将来性、
地域性又は直接性）の視点から、事業の先導性を審査。

○ 上記の①～⑦のうち、特に重要な①～④が申請要件となっており、①～④まで全て満たす場合には先駆タイ
プ（都道府県：最大３億円（国費）、中枢中核都市：最大2.5億円（国費）、市区町村：最大２億円（国費））で申請
することができ、①と②～④で２つ以上該当する場合には、横展開タイプ（都道府県：最大1億円（国費）、中枢中
核都市：最大0.85億円（国費）、市区町村：最大0.7億円（国費））での申請が可能。

変更の
ポイント

ー

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

〇 令和２年度は、令和２年1月23日を締切とし募集を実施し、４月１日に交付決定予定。

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ： ０３－３５８１－４２１３

地方創生推進事務局 ＵＲＬ： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/kouhukin/index.html

地方創生推進交付金担当

（１）しごと創生・・・・・・・・・・ ローカルイノベーション、ローカルブランディング（日本版DMO、地域商社）、
ローカルサービス生産性向上 等

（２）地方への人の流れ・・・ 移住促進、生涯活躍のまち、地方創生人材の確保・育成 等

（３）働き方改革・・・・・・・・・ 若者雇用対策、ワークライフバランスの実現 等

（４）まちづくり・・・・・・・・・・・ コンパクトシティ、小さな拠点、まちの賑わいの創出、連携中枢都市、商店
街 活性化 等

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 中心市街地活性化制度
予算案額(百万円) 5

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 中心市街地の活性化に関する法律

概 要
中心市街地の活性化に関する基本理念の創設、市町村が作成する基本計画の内閣総理大臣による認定

制度の創設、支援措置の拡充、中心市街地活性化本部の設置等の所要の措置を講ずることにより、中心市
街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進する。

対 象 者 市町村

対象事業

【中心市街地活性化基本計画の認定基準】
（第１号基準）中心市街地の活性化を図るための基本的な方針に適合するものであること
（第２号基準）中心市街地活性化基本計画の実施が当該市町村における中心市街地の活性化の実現に相

当程度寄与するものであると認められること
（第3号基準）中心市街地活性化基本計画が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること

支援内容

中心市街地活性化基本計画に記載し、認定を受けることにより活用することが可能となる法律上の特別の
措置及び各所管府省庁が認定と連携して実施する施策は、認定申請マニュアルのとおり。

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/ninteisinsei_manual.html

≪認定と連携した主な支援措置≫
(1) 特定民間中心市街地経済活力向上事業（経済産業省）
(2) 社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業）（国土交通省）
(3) 中心市街地活性化ソフト事業（総務省） 等

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

【中心市街地活性化基本計画認定の手続き】
例年、３月末認定のほか、市町村からの要望を踏まえ、６月及び１１月頃に認定
【連携した支援措置の手続き】
支援措置については所管府省庁へ確認

備 考 －

連絡先

内閣府 ＴＥＬ：03-5510-2338

地方創生推進事務局 ＦＡＸ：03-3591-8801

中心市街地活性化担当 ＵＲＬ：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/chukatu/
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施 策 名 地域公共交通確保維持改善事業
予算案額(百万円) ２０，３８５

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 等

概 要

地域の多様な主体の連携・協働による、地域の暮らしや産業に不可欠な交通サービスの確保・充実に向け
た取組を支援
（上記取組を促進するための計画・支援制度等のあり方について、地域公共交通活性化再生法などの見直
しを検討）

対 象 者
交通事業者等（地域における協議会の議論を経て計画を作成することが前提）、地域における協議会
又は地方公共団体

対象事業

○地域の実情に応じた生活交通の確保維持（以下「確保維持事業」）
・高齢化が進む過疎地域等の足を確保するための幹線バス交通や地域内交通の運行

・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入
貨客混載の導入を支援

・過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の地域内交通の
運行や車両購入、貨客混載の導入を支援

・離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等を支援。

○快適で安全な公共交通の実現（以下「バリア解消促進等事業 」）
・高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福祉タクシーの導入、

鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備
・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新 等

○地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定等の後押し（以下「調査等事業」）
・地域における一層の連携・協働とイノベーションに向けた取組の促進を図るための新たな法定計画の策

定に資する調査等
・地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針・基本構想の策定に係る調査

※国の認定を受けた鉄道事業再構築実施計画、地域公共交通再編実施計画等に基づく事業（地域鉄道の上下分離、
地方路線バスの利便性向上、運行効率化等のためのバス路線の再編、デマンド型等の多様なサービスの導入等）につ
いて、まちづくりとも連携し、特例措置により支援

※交通圏全体を見据えた持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向け、都道府県と複数市町村を含む協議会が
主体となった協働による取組に対し、計画の策定やバス等の運行への支援の特例措置により後押し（地域公共交通協
働トライアル推進事業）

支援内容

○確保維持事業 ＜補助率＞1/2 等
○バリア解消促進等事業 ＜補助率＞1/3 等
○調査等事業 ＜補助率＞1/2

※ 国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく事業に対しては、補助要件の緩和等により支援
内容を充実

変更の
ポイント

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

事業により異なる。（以下URL参照）

備 考
詳細は以下URL参照
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html

連絡先

国土交通省 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８３９６
総合政策局 FAX： ０３－５２５３－１５１３
地域交通課

URL： http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/
sosei_transport_tk_000041.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 かわまちづくり支援制度

令和２年度予算案額(百
万円)

都市水環境整備25,050
百万円の内数

社会資本整備総合交付
金727,746百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

河口から水源地まで様々な姿を見せる河川とそれに繋がるまちを活性化するため、地域の景観、
歴史、文化及び観光基盤などの「資源」や地域の創意に富んだ「知恵」を活かし、市町村、民間事
業者及び地元住民と河川管理者の連携の下、河川空間とまち空間が融合した良好な空間形成を目指
します。

対 象 者
市町村、民間事業者、市町村を構成員に含む法人格のない協議会
（以下、「推進主体」という）

対象事業

支援制度の登録を受けることができる要件は、「かわまちづくり計画」の対象となる河川が次の
各号のいずれかに該当するものとする。
１．歴史的風致維持向上計画や観光圏整備実施計画など国による認定が個別法で規定されており、
まちづくりと一体的に良好な河川空間を整備し、その利活用を図る必要がある河川

２．都市再生整備計画や地方再生計画など国による認定が個別法で規定されており、地域活性化
や地域振興に関する計画等において、まちづくりと一体的に良好な河川空間を整備し、その
利活用を図る必要がある河川

３．中心市街地活性化、国家戦略特区、地方創生特区及び環境モデル都市など国として積極的に
支援している地域活性化施策に関連して良好な河川空間を整備し、その利活用を図る必要が
ある河川

４．推進主体が河川空間と一体となったまちづくりを行うために自らが整備を計画し、良好な河
川空間形成のための諸活動を行っている等、推進主体の熱意が特に高く、河川空間を整備し、
その利活用を図る必要がある河川

支援内容

河川管理者は、支援制度に登録された「かわまちづくり計画」に基づき、次に掲げる「ソフト施
策」、「ハード施策」を行う。
１．ソフト施策
河川管理者は、推進主体の柔軟な提案・発想を尊重し、次の項目に積極的に取り組む。
一 推進主体と連携し、「かわまちづくり」の実現に向けて必要となる調査・検討を実施
二 全国の良好な整備事例やその後の活用について、推進主体に情報を提供
三 地域活性化の観点から地域が主体となって実施するイベント施設やオープンカフェの設置

等、河川空間を活かした賑わい創出や魅力あるまちづくりに寄与し、地域のニーズに対応
した河川敷地の多様な利用を可能とするため、河川敷地占用許可準則第２２による都市・
地域再生等利用区域の指定等を支援

２．ハード施策
河川管理者は、まちづくりと一体となった治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理
施設の整備を、事業着手後、概ね５カ年で積極的に推進する。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

①推進主体が河川管理者と共同で「かわまちづくり」計画を作成し、各地方整備局等を経由して水管理・国土
保全局長に支援制度への「かわまちづくり計画」の登録を申請

②水管理・国土保全局長が「かわまちづくり計画」の実現可能性等を勘案の上、登録
※登録については年度末の予定

備 考 －

連絡先

国土交通省
水管理・国土保全局河川環境課

TEL：０３－５２５３－８４４７
FAX：０３－５２５３－１６０３

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）

132



施 策 名 街なみ環境整備事業

予算案額(百万円)
社会資本整備総合交
付金等（１,８０１,４
５６百万円）の内数

区分
(新規・継続・変更)

継続

根拠法令等 －

概 要
住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づくり協定を結んだ住民が
協力して、住宅・地区施設等の整備改善を行うことにより、ゆとりとうるおいのある住宅地区の形成
を図る。

対 象 者 地方公共団体等

対象事業

【対象地域】
(１) 街なみ環境整備促進区域（①から③のいずれかの要件に該当する面積１ha以上の区域）

①ア 接道不良住宅率※70%以上
イ 住宅密度（公共用地、工場敷地を除く。）30戸/ha以上

※ 接道不良住宅：福音４ｍ以上の道路に接していない住宅
②ア 幅員6m以上の道路の延長が区域内道路総延長に対する割合25％未満

イ 公園、広場、緑地等の面積割合3%未満
③景観法による景観計画区域又は景観地区の一部又は全部を含む区域、歴史的風致維持向上

計画の重点区域の一部若しくは全部を含む区域、及び条例等により景観形成を図るべきことと
されている区域

(２) 街なみ環境整備事業地区（街なみ環境整備促進区域内で次の要件に該当する地区）
①面積0.2ha以上
②原則として、区域内土地所有者等による「街づくり協定」が締結されていること

【事業の概要】
(１) 協議会組織による良好な街なみ形成のための活動 (２) 計画策定
(３) ①地区施設等の整備 ②空家住宅等の除却 ③景観重要建造物、歴史的風致形成建造物
の整備
(４) ①門、へい等の移設 ②修景施設の整備 ③共同建替の共同施設整備 等

支援内容

（１）協議会活動助成 〈交付率〉1/2
（２）整備方針策定費 〈交付率〉1/2
（３）街なみ整備事業 〈交付率〉1/2、1/3
（４）街なみ整備助成事業※ 〈交付率〉1/3 

※施行者が要する費用の1/3以内かつ事業主体が補助する額の1/2以内

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール

(予定)
地方公共団体が社会資本整備総合交付金等の手続きに則り実施。

備 考 －

連絡先

国土交通省 TEL： ０３－５２５３－８５１７

住宅局 FAX： ０３－５２５３－１６３１

市街地建築課
市街地住宅整備室

URL： http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house
_tk5_000043.html

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車普及促進

事業

予算案額(百万円) ５１２

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
地域の計画と連携し、自動車運送事業者等による次世代自動車への買い換え促進等を図るため、次世代自
動車の導入を行う者に対し、普及の段階に応じた支援を行う。

対 象 者 自動車運送事業者、地方公共団体等

対象事業

地域の計画と連携し環境に優しい次世代自動車の集中的導入・買い換えを行う事業

支援内容

○燃料電池タクシー、電気バス、プラグインハイブリッドバス、超小型モビリティ
：車両本体価格の１／３

充電設備等：充電設備等導入費用の１／３及び工事費の一部（定額）

○電気タクシー、電気トラック ： 車両本体価格の１／４
プラグインハイブリッドタクシー ： 車両本体価格の１／５
充電設備等 ： 充電設備等導入費用の１／４及び工事費の一部（定額）

○ハイブリッドバス・トラック、天然ガスバス・トラック ： 通常車両価格との差額の１／３

※経年車を次世代自動車に改造の上導入するものも対象とする。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

以下URL参照

備 考
詳細は以下URL参照
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_000003.html

連絡先

（様式２）

（例）
・燃料電池タクシー、電気バス・タクシー・トラック、プラグインハイブリッドバス・タクシーの導入
・超小型モビリティの導入
・ハイブリッドバス・トラック、天然ガスバス・トラックの導入

国土交通省 ＴＥＬ： ０３－５２５３－８６０４

自動車局環境政策課 FAX： ０３－５２５３－１６３６

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国立公園核心地利用施設上質化事業
予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要 国立公園の優れた自然景観を眺望する利用施設の滞在環境の上質化を図るための再整備を支援するもの。

対 象 者 地方公共団体

対象事業

国立公園核心地利用施設上質化事業計画
※

に基づき実施する、国立公園の優れた自然景観の眺望地にお
ける、利用施設に関する外装、内装、設備等の改修に関するもの。
（交付対象事業の1/2を補助）

※「国立公園核心地利用施設上質化事業計画」は別途様式を策定予定。

支援内容
交付対象経費の１/２を助成（予定）

変更の
ポイント

ー

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年２月に照会予定。

備 考 －

連絡先

環境省自然環境局国立公園課 03-5521-8281（内線6456）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国立公園等多言語解説等整備事業
予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要 国立公園等の案内板や展示物における多言語解説の媒体整備を支援するもの。

対 象 者

地方公共団体、観光協会・広域観光推進機構、その他協議会等

※観光庁が実施する「地域観光資源の多言語解説整備支援事業」において作成する英文解説文を活用す
る必要があります。詳細は今後公表予定の公募要領等を参照願います。

対象事業

観光庁多言語事業とも連携しつつ、国立公園等の自然資源等に関する案内板やビジターセンター等の展
示物、その他各種国立公園関係コンテンツ等について、ICTなども活用し、英語・中国語・韓国語等の多言語
にて、外国人目線で分かりやすく魅力的な多様な解説整備をエリア一帯で促進する。

（想定される媒体）
・案内板・解説板
・標識（解説板と一体的に整備するもの）
・ビジターセンター等の展示
・デジタルサイネージ（コンテンツ制作を含む）
・タブレット端末（コンテンツ制作を含む）
・WEBサイト（2次元コード等との連動を含む）
・パンフレット等（2次元コード等との連動を含む）

※国立公園関連の内容を含み、国立公園への誘客を促すものであれば、国立公園区域外の駅・バスターミ
ナル・道の駅等の拠点等で実施する事業も補助対象

支援内容

交付対象経費の2/3を助成（予定）

変更の
ポイント

・アクティビティコンテンツの紹介、開花情報、動物目撃情報、登山道情報等のリアルタイム情報等も含め幅
広い多言語解説整備を対象。国立公園利用の際の危険生物等の注意喚起事項等も外国人目線で理解し
やすいものにして整備。
・補助対象を観光協会・広域観光推進機構、その他協議会等に拡充。（予定）

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年４月以降に公募開始予定。

備 考 －

連絡先 環境省自然環境局国立公園課 TEL：03-5521-8279（内線6690,6444）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業
予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要

国立公園内の集団施設地区等の利用拠点における滞在環境の上質化に係る計画策定及び当該計画に基
づく利用拠点上質化整備等を行うことにより、外国人訪問者の国立公園での体験滞在の満足度を向上させ
る事業に対して補助を行うもの。

対 象 者

・地方公共団体（都道府県、市町村） （※対象事業のうちの①に限る）
・民間企業
・社団法人、財団法人、特定非営利活動法人
・観光協会・広域観光推進機構、その他協議会 等

対象事業

①国立公園利用拠点計画策定支援

②国立公園利用拠点上質化整備
１．廃屋撤去事業
・撤去後の跡地が地域活性化のための利用に供される廃屋の撤去

２．インバウンド対応機能強化
・多言語サイン・標識の整備
・公衆無線LAN環境整備
・トイレ洋式化

３．文化的まちなみ改善
利用拠点における文化的資産への国立公園利用者の誘導、文化的資産との連携の効果を発揮する外構
修景、建築外観修景、建築設備等修景等を行うもの

４．既存施設観光資源化促進
既存の国立公園利用サービス施設に対し、インバウンド受け入れを前提とした施設の機能転換または機能
強化のための内装整備及び設備整備を行う事業（調整中）

支援内容

事業費の１／２を上限に助成

対象エリアは以下のとおり。

自然公園法第３６条に基づき指定された集団施設地区内、又は自然公園法第２０条に基づき指定された特
別地域内において国立公園利用者サービスを提供する施設が集積している地域

変更の
ポイント

「既存施設観光資源化促進事業」を新規メニューとして追加

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年４月頃以降に補助対象案件の公募を開始予定

備 考 －

連絡先
環境省自然環境局
国立公園課

TEL:03-5521-8278

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
国立公園利用促進事業

予算案額(百万円) 6,862百万円の内数

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要 国立公園の利用の促進を図るためのデジタル展示の整備ついて支援するもの。

対 象 者
地方公共団体

対象事業

国立公園の利用促進に関する以下の事業
１） ビジターセンターにおける国立公園に関する自然解説を目的とするデジタル展示
２） 国立公園の魅力を伝え、利用が多い場所から利用の少ない場所への誘導を目的とするデジタル展示
（交付対象事業の１/２を補助）

支援内容
交付対象経費の１/２を助成（予定）

変更の
ポイント

・利用が多い場所から利用の少ない場所への誘導を目的とするデジタル展示

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年２月に照会予定。

備 考 －

連絡先

環境省自然環境局自然環境整備課 03-5521-8281（内線6456）

Ⅲ 地域の基盤を整備して魅力を向上したい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
自然環境整備交付金事業

環境保全施設整備交付金事業

予算案額(百万円)
3,313（1年度当初）
2,657（2年度当初）

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
国立公園、国定公園等の保護と適正な利用を図るために都道府県が作成する自然環境整備計画、環境保
全施設整備計画に基づく整備事業の実施に対して、必要な経費を国が交付することにより、地域の自然環境
及び生物多様性の保全を推進し、自然共生社会づくりに寄与することを目的としている交付金事業。

対 象 者
自然環境整備交付金の交付を受けて交付対象事業を実施する都道府県及び都道府県からその経費の補
助を受けて交付対象事業を実施する市町村

対象事業

（１）国立・国定公園整備
公園事業として実施する道路（車道、自転車道、歩道）、橋、広場、園地、避難小屋、休憩所、野営場、駐

車場、桟橋、給水施設、排水施設、公衆便所、博物展示施設、植生復元施設、動物繁殖施設、砂防施設、
防火施設、自然再生施設 等

※国立公園整備については、植生復元施設、動物繁殖施設、自然再生施設は対象外。

（２）国立公園及び国定公園区域外の整備
長距離自然歩道（歩道、橋、標識類、路傍休憩地 等）
平成１８年度までに着手している国指定鳥獣保護区における自然再生事業

（３）国立公園施設の長寿命化対策整備
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、地方公共団体が予防保全型管理を行う既存の国立公

園施設

支援内容

（１）自然環境整備計画、環境保全施設整備計画に記載された交付対象事業の総事業費に対し、
国立公園整備事業、長寿命化対策整備事業は事業費の1/2、国定公園等整備事業は45/100を上限

（２）交付金は整備計画に位置づけられた交付対象事業に対し都道府県に交付

○交付対象事業の範囲内で整備する事業を自由に選択することが可能
○都道府県に交付された国費を都道府県の裁量により個々の事業に配分が可能
○年度途中で事業費が変更となった場合、当該年度の国費率を変え、次年度の交付額の算定において調
整することが可能（年度間調整）

これらにより、地方の創意工夫を生かした自由度の高い事業展開と、地域の状況に応じた柔軟な予算配分
が可能

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県知事より自然環境整備計画、環境保全施設整備計画を環境大臣へ提出 → 都道府県知事より
交付申請 →環境大臣が交付決定 → 都道府県が事業実施 → 都道府県知事より実績報告を環境大
臣へ提出 → 環境大臣が交付額の確定

備 考 －

連絡先

環境省 自然環境局
自然環境整備課
TEL 03-5521-8281 FAX 03-3595-0029
URL:http://www.env.go.jp/nature/park/koufukin/index.html

Ⅲ－1． 特に…自然環境の整備をしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
地域における歴史的風致の維持及び向上に関す
る法律に基づく歴史的風致維持向上計画の認定

制度

予算案額(百万円) ―

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第５条第８項

概 要

地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造物
及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境を「歴史的風致」と定義し、歴史的
風致の維持及び向上に関する施策を総合的かつ計画的に講じるため、市町村が作成した歴史的風致維持向
上計画に対し、国が認定を行うことにより、地域の主体的な取組みを集中的に支援。

対 象 者
地方公共団体（市町村）

対象事業

歴史的風致維持向上計画の主な記載事項は以下のとおり。
○歴史的風致の維持及び向上に関する基本的な方針
○重点区域の位置及び区域
○文化財の保存及び活用に関する事項
○歴史的風致の維持向上施設の整備又は管理に関する事項
○歴史的風致形成建造物の指定の方針
○歴史的風致形成建造物の管理の指針となるべき事項
○計画期間（概ね５年～１０年程度） 等

支援内容

歴史的風致維持向上計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。

○社会資本整備総合交付金（都市公園等事業）において、古墳、城跡、旧宅その他の遺跡及びこれらを復原し
たもので歴史上又は学術上価値の高いものを補助対象に追加し、支援
○社会資本整備総合交付金（街なみ環境整備事業）等による歴史的風致形成建造物の修理・買取り等の支援
○社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）の交付率の拡充（40％→45％）
○歴史的観光資源高質化支援事業による歴史的なまちなみを阻害する建築物等の美装化・除却経費の支援

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○随時地方公共団体（市町村）と文部科学省文化庁・農林水産省・国土交通省との事前相談の実施
○随時地方公共団体（市町村）より、歴史的風致維持向上計画の認定申請
○随時文部科学大臣・農林水産大臣・国土交通大臣により、歴史的風致維持向上計画の認定
○４月以降地方公共団体（市町村）より、関係省庁に交付申請
○４月以降関係省庁より、地方公共団体（市町村）に交付

備 考 －

連絡先

【文部科学省】
文化庁文化資源活用課
TEL：03-5253-4111 

【農林水産省】
農村振興局農村政策部
農村計画課TEL：03-3502-6004

【国土交通省】
都市局公園緑地・景観課
景観・歴史文化環境整備室TEL：03-5253-8954

URL:http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/
shokan_horei/bunkazai/rekishifuchi/

URL:http://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/binosat
o/b_rekimati/

URL:http://www.mlit.go.jp/toshi/rekimachi/

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 文化資源を活用したインバウンドのための環境整備
予算案額(百万円) 9,840

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け、より魅力あるものにすべく“磨き上げ”る

取組を支援し、観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進めるとともに、先端技術を駆使した効果的な発
信を行い、観光振興・地域経済の活性化の好循環を創出する４つの事業を行う。

対 象 者 地方自治体等

対象事業

（１）「日本博」を契機とした文化資源による観光インバウンドの拡充
文化庁を中心とした関係府省庁や地方自治体、文化施設、民間団体等の関係者の総力を結集した大型国家
プロジェクトである「日本博」の開催を契機として、各地域が誇る様々な文化観光資源を年間通じて体系的に創
成・展開するとともに、国内外への戦略的プロモーションを推進し、文化による「国家ブランディング」の強化、
「観光インバウンド」の飛躍的・持続的拡充を図る。
あわせて、地方博物館における国等が有する「地域ゆかりの文化資産」を活用した展示等の取組を通じて、各
地域の歴史文化の魅力を発信することにより、地方への誘客・消費の拡大を促し、地域活性化の好循環の創
出を図る。

（２）Living History（生きた歴史体感プログラム）事業
文化財に新たな付加価値を付与し、その魅力的なものとするための取り組み（Living History）を支援することな
どにより、文化財の活用による地域活性化の好循環の創出を行う。また、訪日外国人観光客が多く見込まれる
「日本遺産」や「世界文化遺産」などにおいて、地域全体で魅力向上につながる一体的な整備や公開活用のた
めのコンテンツの作成等を行うことで、観光拠点としての更なる磨き上げを図る。

（３）日本が誇る先端技術を活用した日本文化の魅力発信
訪日外国人観光客の玄関口である主要な空港等及び観光地において、日本固有の文化資源を先端技術を
駆使した効果的な発信を行い、消費の拡大と体験滞在の満足度向上を図る。また、日本文化の多様な魅力・
コンテンツに関する情報入手を容易にする文化遺産・観光コンテンツバンクの構築にも取り組む。

（４）文化財・博物館等のインバウンド強化事業
訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させるため、文化財の多言語解説を整備するとともに、
地方博物館等における多言語化やキャッシュレス・チケットレス化、夜間開館等に合わせたコンテンツの造成を
支援する。

支援内容 上記の通り。詳細は各事業を確認のこと。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

各事業を確認のこと。

備 考 －

連絡先

【１について】
文化庁参事官（芸術文
化担当）付

TEL：03－5253-4111
（内線4467）

FAX:03-6734-4857

【２について】
文化庁文化資源活用課

TEL：03－5253-4111
（内線3159）

FAX:03-6734-3820

【３について】
文化庁文化財第一課

TEL：03－5253-4111
（内線4835 ）

FAX:03-6734-3821

【４について】
①文化庁文化資源活用課
TEL：03－5253-4111

（内線2869）
FAX:03-6734-3820
②（博物館）文化庁企画調整課
TEL：03－5253-4111

（内線3056）
FAX:03-6734-3823

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 城泊・寺泊による歴史的資源の活用
予算案額(百万円) 100

区分(新規・継続・変更) 新規

根拠法令等 ―

概 要
城や社寺を日本ならではの文化が体験できる宿泊施設として活用し、地方での長期滞在や旅行消費額の

増加を目指すべく、宿泊施設のインバウンド・富裕層向け滞在環境整備、体験コンテンツの造成、多言語化、
コンシェルジュ対応の充実を図る。

対 象 者 地方公共団体、DMO、地域協議会等

対象事業

（1）城泊・寺泊専門家派遣
城や寺をインバウンド向け宿泊施設として利活用することに意欲がある実施主体に向けて、
自治体・地域住民への理解の促進や宿泊施設化を進めるコンサルティングを目的として専門家を派遣

（2）城泊・寺泊の支援
①城泊

既に城泊の取組を実施中又は具体的に計画をしている城泊の磨き上げとインバウンド対応強化を支援
・インバウンド・富裕層向け滞在環境整備
（リフォーム、コンシェルジュの多言語対応、予約HPの改修等）
・体験コンテンツ造成・インバウンド化
体験コンテンツの造成（城主体験、侍体験、グランピング等）、多言語化、モニターツアー実施を支援

②寺泊
既に日本人向けに運営がされている宿坊の館内設備等のインバウンド対応整備を支援
・インバウンド・富裕層向け滞在環境整備
（リフォーム、コンシェルジュの多言語対応、予約HPの改修等）
・体験コンテンツのインバウンド化
体験コンテンツの造成（写経、座禅、茶礼等）、多言語化、モニターツアー実施を支援

（3）海外に向けた魅力発信・認知度向上
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設への実際の集客を図るためのコンテンツ作成
城・寺等の歴史的資源を活用した宿泊施設の宿泊者増につながる海外向け魅力発信・認知度向上、
広報用素材の作成

支援内容

（1）城泊・寺泊専門家派遣
採択件数：10件程度

（2）城泊・寺泊の支援
採択件数：城・寺合わせて7件程度
補助率：1/2

（3）海外に向けた魅力発信・認知度向上
採択件数：1件

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和元年度中に応募開始予定

備 考 －

連絡先

（様式２）

国土交通省（観光庁）
観光地域振興部
観光資源課

TEL 03-5253-8925
FAX 03-5253-8930

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名
伝統的建造物群基盤強化 予算額（案）(百万円) 1,799

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 文化財保護法第１４６条

概 要
重要伝統的建造物群保存地区の修理等の事業を一体的に実施することにより災害に強く魅力的なまちづくり
を実現する。

対 象 者
市町村

対象事業

（１）伝統的建造物群の保存・対策、防災対策に係る調査
（２）修理

重要伝統的建造物保存地区内の建造物等について、保存修理、修景、耐震改修、情報発信を実施し、重
要伝統的建造物群保存地区の価値の維持と向上を図るとともに、積極的な利用を推進。
（３）防災施設等
重要伝統的建造物群保存地区の防災施設設置等
（４）買上
重要伝統的建造物群保存地区内の建造物、土地の公有化
（５）公開活用事業
重要伝統的建造物群保存地区内の公開活用に資する設備の整備等。

支援内容

補助金の額は、次に掲げる場合を除き、補助対象経費の５０％とする。
（１）補助事業者が地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）に規定する財
政再生団体である市町村又は過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）に規定する過
疎地域をその区域とする市町村である場合にあっては、補助対象経費の６５％とする。
（２）当分の間、補助事業者が沖縄県内に所在する市町村である場合にあっては、補助対象経費の８０％
とする。
（３）補助事業が災害復旧事業として行われる場合の補助率は、別に定めるものとする。
（４）当該年度の前々年度の財政力指数（地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第１４条及び第２
１条の規定により算定した基準財政収入額を同法第１１条及び第２１条の規定により算定した基準財
政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値）が１．00を超える指定都市にあっては、財政力指
数の逆数（調整率）を補助金の交付額に乗じて得た額とする。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県教育委員会を通じて申請。詳細は都道府県教育委員会に照会のこと。

備 考 －

連絡先

文化庁文化資源活用課

TEL：03－5253-4111
（内線2834）

FAX:03-6734-3820

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業
予算案額(百万円) 11,563

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 ―

概 要
文化財建造物の適切な周期による保存修理を行うと共に文化財の解説板、情報機器の設置や展示、便益、
管理のための施設・設備等の特色ある活用の取組に対して支援し、観光資源としての充実及び地域の活性
化を図る。

対 象 者
文化財の所有者、管理団体など（詳細は要項を参照のこと）

対象事業

（１）根本修理
（２）維持修理
（3）特殊修理
（4）保存修理（近現代建造物）
（5）情報発信

修理時期を捉えた修理現場の公開等
（6）公開活用事業

文化財を分かりやすく解説する説明板や情報機器の設置、展示、便益、管理のための施設・設備の整備等
（７）周辺環境の整備

支援内容

（１）補助事業者が地方公共団体である場合の補助率は、次に定める場合を除き補助対象経費の５０％とす
る。
ア 当該年度の前々年度の財政力指数（地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第１４条及び第２１条の
規定により算定した基準財政収入額を同法第１１条及び第２１条の規定により算定した基準財政需要額で除
して得た数値の過去３年間の平均値）が１．00を超える都道府県又は指定都市にあっては、財政力指数の逆
数（調整率）を補助金の交付額に乗じて得た額とする。
イ 当該地方公共団体が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）に規定す
る財政再生団体又は過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）に規定する過疎地域をその
区域とする市町村である場合の補助率は６５％とする。
（２）補助事業者が営利法人又は登録有形文化財の公開活用事業及び解説整備事業を行う事業者のうち地
方公共団体を除く法人である場合の補助率は補助対象経費の５０％とする。
（３）補助事業者が上記（１）及び（２）以外の者である場合の補助率は、別に定める場合を除き、補助対象経
費の５０％とする。
ア 当該補助事業者の事業規模指数に応じ、別に定める加算率を限度として補助率の加算を行うことができ
る。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

都道府県教育委員会を通じて申請。詳細は都道府県教育委員会に照会のこと。

備 考 －

連絡先

文化庁文化資源活用課

TEL：03－5253-4111
（内線2834）

FAX:03-6734-3820

Ⅲ－2． 特に…歴史・文化を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）
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施 策 名 農山漁村振興交付金（農泊推進対策）
予算案額(百万円) 5,038

区分(新規・継続・変
更)

継続

根拠法令等 ―

概 要

増大するインバウンド需要等を呼び込み、農山漁村の所得向上と地域の活性化を図るため、地域
による実施体制の構築や観光コンテンツの磨き上げ、古民家等を活用した滞在施設、農林漁業体験
施設等の整備を一体的に支援するとともに、戦略的な国内外へのプロモーションや地域が抱える課
題解決のための専門家派遣等を支援。

対 象 者

１．農泊推進事業等【ソフト対策】
地域協議会 等

２．施設整備事業【ハード対策】
（１）活性化計画に基づかない施設整備事業

① 市町村・中核法人実施型
市町村、地域協議会の中核法人 等

② 農家民泊経営者等実施型
地域協議会と地域内の農家民泊経営者等との連携体

（２）活性化計画に基づく施設整備事業
都道府県、市町村、農林漁業者の組織する団体 等

対象事業

１．農泊推進事業等【ソフト対策】
○ 交付対象事業

① 農泊ビジネスの現場実施体制の構築
（地域の合意形成を図るワークショップの開催 等）

② 地域資源を観光コンテンツとして磨き上げる取組等
（食や景観などの地域資源を活用した観光商品の開発の企画及び実施 等）

③ 地域外の人材や専門的スキル等を活用する取組
（研修生の雇用、中小企業診断士等の専門人材の活用 等）

④ インバウンド需要への対応 ※2年間の事業が完了した地域に対して追加支援
（Wi-Fi環境の構築、多言語標示板の設置、トイレの洋式化 等）

２．施設整備事業【ハード対策】
○ 交付対象事業

（１）活性化計画に基づかない施設整備事業
① 市町村・中核法人実施型

古民家等を活用した滞在施設や体験・交流施設などの施設の整備
② 農家民泊経営者等実施型

地域内の農家民泊経営者等が営む宿泊施設の改修
（２）活性化計画に基づく施設整備事業

活性化計画に基づき「農泊」に取り組む地域への集客力を高めるための農産物販売施設
など、「農泊」を推進するために必要となる施設の整備

支援内容

１．農泊推進事業等【ソフト対策】
○ 交付率：定額（上限500万円／年×２年） 等

２．施設整備事業【ハード対策】
（１）活性化計画に基づかない施設整備事業

① 市町村・中核法人実施型
○ 交付率：１／２（上限2,500万円、5,000万円、1億円）

② 農家民泊経営者等実施型（※）
○ 交付率：１／２（上限1,000万円／軒）

（２）活性化計画に基づく施設整備事業
○ 交付率：１／２等

変更の
ポイント

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

令和２年度予算決定以降に公募等の上、採択予定。

備 考
※ 活性化計画とは、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第５

条に基づき、都道府県又は市町村が作成する計画をいう。

連絡先

農林水産省農村振興局
都市農村交流課 TEL：０３－３５０２－５９４６（１、２（１））
地域整備課 TEL：０３－３５０１－０８１４（２（２））

URL: http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html

Ⅲ－３．特に…農林水産業を活かしたい！（ソフト＆ハード事業）

※農家民宿から簡易宿所の営業許可
を取得して②を実施する場合、別途
農家民宿転換促進費の助成あり
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Ⅳ．特例措置（特区）を利用して地域の魅力を向上したい！

施 策 名
構造改革特別区域制度

（新たな規制の特例措置の提案及び
構造改革特別区域計画の認定）

予算案額（百万円） 7.9

区分(新規・継続・変更) 継続

根拠法令等 構造改革特別区域法

概 要 構造改革を推進し、地域の活性化を図ることを目的として、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入する。

対 象 者
○新たな規制の特例措置の提案…地方公共団体、民間事業者、個人等
○構造改革特別区域計画の認定…地方公共団体

対象事業

構造改革特別区域計画の記載事項は以下のとおり。
○構造改革特別区域計画の作成主体の名称、意義、目標
○構造改革特別区域の名称、範囲、特性
○構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域にもたらす経済的社会的効果
○特定事業の名称

支援内容

構造改革特別区域計画で実施できる特定事業は、構造改革特別区域基本方針の別表１に記載されている
特例措置のとおり。
＜観光地域づくりに関連した特例措置＞※令和元年１２月現在

○特定農業者による特定酒類の製造事業【特定事業番号707(708)】
農家民宿等を営む農業者が、自ら生産した米又は果実を原料とした濁酒（いわゆる「どぶろく」）又は果実酒
を製造するため、濁酒又は果実酒の製造免許を申請した場合には、一定の要件の下、最低製造数量基準
（現行６キロリットル）を適用しない。

○特産酒類の製造事業【特定事業番号709(710､711)】
地域の特産物である農産物等を原料とした単式蒸留焼酎、果実酒、原料用アルコール又はリキュール（以
下「特産酒類」という。）を製造するため、特産酒類の製造免許を申請した場合には、最低製造数量基準を、
単式蒸留焼酎又は原料用アルコールにあっては適用除外、果実酒にあっては２キロリットル、リキュールに
あっては１キロリットルとする。

○地域の特性に応じた道路標識設置事業【特定事業番号1218】
案内標識及び警戒標識の寸法、並びに案内標識に表示する文字の寸法を二分の一まで縮小することを可
能とする。

○地域限定旅行業における旅行業務取扱管理者の要件緩和事業【特定事業番号1226】
地域の旅行業務取扱管理者に他業種との兼任を認める。

変更の
ポイント

－

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○ 規制の特例措置の提案募集
○ ５月・９月・翌１月頃 地方公共団体より、構造改革特別区域計画の認定申請
○ ７月・12月・翌３月頃 内閣府が構造改革特別区域計画を認定
※スケジュールは予定であり、詳細は随時HPでご確認ください。

備 考 －

連絡先

内閣府

地方創生推進事務局

構造改革特区担当

TEL：０３－５５１０－２１５９、２４６６

FAX：０３－３５９１－１９７３

URL： https:www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kouzou2/index.html
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この資料の作成にあたっては、「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対する関係省庁
連携支援会議の構成メンバーに協力頂きました。

チームリーダー 国土交通省観光庁次長
チームリーダー代理 国土交通省観光庁観光地域振興部長
副チームリーダー 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部参事官
構成員 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課長

総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室長
金融庁監督局銀行第二課長
金融庁監督局総務課協同組織金融室長
文部科学省総合教育政策局地域学習推進課長

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部生活衛生課長
農林水産省農村振興局農村政策部都市農村交流課長
経済産業省商務情報政策局サービス政策課長
国土交通省総合政策局交通政策課長
国土交通省総合政策局公共事業企画調整課事業総括調整官
国土交通省都市局都市政策課長
環境省自然環境局国立公園課国立公園利用推進室長

お問い合わせ先

国土交通省 観光庁 観光地域振興部
観光地域振興課 （観光地域づくり法人支援室）

（「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対する関係省庁連携支援会議事務局）

〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-2
ＴＥＬ：03-5253-8328 ＦＡＸ：03-5253-8122

http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/


